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1. 流域及び河川の概要について 
① 流域の概要 
子吉川
こ よ し が わ

は秋田県南部の日本海側に位置しその源を秋田・山形県境の鳥海山
ちょうかいさん

(標高 2,236m)に発し、笹子
じ ね ご

川
がわ

、

鮎川
あゆかわ

、石沢
いしざわ

川
がわ

等の支川を合わせて本荘
ほんじょう

平野
へ い や

を貫流し、下流市街地において芋川
いもかわ

を合わせて日本海に注ぐ、幹

川流路延長 61km、流域面積 1,190km2の一級河川である。 

この流域は、由利
ゆ り

本荘市
ほんじょうし

※をはじめとする 4 市 1 町（由利本荘市、秋田市、にかほ市、横
よこ

手
て

市
し

、羽後
う ご

町
まち

）か

らなり、秋田県西南部の中心都市である由利本荘市が、この地域における社会・経済・文化の基盤を成して

いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-1 子吉川流域図 

                                                  
※ 由利本荘市は、平成 17 年 3 月 22 日に本

ほん

荘
じょう

市
し

、矢
や

島
しま

町
まち

、岩
いわ

城
き

町
まち

、由
ゆ

利
り

町
まち

、西
にし

目
め

町
まち

、 鳥
ちょう

海
かい

町
まち

、 東
ひがし

由
ゆ

利
り

町
まち

、大 内 町
おおうちまち

の 8 市町が合併し

て誕生した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

ダム名 大内
おおうち

ダム 小羽広
こ は び ろ

ダム 黒森川
くろもりがわ

貯水池 
河川名 畑

はた

川
がわ

 芋川 黒森川 

ダム型式 重力式コン
クリート 

重力式コンク
リート・フィ
ル複合ダム 

アースダム 

有効貯水容量 626 千 m3 1,551 千 m3 3,000 千 m3 
利用目的 ＦＮＷ Ｆ ＡＷ 
事業主体 秋田県 秋田県 秋田県 

由利本荘市 
管理者 

秋田県 由利本荘市 由利本荘市 
子吉土地改良区

 
 
 

N

鳥海山（標高：2,236m）

写真① 子吉川全景写真 写真② 由利
ゆ り

橋
ばし

付近

写真③ 宮内
みやうち

地点付近 写真④ 子吉川中下流部大臣管理区間上流端 

芋川

4.0K  ● ● 4.0K

23.0K ● ● 23.0K

大臣管理区間

 

写真⑤ 鳥海ダム完成予想図 

ダム等諸元 

利用目的 Ｆ：洪水調節  Ｎ：流水の正常な機能の維持
Ｗ：上水道   Ａ：かんがい 

凡例 

：基準地点（治水） 

：基準地点（利水） 

：主要地点 

：国道 

：高速道路 

：鉄道 

：流域界 

：市町村界 

：既設ダム 

：計画ダム 

：ため池・貯水池 

：大臣管理区間 
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② 過去の主な洪水 
子
こ

吉川
よしがわ

流域では過去幾度も洪水が発生し、家屋の流出など大惨事になったことが記録されている。 
戦後の主な洪水は、昭和 22 年 7 月、昭和 30 年 6 月、昭和 47 年 7 月、昭和 62 年 8 月、平成 14 年 7 月、

平成 23 年 6 月がある。子吉川における洪水要因のほとんどは前線と低気圧に伴う降雨によるものである。 

表 1-1 既往の主要洪水及び被害状況 

洪水発生年月日 

流域平均 

2 日雨量 

(二十六
と ど ろ

木
き

橋
ばし

上流域) 

実績流量 

(二十六木橋) 
被 害 状 況※1 

昭和 22 年 7 月 21 日～24 日 
(前線及び低気圧) 312.5mm (約 2,400m3/s)※2 全半壊 26 戸、床上浸水 1,434 戸 

床下浸水 842 戸、農地 4,113ha 

昭和 47 年 7 月 5 日～9 日 
(断続した豪雨) 195.7mm 1,570m3/s 

【外水】床上浸水 126 戸、床下浸水 181 戸、 
農地 1,113ha 

【内水】全半壊 1戸、床上浸水 71 戸、 
床下浸水 145 戸、農地 714ha 

昭和 50 年 8 月 5 日～7 日 
(低気圧による豪雨) 222.1mm 1,210m3/s 

【外水】全半壊 4戸、床上浸水 76 戸、 
床下浸水 244 戸、農地 868ha 

【内水】全半壊 1戸、床上浸水 28 戸、 
床下浸水 108 戸、農地 1,427ha 

昭和 55 年 4 月 6 日 
(低気圧による雨と融雪) 65.8mm 1,940m3/s 

【内水】床上浸水 29 戸、床下浸水 43 戸、 
農地 19ha 

昭和 62 年 8 月 16 日～18 日 
(停滞前線による豪雨) 137.6mm 1,390m3/s 

【外水】床上浸水 8戸、床下浸水 10 戸、 
農地 183ha 

【内水】床下浸水 8戸、農地 163ha 

平成 2 年 6 月 26 日～27 日 
(梅雨前線) 136.1mm 1,380m3/s 

【外水】床下浸水 2戸、農地 362ha 
【内水】床上浸水 3戸、床下浸水 24 戸、 

農地 361ha 

平成 14 年 7 月 13 日～16 日 
(梅雨前線及び低気圧) 133.5mm 1,350m3/s 

【外水】床下浸水 2戸、農地 209ha 
【内水】床上浸水 5戸、床下浸水 12 戸、 

農地 129ha 

平成 23 年 6 月 23 日～24 日 
(梅雨前線及び低気圧) 223.0mm (約 2,000m3/s)※2

【外水】床上浸水 22 戸、床下浸水 13 戸、 
農地 232ha 

【内水】床上浸水 4戸、床下浸水 37 戸、 
農地 435ha 

※1 S22 は「秋田県災害年表」、H23 は秋田県消防防災課速報値、それ以外は「水害統計」から記載。農地については、流出・埋没・浸水・冠
水を全て含めた。昭和 22 年 7月 21～24 日洪水被害は、内水、外水の内訳は不明。昭和 22 年 7月洪水の家屋全半壊には、土砂災害を含
む場合がある。 

※2 昭和 22 年 7月 21～24 日,平成 23 年 6月 23～24 日洪水の実績流量は再現計算流量を用いた。再現計算流量は氾濫を考慮した流量である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
③ 治水事業の沿革 

子吉川水系では、下流部が昭和 46 年に大臣管理区間に編入され、その年に工事実施基本計画が策定さ

れた。昭和 62 年に工事実施基本計画を全面的に改定し、平成元年に上流部を大臣管理区間に編入し、改

修事業を進めてきている。 
平成 16 年 10 月に子吉川水系河川整備基本方針、平成 18 年 3 月に子吉川水系河川整備計画（大臣管理

区間）を策定している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-2 子吉川水系における改修計画の経緯及び事業区間位置図 

 

N

昭和 22 年 7 月洪水 

沿海州から東北地方にかけて前線が停滞し、21 日から 24 日にかけ雨が降り続いた。秋田県南部では

100 ㎜以上の雨が 2日間も続き、総雨量は 300 ㎜を越えたところが多く、大
だい

正
しょう

寺
じ

では 402mm にも達した。

22 日未明から水位が上昇し、23 日 17 時頃には由利
ゆ り

橋
ばし

で最高水位 5.5m を記録した。 

この洪水により、旧本荘市
ほんじょうし

、旧矢
や

島
しま

町
まち

では住家の全半壊 26 戸、床上浸水 1,434 戸、床下浸水 842 戸、

農地浸水 4,113ha と戦後最大となる被害を受けた。 

平成 23 年 6 月洪水 

この洪水により支川石沢
いしざわ

川
がわ

等での堤防決壊、子

吉川からの越水等が発生。子吉川水系では、床上

浸水 26 戸、床下浸水 50 戸、農地浸水 667ha など

の被害が発生した。 

子吉川、石沢川堤防の決壊及び氾濫状況（11.0k 付近）

11.0k

11.0k

子吉川橋

12.0k
×

×

破堤箇所
石沢川左岸0k

破堤箇所
子吉川右岸10.4k

由利本荘市

子吉川

西暦 年号 計画の変遷等
1929 昭和4年 旧河川法施行河川の認定
1933 昭和8年 秋田県によ る 子吉川改修が始ま る

（ 改修計画流量1,800m
3
/s）

1947 昭和22年 洪水（ 7月）
1955 昭和30年 洪水（ 6月）
1969 昭和44年 洪水（ 7月）
1971 昭和46年 一級河川の指定（ 4月）

工事実施基本計画の策定（ 12月）
国によ る 子吉川改修が始ま る

（ 計画高水流量1,800m3/s）
1972 昭和47年 洪水（ 7月）
1975 昭和50年 洪水（ 8月）
1980 昭和55年 洪水（ 4月）
1984 昭和59年 洪水（ 9月）

1987 昭和62年
工事実施基本計画
全面的に改定（ 8月）

計画高水流量を2,300m3/sに改定
1989 平成元年 大臣管理区間延伸
1993 平成5年 大臣管理区間編入（ 鳥海ダム）

2004 平成16年
子吉川水系
河川整備基本方針策定（ 10月）

2006 平成18年
子吉川水系
河川整備計画策定（ 3月）

大臣管理区間編入時期 凡例 

 第１期大臣管理編入区間 

第 2 期大臣管理編入区間 

大臣管理区間編入区間（鳥海ダム） 

□ 

○ 

基準地点 

主要地点 

流域界 

市町村界 

 

 

既設ダム 

計画ダム 

ため池・貯水池 
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④ 過去の主な渇水 
子
こ

吉川
よしがわ

では、平成に入ってから 9 回の渇水被害が発生している。夏場を中心に上水道や農業用水の取水が

できなくなる等の渇水被害が繰り返されており、慢性的な水不足状態が生じている。 

表 1-2 主な渇水被害の実績 

渇水年月 主な渇水被害の実績 

平成元年 7月～8月 

・冬季の降雪が平年の 30％と少なく、また、4 月～7 月の少雨により、本荘市上水道

の主要水源である黒森川
くろもりがわ

貯水池の貯水率は 32％まで低下し、本荘市では、市内全域

（約 12,600 戸、約 44,000 人）への節水呼びかけ（広報紙掲載、チラシ配布、宣伝

カー巡回）が実施された。 

・7 月下旬から子吉川の流量の急激な低下と塩水遡上等により、河川からの取水でき

なくなった施設が発生した。 

平成 6年 7月～8月 

・4月以降の少雨傾向から、本
ほん

荘
じょう

市
し

上水道の主要水源である黒森川貯水池の貯水率は

約 39％まで低下し、本荘市上水道では、市内全域（約 12,900 戸、約 44,000 人）へ

の節水呼びかけ（広報紙掲載、チラシ配布、宣伝カー巡回）が実施された。 

・塩水遡上により、河川からの取水ができなくなった施設が発生した。 

平成 24 年 7月～10 月 

・春から 9月までの少雨傾向により、由
ゆ

利
り

本
ほん

荘
じょう

市
し

上水道の主要水源である黒森川貯水

池の貯水率は約 31％まで低下し、由利本荘市上水道では、地区内への節水呼びかけ

（HP への掲載、CATV 放送、宣伝カー巡回等）が実施された。 

・宮内地点では、7 月下旬から断続的に正常流量を下回り、流量の低下と塩水遡上に

より、河川からの取水ができなくなった施設が発生した。 

※当資料内においては、渇水被害位置を明確にする観点から、旧市町村名で表記 
（出典：平成 11 年まで子吉川水系河川整備計画（大臣管理区間）平成 18 年 3 月） 
（出典：平成 13 年以降由利本荘市、秋田河川国道事務所資料及び関係土地改良区聞き取り） 

 

 
 
 
 
 

図 1-3 平成 6 年渇水の状況 

 
 
 
 
 
 
 

図 1-4 平成 24 年渇水の状況（黒森川第 2 貯水池）

 

⑤ 利水事業の沿革 
⑤-1 かんがい用水 
子吉川流域のかんがい事業は主に水田で用水を利用するために行われており、その主な水源は河川及びた

め池となっている。 
子吉川は古くから本荘平野のかんがい用水の水源として水田を潤しており、良質米を作り出す水として利

用されてきた。現在の子吉川流域にはかんがい用取水施設が 273 箇所あり、約 6,700ha の農地を潤している。

その中でも代表的な取水施設である滝沢
たきざわ

頭首工は約 300 年前に築造されたとも伝えられ、現在の取水量はか

んがい期 2.963m3/s、非かんがい期 0.870m3/s、受益面積約 600ha、幹線用水路の総延長約 10km に及んでい

る。滝沢頭首工は子吉川本川沿いの取水量の約半分を占めており、その重要度は極めて高いものとなってい

る。 
もう一つの主な水源であるため池は、用水確保のため古くから築造されており、現在流域内には 300 箇所

以上存在する。 
⑤-2 水道用水 
現在の由利本荘市には、上水道 1 箇所、簡易水道 16 箇所、専用水道 4 箇所及び小規模水道 7 箇所の総計

28 箇所の水道事業がある。 
水道事業の中核となる由利本荘市水道事業（上水道）は、平成 17 年 3 月 22 日の市町合併により本荘地域、

矢
や

島
しま

地域、西
にし

目
め

地域、鳥
ちょう

海
かい

地域の上水道 4 施設を経営統合し、合併創設された。さらに、平成 18 年 3 月 17
日には、本荘地域と矢島地域に隣接する由利

ゆ り

地区簡易水道（由利地域）の譲り受けを行っている。 
また、平成 20 年 3 月 11 日には本荘工業団地に新規企業誘致が決定したことから、本荘工業団地に関連す

る水道施設整備を行うための水道事業の経営変更認可を取得している。 
⑤-3 発電用水 
急流河川の特性を生かし、上流では落差から生じるエネルギー

を利用して水力発電が行われている。昭和 15 年完成の日本
に ほ ん

発
はっ

送電
そうでん

株式会社（現在の東北電力㈱）郷内
ごうない

発電所（郷内発電所は子吉川

と 鶯
うぐいす

川
がわ

から取水）をはじめ、現在 7 つの発電施設が稼働してい

る。発電用水の最大取水量は約 43.5m3/s で、総最大出力は

48,400kw である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 1-5 子吉川流域における水利用の内訳（平成 22 年度） 

図 1-6 子吉川流域における主なかんがい区域

と水道用水、発電用水の取水地点 

吉沢地区（21.2km 付近）より H6.8.19 撮影 吉沢地区（22.2km 付近）より H6.8.19 撮影 黒森川第２貯水池より H6 撮影 

発電7件（2.4％）

かんがい（許可）
133件(46.5%)

かんがい（慣行）
140件(49%)

水道4件(1.4%)

雑用水2件(0.7%)

発電用水

43.548m
3
/s(58.3％）

かんがい（許可）

21.216m
3
/s(28.4%)

かんがい（慣行）

9.746m
3
/s(13.1%)

水道用水0.106m
3
/s(0.1%)

雑用水0.068m
3
/s(0.1%)

取水量            件数 

凡例 

：田 

：水道用水取水地点 

：発電用水取水地点 

：既設ダム 

：計画ダム 

：ため池・貯水池 
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⑥ 現行の治水計画 
⑥-1 子吉川水系河川整備基本方針の概要（平成 16 年 10 月 29 日策定） 

(1) 基本高水並びにその河道及び流域内の洪水調節施設への配分に関する事項 

基本高水は、昭和 33 年 9 月洪水、昭和 59 年 9 月洪水、平成 14 年 7 月洪水等の既往洪水について検討

した結果、そのピーク流量を基準地点二十六木
と ど ろ き

橋
ばし

において 3,100m3/s とし、このうち流域内の洪水調節施

設により 800m3/s を調節して河道への配分流量を 2,300m3/s とする。 

表 1-3 基本高水ピーク流量等一覧表 

河川名 基準地点 
基本高水の 
ピーク流量 
（m3/s） 

洪水調節施設に
よる調節流量 

（m3/s） 

河道への 
配分流量 
（m3/s） 

子
こ

吉川
よしがわ

 二十六木橋 3,100 800 2,300 

 
(2) 主要な地点における計画高水流量に関する事項 

計画高水流量は、明法
みょうほう

において 1,600m3/s とし、石沢
いしざわ

川
がわ

等からの流入量を合わせて、二十六木橋におい

て 2,300m3/s とし、さらに芋川
いもかわ

等の支川の流入量を合わせ、由利
ゆ り

橋
ばし

において 3,000m3/s とし、河口まで同

流量とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-7 子吉川計画高水流量図 

 
⑥-2 子吉川水系河川整備計画（大臣管理区間）の概要（平成 18 年 3 月 31 日策定） 

(1) 計画の対象期間 

河川整備計画の対象期間は概ね 30 年間とする。 
なお、本計画は現時点の流域における社会経済の状況、自然環境の状況、河道の状況等を前提として策

定するものであり、策定後のこれらの状況変化や新たな知見、技術の進歩等により、必要に応じて適宜見

直しを行う。 

 
(2) 河川整備の目標に関する事項 

子吉川では、下流部に人口と資産の集中する由利本荘市市街地があり、中・上流部においては、発達し

た段丘面の低地部に農地、高地部に集落が形成されている。 

戦後最大洪水である昭和 22 年 7 月洪水においては、全川にわたり氾濫が発生したため、特に旧本荘市
ほんじょうし

市

街地等で甚大な被害が発生した。 
これに対して、順次、堤防整備等の河川改修を進めてきたが、現在も改修途上にあるため、同規模の洪

水が発生した場合には、甚大な被害が予想される。このため、目標を定め、計画的な治水対策を実施して

いくことが必要である。 
洪水による災害発生の防止及び軽減に関しては『戦後最大洪水である昭和 22 年 7 月洪水と同規模の洪

水が発生しても、床上浸水等の重大な家屋浸水被害を防止するとともに、水田等農地についても浸水被害

の軽減に努める』ことを整備の目標とする。 
この目標を達成するため、各主要地点における河道の目標流量を表 1-4 のとおり定め、適切な河川管理

及び堤防整備、河道掘削、ダムの建設などを総合的に実施する。 
 

表 1-4 主要地点における河道の目標流量 

河川名 地点名 地先名等 河道の目標流量 

由利橋 秋田県由利
ゆ り

本
ほん

荘
じょう

市
し

鍛冶
か じ

町
まち

 2,800 m3/s 
二十六木橋 秋田県由利本荘市出

で

戸
と

下
しも

大野
お お の

 2,000 m3/s 
子吉川 

（本川）
明法 秋田県由利本荘市前

まえ

郷
ごう

 900 m3/s 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-8 主要地点における河道の目標流量 

 

■ 基準地点 
● 主要地点 

鮎川

○鮎瀬

石沢川芋川

2,800
日
本
海

鳥
海
ダ
ム

○
明
法

●
二
十
六
木
橋

○
由
利
橋

900

S22.7洪水対応 S50.8洪水対応

2,000

690 510

（単位：m3/s）

● 基準地点 
○ 主要地点 

2,800        2,000                               900 
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⑦ 現行の利水計画 
⑦-1 水道用水計画（由利本荘市）の概要 

由利
ゆ り

本荘
ほんじょう

市
し

上水道の主要水源となっている黒森川
くろもりがわ

貯水池は、昭和 15 年の水道事業の創設以降給水区域の

拡大、給水人口及び給水量の増加等、水需要の増加に伴い順次かさ上げ等の拡張を実施してきた。しかし、

流入河川のない台地上のため池であり、極めて不安定な水源となっている。このため、黒森川貯水池の依存

度を抑制することで利水安全度を向上させ、安定した運用を図る必要が生じている。 
また、由利本荘市には小規模な水道施設（簡易水道 16 箇所、専用水道 4 箇所、小規模水道 7 箇所）が多く、

今後は施設の老朽化に伴う施設更新と合わせて、経営基盤の強化、維持管理体制の強化、業務の効率化を図

る必要が生じている。 
さらに、平成 20 年 6 月には本荘工業団地に誘致された電子部品製造工場が暫定操業を開始しているが、誘

致企業は由利本荘市に対して将来的な操業規模で見込まれる水需要として 4,000m3/日を示しており、由利本

荘市水道事業として水源確保に苦慮している状況である。 

由利本荘市（旧本荘市）には、平成８年９月より豊水水利権が付与されているものの、宮内
みやうち

地点の正常流

量 11m3/s が確保されていない場合は取水できない状況となっている。 
こうしたことから、由利本荘市では、市内全域の水道事業において「渇水対策」を念頭に「施設の維持管

理」、「施設の老朽化」等への対策を踏まえ、鳥海
ちょうかい

ダムに参画することで可能となる水需要への対応について

の検討を進めてきている。 
現在の由利本荘市の上水道事業は平成 17 年３月の市町村合併時に創設されたものであり、現在進められて

いる事業（平成 20 年３月に水道事業の変更認可）は、主に本荘工業団地への新規企業誘致に伴う使用水量の

増加への対応と老朽化施設（西目
に し め

地区孔雀館
くじゃくだて

浄水場）の廃止を合わせた浄水場の新設等となっている。 
将来的には、水道事業の再編（不安定水源からの水源転換、簡易水道の廃止統合等）が考えられており、

不安定水源の解消等に向けた水源転換と新規需要増を鳥海ダムに求め、鳥海ダム完成後、新規利水（29,390m3/
日）を確保する計画となっている。 

 
⑦-2 流水の正常な機能の維持の目標の概要 

(1) 子吉川水系河川整備基本方針の概要（平成 16 年 10 月 29 日策定） 

本川の宮内地点から下流における既得水利は、農業用水として約 1.03m3/s、雑用水として約 0.02m3/s、
合計約 1.05m3/s の取水がある。これに対して、宮内地点における過去 30 年間（昭和 47 年～平成 13 年）

の平均渇水流量は約 9.5m3/s、平均低水流量は約 23.4m3/s である。 
宮内地点における流水の正常な機能を維持するため必要な流量は、利水の現況、動植物の保護・漁業等

を考慮し、おおむね 11m3/s とする。 
なお、流水の正常な機能を維持するため必要な流量には、水利流量が含まれているため、宮内地点下流

の水利使用の変更に伴い、当該流量は増減するものである。 
 

 
(2) 子吉川水系河川整備計画（大臣管理区間）の概要（平成 18 年 3 月 31 日策定） 

河川水の利用に関しては、限りある水資源の有効利用を図るため、水利用の合理化を進め、より適正な

水利用が図られるように努める。 
子吉川水系河川整備基本方針に基づき、アユをはじめとする動植物の生息、生育や良好な水質の確保、

塩害の防止など、流水の正常な機能を維持するために必要な流量として、宮内地点において概ね 11m3/s
を確保する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-9 主要地点における流水の正常な機能を維持するために確保する流量 

 
10 年に 1 回程度起こりうる渇水時においても、正常流量を確保し、河川環境の保全や安定的な水利用を

図るため、建設する鳥海ダムにより、必要な水量を補給する。 
 

表 1-5 流水の正常な機能の維持に必要な流量 

基準地点 確保する流量 
宮内 概ね 11m3/s 

 
 
 
 

 

日
本
海

■基準地点
鮎川

芋川 石沢川

■
宮
内

概ね

11m3/s

鳥
海
ダ
ム

概ね 
11m3/s
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2. 鳥海ダムの概要 
① 鳥海ダムの目的等 

鳥海
ちょうかい

ダムは子
こ

吉川
よしがわ

水系子吉川の秋田県由
ゆ

利
り

郡
ぐん

鳥海町
ちょうかいまち

下
しも

直
ひた

根
ね

地点に多目的ダムとして建設するものである。 
ダムはロックフィルダムとして高さ 93.0m、総貯水容量 27,600 千ｍ3、有効貯水量 21,900 千ｍ3で洪水調

節、流水の正常な機能の維持及び水道用水の供給を目的とするものである。 
 
①-1 洪水調節 
ダム地点の計画高水流量 850m3/s のうち 530m3/s の洪水調節を行い、子吉川沿川の水害を防御する。 

 
①-2 流水の正常な機能の維持 
子吉川における流水の正常な機能の維持と増進を図る。 

 
①-3 水道用水 

本
ほん

荘
じょう

市
し

他 3 町に対して、新たに 20,000m3/日(0.23m3/s)の水道用水の取水を可能にする。 
 
② 鳥海ダムの位置 
子吉川水系子吉川 

（左岸）：秋田県由利郡鳥海町猿
さる

倉
くら

地先 
（右岸）：秋田県由利郡鳥海町下直根地先 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 2-1 鳥海ダム計画概要図 

 

③ 鳥海ダムの諸元等 
・ 型式  ：ロックフィルダム 
・ 総貯水容量 ：27,600 千 m3 
・ 有効貯水容量 ：21,900 千 m3 
・ 湛水面積  ：1.66km2 
・ 集水面積  ：94.7km2 
・ 堤高  ：93.0m 
・ 堤頂長  ：550.0m 
・ 天端高  ：標高 384.0m 

 
④ 鳥海ダム建設事業の経緯・現在の進捗状況 
④-1 事業の経緯 

表 2-1 鳥海ダム建設事業の経緯 

年 月 事 業 経 緯 
昭和４５年 ４月 予備調査に着手 
平成 ５年 ４月 実施計画調査に着手 
平成１６年１０月 子吉川水系河川整備基本方針策定 
平成１８年 ３月 子吉川水系河川整備計画（大臣管理区間）策定 

 
④-2 鳥海ダム計画と上位計画 
鳥海ダム実施計画調査着手時（平成５年度時点）の上位計画である「子吉川水系工事実施基本計画（昭和

62 年 8 月）」においては、鳥海ダム等のダム群により洪水調節を行い、下流の洪水を軽減するとともに、各種

用水の補給等を行うこととしている。 
その後、平成９年の河川法改正を経て、「子吉川水系河川整備基本方針（平成 16 年 10 月）」「子吉川水系河

川整備計画（大臣管理区間）平成 18 年 3 月」が定められ、水需要への対応や渇水被害の軽減を図るため、鳥

海ダムが位置付けられ、これら上位計画の策定を踏まえつつ、より効率的なダム計画となるよう実施計画調

査を継続してきた。 
現段階の鳥海ダム計画は、新たな調査検討結果及び設計成果を基に、新技術の「台形ＣＳＧダム※」型式も

選択肢に含め、貯水効率、地質特性、環境への配慮及びコスト縮減の観点から、ダムサイトを当初より上流

側に見直し、ダム型式を新技術の「台形 CSG ダム」を採用することとしている。 
 
④-3 現在の進捗状況 
平成 5 年 4 月から実施計画調査に着手して以降、これまでに各種測量、地質調査、環境調査、水理水文調

査を実施している。 

                                                  
※ 「CSG」とは、「コンクリート」のように材料を指す用語で、Cemented Sand and Gravel の頭文字で表し、直訳すると「セメントで固めた

砂礫」という意味になる。「台形 CSG ダム」とは、この「CSG」を用いてつくる堤体形状が「台形」のダムを指す。鳥海ダムでは、台形 CSG
ダムを採用し、「設計・材料・施工の合理化」を図ることとしている。 
ダム諸元等は実施計画調査着手時の事業規模であり確定しているものではない。 

図 2-2 貯水池容量配分図 

凡例 

  □   基準地点（治水） 

  ■   基準地点（利水） 

  ○   主要地点 

 ダム地点 
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 洪水氾濫防止区域 

 水道用水供給区域 

 大臣管理区間 
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3. 鳥海ダム検証に係る検討の内容 
① 総事業費及び工期 
現在保有している技術情報等の範囲内で、実施計画調査に着手した平成 5 年度時点の総事業費及び工期に

ついて点検を行った※1。点検の概要を以下に示す。 
※1： この検討は、今回の検証のプロセスに位置づけられている「検証ダム事業費の点検」の一環として行っているものであり、現在保

有している技術情報の範囲内で、今後の事業の方向性に関する判断とは一切関わりなく、現在の事業計画を点検するものである。ま

た、予断を持たずに検証を進める観点から、ダム事業の点検及び他の治水対策案（代替案）のいずれかの検討にあたっても、さらな

るコスト縮減や工期短縮などの期待的要素は含まないこととしている。 

なお、検証の結論に沿って、いずれの対策を実施する場合においても、実際の施工にあたってはさらなるコスト縮減や工期短縮に

対して最大限の努力をすることとしている。 

 

①-1 総事業費 
(1) 総事業費点検の考え方 

・ 実施計画調査に着手した平成 5 年度時点の総事業費を対象に点検を行った。 
・ 当該総事業費を算定した平成 4 年度以降の新たな調査検討結果及び設計成果を基に、算定根拠の

数量や内容の妥当性を確認するとともに、最新の平成 23 年度単価による確認を行った。 
・ 残事業の数量や内容については、今後の変動要素を考慮して分析・評価を行った。 

 
(2) 点検の結果 

・ 残事業費を点検した結果（表 3-1 のとおり。）約 802 億円（平成 24 年度まで実施済額を合わせ

た総事業費は約 863 億円）になった。 

・ なお、鳥海
ちょうかい

ダム検証に用いる残事業費は点検結果である約 802 億円を使用する。 

表 3-1 鳥海ダム建設事業 残事業費の点検結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①-2 工期 
(1) 点検の考え方 

・ 工事用道路、転流工は、現行の工期と同様、本体掘削着手前までに完了することとし、工事規模

を勘案し必要工期を算定した。 
・ 本体掘削、堤体工、取水放流設備は、ダム型式がロックフィルから台形 CSG に変更されている

ことから、「台形 CSG ダム施工・品質管理技術資料」(H19.9(財)ダム技術センター)等を参考に

工期を算定した。 
・ 試験湛水期間は、「試験湛水実施要領（案）」に準拠し、近年 10 ヵ年の流況を用いたシミュレー

ション結果を基に算定した。 
・ 用地調査 2 年、補償基準妥結・補償契約 1 年、計 3 年を見込むこととした。 

 
(2) 点検の結果 

・ 用地調査着手から事業完了までの期間は、13 年必要となる見込みである。 
 

表 3-2 工期の点検結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※用地調査着手前に必要な環境影響評価等に約３年を見込む。 

※今後行う詳細な検討結果や設計成果、予算の制約や入札手続き等によっては、見込みのとおりとならない場合がある。 

 
② 堆砂計画 
鳥海ダムの堆砂容量について、近傍類似ダムにおける最新の堆砂実績を用いて点検を行った。点検の結果、

近傍類似ダム（高坂
たかさか

ダム）は、実績比堆砂量 896 ㎥/㎢/年、確率比堆砂量 945 ㎥/㎢/年となる。 
鳥海ダム計画比堆砂量は、高坂ダムの確率比堆砂量から 950 ㎥/㎢/年と設定した。 
この計画比堆砂量に鳥海ダムの流域面積を乗じ、100 年分の堆砂量を推定し、計画堆砂容量を 800 万㎥（増

230 万㎥）とした。 
 

（単位：億円）

項 細目 工　種

建設費 34 852 761

工事費 0 680 480

ダム費 0 640 410

・

・

ダムサイト、ダム型式等の見直し（ロックフィル
→台形ＣＳＧ）による減
ダムサイトの見直しによる増（地山対策工等の工
種追加）

・ 今後の実施設計等や、施工の際に想定している地
質と異なった場合、数量や施工内容に変動の可能
性がある。

管理設備費 0 20 36
・ 設計の精査による流木処理施設等の工種追加によ

る増
・ 今後の実施設計で数量や仕様に変更があった場合

は変動の可能性がある。

仮設備費 0 20 34

・

・

ダム型式等の見直し（ロックフィル→台形ＣＳ
Ｇ）に伴うCSG製造設備等の追加による増
ダム型式等の見直しに伴う工事用道路計画の変更
による減

・ 今後の実施設計等や、施工の際に想定している地
質と異なった場合、数量や施工内容に変動の可能
性がある。

測量設計費 33 105 105
・ 施工の際に想定している地質が異なり、追加調査

や再検討が必要となった場合などには変動の可能
性がある。

用地費及補償費 0 60 167

用地費及補償費 0 40 58 ・ ダムサイト変更による補償対象面積、戸数の増
・ 補償対象、補償内容に変更があったときには変動

の可能性がある。

補償工事費 0 20 108 ・ ダムサイト変更による付替道路延長の増
・ 今後の実施設計により、道路の構造やルートに変

更があった場合は変動の可能性がある。

生活再建対策費 0 1 1

船舶及機械器具費 1 7 9
・ 管内の近年完成ダム等の船舶及機械器具費率によ

り点検した結果による増
・ 緊急的に設備の修繕等が必要となった場合は、変

動の可能性がある。

営繕費 2 1 1
・ 管内の近年完成ダム等の営繕費率により点検した

結果による減
・ さらなる工期延伸等があった場合は、変動の可能

性がある。

宿舎費 1 4 2
・ 管内の近年完成ダム等の宿舎費率により点検した

結果による減
・ さらなる工期延伸等があった場合は、変動の可能

性がある。

工事諸費 23 43 39
・ 管内の近年完成ダム等の諸費率により点検した結

果による減
・ さらなる工期延伸等があった場合は、変動の可能

性がある。

61 899 802

今後の変動要素の分析理由

合　計

平成24年度ま
で実施額

残事業費
［点検対象］

残事業費
［点検結果］

左記の変動要因

※１  この検討は、今回の検証のプロセスに位置づけられている「検証ダム事業費の点検」の一環として行っているものであり、現在保有している技術情報の範囲内で、今後の事業の方向性に関する判断とは一切関わりなく、現在の事
　　　業計画を点検するものである。また、予断を持たずに検証を進める観点から、ダム事業の点検及び他の治水対策案（代替案）のいずれかの検討にあたっても、さらなるコスト縮減や工期短縮などの期待的要素は含まないこととし
　　　ている。なお、検証の結論に沿って、いずれの対策を実施する場合においても、実際の施工にあたってはさらなるコスト縮減や工期短縮に対して最大限の努力をすることとしている。
※２  諸要因により工期延伸があった場合は、現場内の維持管理、水理水文調査・環境調査等の継続調査、通信設備の維持、土地・建物借上、事務費等の継続的費用（年間約2.6億円）が追加される。
※３  四捨五入の関係で、合計と一致しない場合がある。

現行工程

点検工程

※赤色は工程上のクリティカル

工事用道路

転流工

本体掘削

堤体工

取水放流設備

補償 付帯道路

管理設備

試験湛水

用地調査・用地補償

ダム工事

管理設備等

凡
例

1年 2年 3年 4年 9年 10年5年 6年 7年 8年 11年 12年 13年 14年
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③ ダム検証の検討対象とする鳥海ダムの諸元 
鳥海
ちょうかい

ダムの目的である洪水調節、流水の正常な機能の維持においては、平成 5 年 4 月に実施計画調査着手

以降、平成 9 年の河川法改正を経て、「子
こ

吉川
よしがわ

水系河川整備基本方針（平成 16 年 10 月）」、「子吉川水系河川

整備計画（大臣管理区間）平成 18 年 3 月」の策定を踏まえ、ダム型式等より効率的なダム計画の検討を継続

してきた。 
これらの検討結果の他、検証対象ダム事業等の点検結果及びダム事業参画予定継続の意思・必要な開発量

の確認を踏まえた鳥海ダム検証の対象とするダム諸元は、下記のとおりとする。 
 

③-1 鳥海ダムの目的 

鳥海ダムは、子吉川水系子吉川の上流の秋田県由利
ゆ り

本荘市
ほんじょうし

において実施計画調査中の多目的ダムで、洪水

調節、流水の正常な機能の維持、水道用水の供給を目的とする。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-1 鳥海ダム計画概要図 

 
(1) 洪水調節 

鳥海ダムの建設される地点における計画高水流量 780m3/s のうち、700m3/s の洪水調節を行う。 
(2) 流水の正常な機能の維持 

子吉川における流水の正常な機能の維持と増進を図る。 
(3) 水道用水 

由利本荘市に対して、新たに 1 日最大 29,390m3（0.34m3/s）の水道用水の取水を可能にする。※ 

                                                  
※ ダム諸元等は、今後詳細な計画により、変更になる場合がある。 

③-2 名称及び位置 
名称：鳥海ダム 
位置：子吉川水系子吉川 

（左岸）：秋田県由利本荘市鳥海町
ちょうかいまち

百
もも

宅
やけ

地内 
  （右岸）：秋田県由利本荘市鳥海町百宅地内 

 
③-3 規模及び型式 

(1) 規模 
湛水面積 
（サーチャージ水位※1における貯水池の水面の面積） 3.1km2 

集水面積 83.9km2 

堤高（基礎地盤から堤頂までの高さ） 81.0m 

堤頂長 365.0m 

天端高 標高 423.0m 

サーチャージ水位 標高 419.2m 

常時満水位 標高 411.5m 

最低水位※2 標高 401.3m 

 
(2) 型式 

台形 CSG ダム 
 
③-4 貯水容量 

総貯水容量 ：47,000 千 m3 
有効貯水容量：39,000 千 m3 

 
 
 
 
 
 

図 3-2 貯水池容量配分図 

④ 計画の前提となっているデータ 
検証要領細目「第 4 1 再評価の視点」(1)で規定されている「過去の洪水実績など計画の前提となってい

るデータ等について詳細に点検を行う。」に基づき、雨量データ及び流量データの点検を実施した。 
鳥海ダム検証は、点検の結果、必要な修正を反映したデータを用いて実施した。 

                                                  
※1 洪水時にダムが洪水調節をして貯留する際の最高水位 
※2 貯水池の運用計画上の最低の水位 
ダム諸元等は、今後詳細な計画により、変更になる場合がある。 

凡例 

  □   基準地点（治水） 

  ■   基準地点（利水） 

  ○   主要地点 

 ダム地点 

 集水区域 

 洪水氾濫防止区域 

 水道用水供給区域 

 大臣管理区間 

洪水調節容量 21,000千m3

常時満水位 EL.411.5m

利水容量 18,000千m3

流水の正常な機能の維持 17,700千m3

水道用水 300千m3

最低水位 EL.401.3m

基礎地盤 EL.342.0m

堆砂容量 8,000千m3

総貯水容量
47,000千m3

サーチャージ水位 EL.419.2m

有効貯水容量
39,000千m3ダム高

Ｈ＝81.0m

洪水調節容量 21,000千m3

常時満水位 EL.411.5m

利水容量 18,000千m3

流水の正常な機能の維持 17,700千m3

水道用水 300千m3

最低水位 EL.401.3m

基礎地盤 EL.342.0m

堆砂容量 8,000千m3

総貯水容量
47,000千m3

サーチャージ水位 EL.419.2m

有効貯水容量
39,000千m3ダム高

Ｈ＝81.0m
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4. 洪水調節の観点からの検討 
① 複数の治水対策案の立案（鳥海ダムを含む案） 
検証要領細目において、複数の治水対策案は、河川整備計画において想定している目標と同程度の目標を

達成することを基本として立案することを規定している。 
子吉川水系は、「子吉川水系河川整備計画（大臣管理区間）平成 18 年 3 月」（以下『河川整備計画』という。）

が策定されているため、鳥海ダム検証にあたっては、検証要領細目に基づいて、河川整備計画の目標流量に

より整備内容の案を設定して検討を進めることとした。 
河川整備計画では、「戦後最大洪水である昭和 22 年 7 月洪水と同規模の洪水が発生しても、床上浸水等の

重大な家屋浸水被害を防止するとともに、水田等農地についても浸水被害の軽減に努める」ことを整備の目

標とし、この目標を達成するために定めた各主要地点における「河道の目標流量」を設定している。 
 
② 複数の治水対策案の立案（鳥海ダムを含まない案） 
②-1 治水対策案の基本的な考え方 
・ 複数の治水対策案の立案は、河川整備計画で想定している目標と同程度の目標を達成することを基本

とする。 
・ 各方策の検討にあたり、河川整備計画（大臣管理区間）の対象区間においては、河川整備計画におい

て目標としている『戦後最大洪水である昭和 22 年 7 月洪水と同規模の洪水が発生しても、床上浸水

等の重大な家屋浸水被害を防止するとともに、水田等農地についても浸水被害の軽減に努める』こと

を達成できる対策を検討する。なお、この目標を達成するために定めた各主要地点における「河道の

目標流量」を計画高水位以下で流下させるために必要な対策を設定するものとする。 

・ 河川整備計画（知事管理区間）の対象区間においても、河川整備計画において目標としている戦後最

大洪水である昭和 22 年 7 月洪水と同規模の洪水が発生しても、床上浸水被害を発生させず流下させ

るために必要な対策を設定するものとする。 
・ 検証要領細目に示されている河川を中心とした 12 方策、流域を中心とした 14 方策の合計 26 方策のう

ち、ダムを除く 25 方策について子吉川流域への適用性を検討する。 
 
②-2 治水対策案の子吉川流域への適用性 
表 4-1 に 26 方策の子吉川流域への適用性について検討した結果を示す。 
8）決壊しない堤防、9）決壊しづらい堤防、10）高規格堤防、11）排水機場、16）霞堤の存置、17）輪中

堤、19）樹林帯等、25）水害保険等の 8 方策を除く 18 方策において検討を行うこととした。 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 4-1 26 方策の子吉川流域への適用性 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

方策の概要 子吉川流域への適用性

現行案（ダム建設） 河川を横過して流水を貯留することを目的
とした構造物。ピーク流量を低減。

河川整備計画で設定している鳥海ダム建設事業を含む治水対策案を検
討。

１）ダムの有効活用 既設ダムをかさ上げ等により有効活用。ピー
ク流量を低減。

流域内の既設のダム（大内ダム、小羽広ダム）のかさ上げ、活用可能性の
ある利水容量（大内ダム水道用水）の活用について検討。

２）遊水地等 洪水の一部を貯留する施設。ピーク流量を
低減。

沿川で貯留効果が期待でき、家屋移転等の社会的な影響ができるだけ
少ない複数の候補地を選定し検討。

３）放水路 放水路により洪水の一部を分流する。ピーク
流量を低減。

治水効果を発揮でき、分流位置や放水路延長の違う複数のルートを検
討。

４）河道の掘削 河道の掘削により河川の断面積を拡大す
る。流下能力を向上。

流下断面、縦断方向の高水敷や河床の状況を踏まえ検討。

５）引堤 堤防を背後地の居住地側に移設・新設し、
河川の断面積を拡大する。流下能力を向
上。

家屋移転や用地補償、横断工作物、堤防の整備状況を踏まえ検討。

６）堤防のかさ上げ 堤防の高さを上げて河川の断面積を拡大
する。流下能力を向上。

家屋移転や用地補償、横断工作物、堤防の整備状況を踏まえ検討。

７）河道内の樹木の伐採 河道内に繁茂した樹木を伐採。流下能力を
向上。

河道内樹木の状況や伐採の実績を踏まえて、河道管理の観点から樹木
群の拡大防止を継続的に実施。

８）決壊しない堤防 決壊しない堤防の整備により、多くの避難時
間を確保できる。

長大な堤防については、経済的、社会的な課題を解決しなければならな
い。仮に計画高水位以上でも決壊しない技術が確立されれば、河道の流
下能力を向上させることができる。

９）決壊しづらい堤防 決壊しづらい堤防の整備により、多くの避難
時間を確保できる。

長大な堤防については、経済的、社会的な課題を解決しなければならな
い。また、堤防が決壊する可能性が残り、流下能力の確実な向上を見込
むことは困難で、今後調査研究が必要である。

10）高規格堤防 通常の堤防より居住地側の堤防幅を広く
し、洪水時の避難地としても活用。

沿川の背後地には、都市の開発計画や再開発計画がなく、効率的に整
備できる該当箇所が無い。

11）排水機場 排水機場により内水対策を行うもの。 排水機場は内水被害軽減のみ効果があり、河川流量の低減効果は無
い。

12）雨水貯留施設 雨水貯留施設を設置。ピーク流量を低減す
る場合がある。

流域内の建物用地を対象として検討。

13）雨水浸透施設 雨水浸透施設を設置。ピーク流量を低減す
る場合がある。

流域内の人口集中地区を対象として検討。

14）遊水機能を有する土地の保全 遊水機能を有する土地を保全する。遊水に
よりピーク流量が低減される場合がある。

川口地区に存在する無堤区間を保全し、遊水に対して家屋浸水を防止
する方策と組み合わせて検討。

15）部分的に低い堤防の存置 通常の堤防よりも部分的に高さを低くしてお
く堤防を存置する。越水によりピーク流量が
低減される場合がある。

二十六木橋上流区間に存在する低い堤防区間を存置し、越水に対して
家屋浸水を防止する方策と組み合わせて検討。

16）霞堤の存置 霞堤を存置し洪水の一部を貯留する。ピー
ク流量が低減される場合がある。

沿川に現存の霞堤はない。

17）輪中堤 輪中堤により家屋や集落の浸水被害を防止
する。

子吉川では、無堤区間の氾濫区域は田畑であり、宅地は河岸段丘上に
あり、特定の区域で特定の集落を防御する輪中堤の対象となる集落はな
い。

18）二線堤 堤防の背後地に堤防を設置する。洪水氾濫
の拡大を防止。

川口地区に存在する無堤区間の保全及び二十六木橋上流区間に存在
する低い堤防区間の存置とあわせ、遊水、越水による家屋浸水を防止す
る方策を検討。

19）樹林帯等 堤防の背後地に帯状の樹林を設置、堤防
決壊時の拡大を抑制。

沿川に現存の樹林帯はない。

20）宅地のかさ上げ・ﾋﾟﾛﾃｨ建築等 宅地の地盤高を高くしたり、ピロティ建築に
する。浸水被害を軽減。

川口地区に存在する無堤区間の保全及び二十六木橋上流区間に存在
する低い堤防区間の存置とあわせ、遊水、越水による家屋浸水を防止す
る方策を検討。

21）土地利用規制 災害危険区域設定等により土地利用を規制
することで新たな資産形成等を抑制し、浸
水被害発生を回避。

川口地区に存在する無堤区間の保全及び二十六木橋上流区間に存在
する低い堤防区間の存置とあわせ、遊水、越水による家屋浸水を防止す
る方策を検討。

22）水田等の保全 水田等の保全により、雨水を貯留し、流出を
抑制する。

流域内の水田畦畔をかさ上げし、貯留することを検討。

23）森林の保全 森林保全により雨水浸透の機能を保全す
る。

流域の森林面積は約8割あり、現状の森林機能持続に向けた努力を継
続。

24）洪水の予測、情報の提供等 洪水の予測・情報提供により被害の軽減を
図る。

災害時の被害軽減等の観点から推進を図る努力を継続。

25）水害保険等 水害保険により被害額の補填が可能。 河川整備水準に基づく保険料率の設定が可能であれば、土地利用誘
導・建築方式対応等の手法として検討することができる。

方策

河
川
を
中
心
と
し
た
対
策

流
域
を
中
心
と
し
た
対
策

組合せの対象としている方策 河道・流域管理、災害時の被害軽減の観点から全てに共通の方策 今回の検討において組合せの対象としなかった方策
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②-3 複数の治水対策案の立案 
河川整備計画と同等の目標を達成するための治水対策案は、目標とする流量に対し、治水対策案の検討に

おいて検証要領細目で示された方策のうち、子
こ

吉川
よしがわ

水系に適用可能な 18 方策を組み合わせてできる限り幅広

い治水対策案を立案した。 
治水対策案は、「河川を中心とした方策」の組合せ、「流域を中心とした方策」の組合せ、両方の方策の組

合せにより検討し、各方策の組合せ後に想定される河道配分流量に応じた河道改修を組み合わせⅠ～Ⅵの 6
つに分類した。 

 
【「河川を中心とした方策」の組合せ】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【「流域を中心とした方策」の組合せ】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【「河川を中心とした方策」と「流域を中心とした方策」の組合せ】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 概略評価における治水対策案の抽出 
前述に示したケース 2～18 の治水対策案について、検証要領細目に示されている「②概略評価による治水

対策案の抽出」に基づき概略評価を行い、4 案抽出した。 
抽出にあたっては、27 案の治水対策案について、安全度、コスト、実現性（制度上、技術上の観点）のう

ち 1 つ以上の評価軸において、明らかに不適当と考えられる結果となる場合、当該治水対策案を除くことと

し、Ⅰ～Ⅵに区分された治水対策案の内で妥当な案を抽出した。 
 

Ⅰ 既設ダムの有効活用による治水対策案（河道改修との組合せ） 

大内
おおうち

ダムについて、かさ上げまたは容量振替により洪水調節機能を強化し、河道改修と組み合わせて

目標を達成する案を検討する。 
◆ 大内ダムかさ上げ＋河道掘削     ・・・ケース 2-1 
◆ 大内ダム容量振替＋河道掘削     ・・・ケース 2-2 

Ⅱ 河道改修による治水対策案 

河道改修のみによって目標を達成できる案を検討する。 
◆ 全川にわたる河道掘削      ・・・ケース 3 
◆ 全川にわたる引堤       ・・・ケース 4 
◆ 全川にわたる堤防かさ上げ      ・・・ケース 5 

Ⅲ 新たな施設の建設による治水対策案（河道改修との組合せ） 

遊水地または放水路を新たに建設することにより流量の低減を図り、河道改修と組み合わせて目標を

達成できる案を検討する。 
◆ 遊水地（中流 8 遊水地、現況地形） ＋ 河道掘削   ・・・ケース 6-1 
◆ 遊水地（中流 8 遊水地、地内掘削） ＋ 河道掘削   ・・・ケース 6-2 
◆ 遊水地（中流 5 遊水地、地内掘削） ＋ 河道掘削   ・・・ケース 6-3 
◆ 遊水地（中流 3 遊水地、地内掘削） ＋ 河道掘削   ・・・ケース 6-4 
◆ 遊水地（上流部）           ＋ 河道掘削   ・・・ケース 6-5 
◆ 遊水地（上流部と中流 8 遊水地、現況地形）＋ 河道掘削  ・・・ケース 6-6 
◆ 遊水地（上流部と中流 3 遊水地、地内掘削）＋ 河道掘削  ・・・ケース 6-7 
◆ 放水路（効果区間最短） ＋ 河道掘削    ・・・ケース 7-1 
◆ 放水路（他河川利用）   ＋ 河道掘削    ・・・ケース 7-2 
◆ 放水路（効果区間最長） ＋ 河道掘削    ・・・ケース 7-3

Ⅳ 「河川を中心とした方策」の各方策を組合せた治水対策案 

既設ダムの有効活用及び新たな施設の建設により流量の低減を図り、河道改修と組み合わせて目標を

達成できる案を検討する。 
◆ 大内ダムのかさ上げ＋遊水地（中流 3 遊水地、地内掘削）＋河道掘削 ・・・ケース 8-1 
◆ 大内ダムのかさ上げ＋遊水地（上流部）＋河道掘削   ・・・ケース 8-2 

Ⅴ 流域を中心とした治水対策案 

ア 遊水機能を有する土地の保全、二線堤、宅地かさ上げ等による治水対策案（河道改修との組合せ）

子吉川流域では、堤防が完成していない区間が残っていることから、この遊水機能を有する土地（右

岸 4.0ｋ～5.4ｋ付近）をそのまま保全し、はん濫に対しては二線堤や宅地かさ上げ等により、家屋浸水

を防止する方策を組み合わせ、土地利用規制、河道配分流量に応じた河道改修を実施する案を検討する。

◆ 遊水機能を有する土地の保全＋二線堤＋土地利用規制＋河道掘削 ・・・ケース 9 
◆ 遊水機能を有する土地の保全＋宅地かさ上げ＋土地利用規制＋河道掘削 ・・・ケース 10 

 

イ 部分的に低い堤防の存置、二線堤、宅地かさ上げ等による治水対策案（河道改修との組合せ） 

子吉川中流部のうち、暫定堤防区間【左岸（15.6-18.4k、20.0-20.4k、22.4-23.4k）、右岸（10.4-11.6k、
16.6-16.8k、19.4-21.4k）】はそのまま存置し、はん濫に対しては二線堤や宅地かさ上げ等により、家

屋浸水を防止する方策を組み合わせ、土地利用規制、河道配分流量に応じた河道改修を実施する案を検

討する。 
◆ 部分的に低い堤防の存置＋二線堤＋土地利用規制＋河道掘削  ・・・ケース 11 
◆ 部分的に低い堤防の存置＋宅地かさ上げ＋土地利用規制＋河道掘削 ・・・ケース 12 

 

ウ 雨水貯留・浸透施設、水田等の保全による治水対策案（河道改修との組合せ） 

流域内の市街地等で雨水浸透施設・雨水貯留施設を設置するとともに、水田畦畔のかさ上げ及びため

池容量活用を想定し、河道配分流量に応じた河道改修を組み合わせて目標を達成する案を検討する。 
◆ 雨水浸透＋雨水貯留＋水田等の保全（水田貯留とため池活用）＋河道掘削・・・ケース 13 

Ⅵ 「河川を中心とした方策」及び「流域を中心とした方策」の各方策を組み合わせた治水対策案 

ケース 2～ケース 13 の治水対策案で組み合わせた各方策のうち、同種の方策の中から優位となるも

のを組み合わせ、目標を達成する案を検討する。 
◆ 遊水地（上流部）＋雨水浸透＋雨水貯留＋水田等の保全＋河道掘削 ・・・ケース 14 
◆ 大内ダムのかさ上げ＋部分的に低い堤防の存置＋二線堤＋土地利用規制＋河道掘削 

         ・・・ケース 15 
◆ 大内ダムのかさ上げ＋雨水浸透＋雨水貯留＋水田等の保全＋河道掘削 ・・・ケース 16 
◆ 大内ダムのかさ上げ＋部分的に低い堤防の存置＋二線堤＋土地利用規制＋雨水浸透＋雨水貯留 
 ＋水田等の保全＋河道掘削     ・・・ケース 17 
◆ 大内ダムのかさ上げ＋遊水地（上流部）＋雨水浸透＋雨水貯留＋水田等の保全＋河道掘削 

   ・・・ケース 18
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表 4-2 治水対策案の組み合わせ一覧表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2) 5) 6) 7) 13) 14) 15) 16) 19) 21) 22) 23)

中流８遊水
地

中流８遊水地
（地内掘削）

中流５遊水地
（地内掘削）

中流３遊水地
（地内掘削） 上流遊水地 芋川遊水地 ルート１ ルート２ ルート３ 河道の掘削 引堤

堤防の
かさ上げ

河川整備計画 1 鳥海ダム 築堤 河道の掘削 ①

2-1 築堤 河道の掘削 ダムの有効活用（大
お

内
おうち

ダムかさ上げ）

河道の掘削
※一部は他の改

修を追加
②

2-2 築堤 河道の掘削
ダムの有効活用
（大内ダム容量振

替）

河道の掘削
※一部は他の改

修を追加

3 築堤 河道の掘削
河道の掘削

※一部は他の改
修を追加

③

4
引堤位置で
所要の築堤

河道の掘削
河道の掘削

※一部は他の改
修を追加

引堤

5 築堤 河道の掘削
河道の掘削

※一部は他の改
修を追加

堤防の
かさ上げ

6-1 築堤 河道の掘削
遊水地等

（中流８遊水地）

河道の掘削
※一部は他の改

修を追加

6-2 築堤 河道の掘削
遊水地等

（中流８遊水地
（地内掘削））

上流部での
河道の掘削

6-3 築堤 河道の掘削
遊水地等

（中流５遊水地
（地内掘削））

河道の掘削

6-4 築堤 河道の掘削
遊水地等

（中流３遊水地
（地内掘削））

河道の掘削
※一部は他の改

修を追加

6-5 築堤 河道の掘削
遊水地等

（上流遊水地） 河道の掘削 ④

6-6 築堤 河道の掘削
遊水地等

（中流８遊水地）
遊水地等

（上流遊水地） 河道の掘削

6-7 築堤 河道の掘削
遊水地等

（中流３遊水地
（地内掘削））

遊水地等
（上流遊水地） 河道の掘削

7-1 築堤 河道の掘削
放水路

（ルート１）
二
と

十
ど

六
ろ

木
き

橋
ばし

より上流

側での河道の掘削

7-2 築堤 河道の掘削
放水路

（ルート２）
二十六木橋より上流
側での河道の掘削

7-3 築堤 河道の掘削
放水路

（ルート３）
上流部での
河道の掘削

8-1 築堤 河道の掘削
ダムの有効活用
（大内ダムかさ上

げ）

遊水地等
（中流３遊水地
（地内掘削））

河道の掘削
※一部は他の改

修を追加

8-2 築堤 河道の掘削
ダムの有効活用
（大内ダムかさ上

げ）

遊水地等
（上流遊水地） 河道の掘削

9 河道の掘削
河道の掘削

※一部は他の改
修を追加

遊水機能を有す
る土地の保全 二線堤

土地利用
規制

⑤

10 河道の掘削
河道の掘削

※一部は他の改
修を追加

遊水機能を有す
る土地の保全

宅地のかさ上
げ、ピロティ建築

等

土地利用
規制

11 築堤 河道の掘削
河道の掘削

※一部は他の改
修を追加

部分的に低い
堤防の存置 二線堤

土地利用
規制

12 築堤 河道の掘削
河道の掘削

※一部は他の改
修を追加

部分的に低い
堤防の存置

宅地のかさ上
げ、ピロティ建築

等

土地利用
規制

13 築堤 河道の掘削
河道の掘削

※一部は他の改
修を追加

雨水貯留
施設

雨水浸透
施設

水田等の
保全

14 築堤 河道の掘削
遊水地等

（上流遊水地） 河道の掘削
雨水貯留

施設
雨水浸透

施設
水田等の

保全

15 築堤 河道の掘削
ダムの有効活用
（大内ダムかさ上

げ）

河道の掘削
※一部は他の改

修を追加

部分的に低い
堤防の存置

宅地のかさ上
げ、ピロティ建築

等

土地利用
規制

16 築堤 河道の掘削
ダムの有効活用
（大内ダムかさ上

げ）

河道の掘削
※一部は他の改

修を追加

雨水貯留
施設

雨水浸透
施設

水田等の
保全

17 築堤 河道の掘削
ダムの有効活用
（大内ダムかさ上

げ）

河道の掘削
※一部は他の改

修を追加

雨水貯留
施設

雨水浸透
施設

部分的に低い
堤防の存置

宅地のかさ上
げ、ピロティ建築

等

土地利用
規制

水田等の
保全

18 築堤 河道の掘削
ダムの有効活用
（大内ダムかさ上

げ）

遊水地等
（上流遊水地） 河道の掘削

雨水貯留
施設

雨水浸透
施設

水田等の
保全

・ 河道改修は、ケース３～５を比較し河道掘削がコストが優位となることから、河道改修以外のケースで組み合わせる場合は、河道配分流量に応じた河道掘削とした。
・ 「河道の掘削  ※一部は他の改修を追加」は、下流市街地区間で掘削により確保できる約3,000m

3
/sを超過する流量が想定されるケースで、超過分に対し一部箇所でコストで優位な「堤防のかさ上げ」を追加した。

・ 「遊水地」及び「放水路」を河道改修以外の方策とも組み合わせる場合は、ケース６とケース７の比較の結果コストで優位となる「遊水地」とした。

・ 「既設ダムの活用」を河道改修以外の方策とも組み合わせる場合は、ケース2-1とケース2-2の比較で、より大きい容量を確保できる「大内ダムかさ上げ」とした。
・ 「遊水機能を有する土地の保全」と「部分的に低い堤防の存置」を河道改修以外の方策とも組み合わせる場合は、ケース９～ケース１２の比較の結果、流量低減が広範囲に及ぶ「部分的に低い堤防の存置」とした。

この際、同時に組み合わせる方策は、ケース１１とケース12の比較の結果、実現性の観点から「二線堤」とした。

・ 「遊水地」と「部分的に低い堤防の存置」は、対象地区が重複するため、組み合わせない。
・ 「樹木の伐採」「森林等の保全」「洪水の予測情報の提供等」は、全ての治水対策案に共通するため表示していない。

ダム

河
川
を
中
心
と
し
た
方
策

流
域
を
中
心
と
し
た
方
策

の
組
み
合
わ
せ

各対策をさら
に組合せ

各対策をさら
に組合せ

流域を中心
とした対策

河
川
を
中
心
と
し
た
方
策
の
組
み
合
わ
せ

流
域
を
中
心
と
し
た
方
策
の
組

み
合
わ
せ

新たな施設に
よる治水対策

既設ダムの
有効活用に

よる治水対策

河道改修に
よる治水対策

水田等の
保全

河川を中心とした方策

遊水地等

1)

河道改修
遊水機能を
有する土地

の保全

雨水浸透
施設

雨水貯留
施設

ダムの
有効活用

放水路 部分的に低
い堤防の存

置

治水対策案

流域を中心とした方策

新№河道改修

3) 4)

土地利用
規制

宅地のかさ
上げ、ピロ
ティ建築等

二線堤
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表 4-3 治水対策案の抽出結果一覧表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

概算事業費
（億円）

判定

     河川整備計画 1 【河川整備計画】鳥海
ちょうかい

ダム＋河道掘削及び築堤 900

２－１ 【既設ダムの活用】大内
おおうち

ダムかさ上げ＋河道掘削 1,100 ○

２－２ 【既設ダムの活用】大内ダム容量振替＋河道掘削 1,100 × ・実現性
・大内ダムの水道用水供給対象地域がダム直下であり、利水容量振替の補償措置をダム上流域に求める場合は流域面積が小さく困難であり、新
たに下流域からの導水等による場合は、水利使用に関する流域内関係者等との調整に相当の時間を要する。

３ 【河道改修】全川にわたる河道掘削 1,100 ○

４ 【河道改修】全川にわたる引堤 1,800 ×
・コスト
・実現性

・ケース３よりもコストが高い

・補償が莫大で、地域社会への影響が大きい（用地買収　190万m2、家屋移転 約800戸、架替等対象橋梁数　15橋）ため、関係者の理解や地域の
合意形成を得るのに相当の時間を要する。

５ 【河道改修】全川にわたる堤防かさ上げ 1,200 × ・コスト ・ケース３よりもコストが高い

６－１ 【新たな施設】遊水地（中流8遊水地、現況地形）＋河道掘削 1,500 ×
・コスト
・実現性

・ケース6-5よりもコストが高い

・遊水地の対象面積が370万m
2
と多く、土地所有者の理解や地域との合意形成を得るのに相当の時間を要する。

６－２ 【新たな施設】遊水地（中流8遊水地、地内掘削）＋河道掘削 2,000 ×
・コスト
・実現性

・ケース6-5よりもコストが高い

・遊水地でより効率的に貯留する掘削を行うため、370万m
2
の用地買収が必要であり､土地所有者の理解や地域の合意形成を得るのに相当の時

間を要する。

６－３ 【新たな施設】遊水地（中流5遊水地、地内掘削）＋河道掘削 1,700 ×
・コスト
・実現性

・ケース6-5よりもコストが高い

・遊水地でより効率的に貯留する掘削を行うため、210万m2の用地買収が必要であり､土地所有者の理解や地域の合意形成を得るのに相当の時
間を要する。

６－４ 【新たな施設】遊水地（中流3遊水地、地内掘削）＋河道掘削 1,400 ×
・コスト
・実現性

・ケース6-5よりもコストが高い

・遊水地でより効率的に貯留する掘削を行うため、130万m2の用地買収が必要であり､土地所有者の理解や地域の合意形成を得るのに相当の時
間を要する。

６－５ 【新たな施設】遊水地（上流部）＋河道掘削 1,100 ○

６－６ 【新たな施設】遊水地（上流部と中流8遊水地、現況地形）＋河道掘削 1,600 ×
・コスト
・実現性

・ケース6-5よりもコストが高い

・遊水地の対象面積が460万m2と多く、土地所有者の理解や地域との合意形成を得るのに相当の時間を要する。

６－７ 【新たな施設】遊水地（上流部と中流3遊水地、地内掘削）＋河道掘削 1,500 ×
・コスト
・実現性

・ケース6-5よりもコストが高い

・遊水地でより効率的に貯留する掘削を行うため、130万m2の用地買収が必要であり､土地所有者の理解や地域の合意形成を得るのに相当の時
間を要する。

７－１ 【新たな施設】放水路（効果区間最短）＋河道掘削 1,700 ×
・コスト
・実現性

・ケース6-5よりもコストが高い
・新たに放水路（L=4,400m）を掘削することにより、放水先や放水路沿川の洪水リスクの拡大、住環境の変化等、地域の合意形成に相当の時間を
要する。

７－２ 【新たな施設】放水路（他河川利用）＋河道掘削 1,700 ×
・コスト
・実現性

・ケース6-5よりもコストが高い
・新たに放水路（L=6,700m）を掘削することにより、放水先や放水路沿川の洪水リスクの拡大、住環境の変化等、地域の合意形成に相当の時間を
要する。

７－３ 【新たな施設】放水路（効果区間最長）＋河道掘削 3,700 ×
・コスト
・実現性

・ケース6-5よりもコストが高い
・新たに放水路（L=11,600m）を掘削することにより、放水先や放水路沿川の洪水リスクの拡大、住環境の変化等、地域の合意形成に相当の時間を
要する。

８－１
【既設ダムの活用と新たな施設と河道改修の組み合わせ】
大内ダムかさ上げ＋遊水地（中流3遊水地、地内掘削）＋河道掘削

1,400 × ・コスト ・ケース８－２よりもコストが高い。

８－２
【既設ダムの活用と新たな施設と河道改修の組み合わせ】
大内ダムかさ上げ＋遊水地（上流部）＋河道掘削

1,100 × ・コスト
・ケース８－２はケース２－１とケース６－５の治水対策案を組み合わせたものであり、ケース２－１及びケース６－５のそれぞれのコストよりも高
い。

９ 【流域対策】遊水機能を有する土地の保全＋二線堤＋土地利用規制＋河道掘削 1,100 ○

１０
【流域対策】遊水機能を有する土地の保全＋宅地かさ上げ等＋土地利用規制＋河
道掘削

1,300 ×
・コスト
・実現性

・ケース９よりもコストが高い。
・かさ上げ対象家屋が約200戸と多く、住民の理解や地域の合意形成を得るのに相当の時間を要する。

１１ 【流域対策】部分的に低い堤防の存置＋二線堤＋土地利用規制＋河道掘削 1,100 × ・コスト ・ケース９よりもコストが高い。

１２
【流域対策】部分的に低い堤防の存置＋宅地かさ上げ等＋土地利用規制＋河道掘
削

1,100 × ・実現性 ・かさ上げ対象家屋が約200戸と多く、住民の理解や地域の合意形成を得るのに相当の時間を要する。

１３
【流域対策】雨水浸透＋雨水貯留＋水田等の保全（水田貯留とため池活用）＋河
道掘削

1,500 ×
・コスト
・実現性

・ケース９よりもコストが高い。

・雨水貯留及び雨水浸透対策は既存市街地30km2、水田等の保全は水田100km2、ため池３３０箇所がそれぞれ対象となり、施設の整備、維持や
洪水時管理等、効果を継続させるための広範な関係者の理解と協力を得ることは困難。

１４
【組み合わせ】遊水地（上流部）＋雨水浸透＋雨水貯留＋水田等の保全＋河道掘
削

1,500 ×
・コスト
・実現性

・ケース１５よりもコストが高い。

・雨水貯留及び雨水浸透対策は既存市街地30km
2
、水田等の保全は水田100km

2
、ため池３３０箇所がそれぞれ対象となり、施設の整備、維持や

洪水時管理等、効果を継続させるための広範な関係者の理解と協力を得ることは困難。

１５
【組み合わせ】大内ダムかさ上げ＋部分的に低い堤防の存置＋二線堤＋土地利用
規制＋河道掘削

1,200 × ・コスト ・ケース１５はケース２－１とケース１１の治水対策案を組み合わせたものであり、ケース２－１及びケース１１のそれぞれのコストよりも高い。

１６
【組み合わせ】大内ダムかさ上げ＋雨水浸透＋雨水貯留＋水田等の保全＋河道掘
削

1,500 ×
・コスト
・実現性

・ケース１５よりもコストが高い。

・雨水貯留及び雨水浸透対策は既存市街地30km2、水田等の保全は水田100km2、ため池３３０箇所がそれぞれ対象となり、施設の整備、維持や
洪水時管理等、効果を継続させるための広範な関係者の理解と協力を得ることは困難。

１７
【組み合わせ】大内ダムかさ上げ＋部分的に低い堤防の存置＋二線堤＋土地利用
規制＋雨水浸透＋雨水貯留＋水田等の保全＋河道掘削

1,600 ×
・コスト
・実現性

・ケース１５よりもコストが高い。

・雨水貯留及び雨水浸透対策は既存市街地30km2、水田等の保全は水田100km2、ため池３３０箇所がそれぞれ対象となり、施設の整備、維持や
洪水時管理等、効果を継続させるための広範な関係者の理解と協力を得ることは困難。

１８
【組み合わせ】大内ダムかさ上げ＋遊水地（上流部）＋雨水浸透＋雨水貯留＋水
田等の保全＋河道掘削

1,500 ×
・コスト
・実現性

・ケース１５よりもコストが高い。

・雨水貯留及び雨水浸透対策は既存市街地30km
2
、水田等の保全は水田100km

2
、ため池３３０箇所がそれぞれ対象となり、施設の整備、維持や

洪水時管理等、効果を継続させるための広範な関係者の理解と協力を得ることは困難。
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    による治水対策

Ⅲ.新たな施設
    による治水対策
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概略評価による抽出
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④ 治水対策案の評価軸ごとの評価 
概略評価により抽出された治水対策案について、詳細な検討結果の概要を表 4-4～表 4-7 に示す。また、検証要領細目に示されている 7 つの評価軸により評価を行った結果を表 4-8～表 4-17 に示す。 

表 4-4 抽出した治水対策案の概要① 

項目 
（概略評価時

の名称） 
ケース① 鳥 海

ちょうかい

ダム案 
【河川整備計画】（鳥海ダム＋河道掘削及び築堤） 

ケース② 大内
おおうち

ダムかさ上げ＋堤防のかさ上げ及び河道掘削案 
（大内ダムかさ上げ＋河道掘削） 

ケース③ 堤防のかさ上げ及び河道掘削案 
（全川にわたる河道掘削） 

概  要 ・『戦後最大洪水である昭和 22 年 7 月洪水と同規模の洪水が発生しても、

床上浸水等の重大な家屋浸水被害を防止するとともに、水田等農地に

ついても浸水被害の軽減に努める』ことを整備の目標とする。 
・二十六

と ど ろ

木
き

橋
ばし

上流では現在の明 法
みょうほう

地点の流下能力約 900m3/s を適切に

維持する河道の管理を行うとともに、鳥海ダムを建設することにより、

昭和 50 年 8 月洪水と同規模の洪水が発生した場合に予想される家屋、

農地の浸水被害が防止される。 
・検証対象ダム「鳥海ダム」により洪水調節を行うとともに、河道配分

流量に応じた河道改修を実施する。 
・河道掘削や築堤を行ったところから段階的に治水効果が発揮され、鳥

海ダム完成時には安全度が全川にわたり向上する。 

・既設ダムの中でかさ上げの可能性がある大内ダムにおいて、河川整備

計画の目標に対して大内ダムが最大限効果を発現できるように、かさ

上げによる確保容量約 108 万 m3を想定した。大内ダムをかさ上げし、

洪水調節容量を確保し、洪水調節機能を強化するとともに、河道配分

流量に応じた河道掘削を実施する。 
・河川整備計画の河道改修に加え、河口より上流の河道掘削等の追加が

生じる。 
・河道改修の進捗により、段階的に安全度が向上し、大内ダムかさ上げ

完成時には大内ダム下流区間の安全度が向上する。 
・下流市街地区間では、河道掘削により確保可能な流下能力である

3,000m3/s を超過した分については、コスト面で優位となる堤防かさ

上げを局所的に追加する。 

・ダムや大規模施設を新設せず、河道配分流量に応じた河道掘削を基本

に実施する。 
・下流市街地区間では、河道掘削により確保可能な流下能力である

3,000m3/s を超過した分については、コスト面で優位となる堤防かさ

上げを局所的に追加する。 
・河道掘削は上下流バランスに配慮し下流から順次施工することで段階

的に安全度が向上する。 
 

流量配分  
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

整備内容 【河川整備計画】 
■（新設）鳥海ダム ダム高 H=81.0m、洪水調節容量 V=2,100 万 m3 
■河道改修 
築堤 V=6 万 m3、掘削 V=約 110 万 m3、残土処理 V=約 110 万 m3、 
橋梁：架替 3 橋、樋門樋管：護岸取付 7 箇所、用地買収 A=約 20ha 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【治水対策案】 
■ダムの有効活用（かさ上げ） 
（既設）大内ダム ダム高 H=27.5m、洪水調節容量 V=約 44 万 m3 
（活用）→ダム高 H=30.6m、洪水調節容量 V=約 108 万 m3 
■河道改修 
築堤 V=約 6 千 m3、掘削 V=約 270 万 m3、残土処理 V=約 260 万 m3、

橋梁架替 4 橋、樋門樋管：護岸取付 10 箇所、堰改築１箇所、用地買収 
A=約 40ha 
【河川整備計画】 
■河道改修 
築堤 V=約 6 万 m3、掘削 V=約 110 万 m3、残土処理 V=約 110 万 m3、

橋梁架替 3 橋、樋門樋管：護岸取付 7 箇所、用地買収 A=約 20ha 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【治水対策案】 
■河道改修 
築堤 V=約 6 千ｍ3、掘削 V=約 270 万 m3、残土処理 V=約 260 万 m3、

橋梁架替 4 橋、樋門樋管：護岸取付 10 箇所、堰改築１箇所、用地買収 
A=約 40ha 
【河川整備計画】 
■河道改修 
築堤 V=約 6 万 m3、掘削 V=約 110 万 m3、残土処理 V=約 110 万 m3、

橋梁架替 3 橋、樋門樋管：護岸取付 7 箇所、用地買収 A=約 20ha 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

完成までに 
要する費用 

事業費 約 780 億円 
うち、鳥海ダム残事業費 約 390 億円（洪水調節分） 

事業費 約 970 億円 
うち、鳥海ダム効果量に相当する大内ダム（既設）かさ上げ、築堤及び

河道掘削等 約 580 億円 

事業費 約 940 億円 
うち、鳥海ダム効果量に相当する築堤及び河道掘削等 約 560 億円 

※整備内容における数量は、各治水対策で想定する事業のうち、河川整備計画にも含まれるものを下段に、治水対策案として河川整備計画に追加して実施するものを上段に追記している。 

鳥海ダム

900900 900

単位：m
3
/s

河道配分流量

鮎川

●明法

日
本
海

●鮎瀬

石沢川芋川

2,800 2,000

●由利橋 ■二十六木橋 ●由利橋

3,100

単位：m
3
/s

河道配分流量

#### ####

大内ダム
かさ上げ ●鮎瀬

鮎川

2,400 1,300

芋川

■二十六木橋

石沢川

●明法

日
本
海

3,100 #### ####

単位：m
3
/s

河道配分流量

●鮎瀬

●明法

鮎川

2,400 1,300

●由利橋

芋川

■二十六木橋

石沢川

日
本
海

HWL

平水位

掘削土の有効活用

凡例
現況河道
河川整備計画河道
河川整備計画（掘削、伐採、築堤）

凡例
現況河道
河川整備計画河道
河川整備計画（掘削、伐採、築堤）

樹林伐採

残土処理（将来利活用）

HWL

平水位

掘削土の有効活用

凡例
現況河道
河川整備計画河道
河川整備計画（掘削、伐採、築堤）
治水対策案（掘削、伐採）

凡例
現況河道
河川整備計画河道
河川整備計画（掘削、伐採、築堤）
治水対策案（掘削、伐採）残土処理（将来利活用）

樹林伐採

堤防防護に
必要な幅を確保

残土処理（将来利活用）

HWL

平水位

掘削土の有効活用

凡例
現況河道
河川整備計画河道
河川整備計画（掘削、伐採、築堤）
治水対策案（掘削、伐採）

凡例
現況河道
河川整備計画河道
河川整備計画（掘削、伐採、築堤）
治水対策案（掘削、伐採）残土処理（将来利活用）

樹林伐採

堤防防護に
必要な幅を確保

残土処理（将来利活用）
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表 4-5 抽出した治水対策案の概要② 

項目 
（概略評価時

の名称） 

ケース④ 遊水地＋河道掘削案 
（遊水地（上流部）＋河道掘削） 

ケース⑤ 遊水機能を有する土地の保全等＋堤防のかさ上げ及び河道

掘削案 
（遊水機能を有する土地の保全＋二線堤＋土地利用規制＋河道掘削）

 

概  要 ・遊水地による洪水調節を行い、河道のピーク流量を低減さ

せるとともに、河道配分流量に応じた河道掘削を実施す

る。 
・上流遊水地は、より効果的に洪水調節効果が期待出来る位

置を想定する。 
・河川整備計画の河道改修に加え、河口より上流の河道掘削

等の追加が生じる。 
・河道改修の進捗により、段階的に安全度が向上し、遊水地

完成時には遊水地下流区間の全川にわたり安全度が向上

する。 

・子
こ

吉川
よしがわ

では、堤防が完成していない区間が残っていることから、現状

でこの遊水機能を有する土地（右岸 4.0ｋ～5.4ｋ付近）をそのまま保

全することにより、遊水による流量低減を図るとともに、河道配分流

量に応じた河道掘削を実施する。 
・遊水機能を有する土地の保全については二線堤により、家屋浸水を防

止する方策を組み合わせ、土地利用規制を実施することを想定する。

・河川整備計画の河道改修に加え、河口より上流の河道掘削等の追加が

生じる。 
・河道改修の進捗により、段階的に安全度が向上し、遊水機能を有する

土地の保全に関わる事業完成時には事業下流区間の安全度が向上す

る。 
・下流市街地区間では、河道掘削により確保可能な流下能力である

3,000m3/s を超過した分については、コスト面で優位となる堤防かさ

上げを局所的に追加する。 

 

流量配分  
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

整備内容 【治水対策案】 
■遊水地（上流） 
盛土 V=6 万 m3、用地買収 A=約５ha、地役権設定 A=約 80ha 
■河道改修 
掘削 V=約 120 万 m3、残土処理 V=約 110 万 m3、橋梁架替 4 橋、樋門

樋管：護岸取付 10 箇所、用地買収 A=約 20ha、堰改築 1 箇所 
【河川整備計画】 
■河道改修 
築堤 V=約 6 万 m3、掘削 V=約 110 万 m3、残土処理 V=約 110 万 m3、

橋梁架替 3 橋、樋門樋管：護岸取付 7 箇所、用地買収 A=約 20ha 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【治水対策案】 
■二線堤 
二線堤 L=1.4km（築堤：V=約 8 万 m3）、樋門樋管新設 4 箇所、 
用地買収 A=約 4ha 
■河道改修 
築堤 V=１千ｍ3、掘削 V=約 270 万 m3、残土処理 V=約 260 万 m3、 
橋梁架替 4 橋、樋門樋管：護岸取付 10 箇所、堰改築１箇所、 
用地買収 A=約 30ha 
【河川整備計画】 
■河道改修 
掘削 V=約 110 万 m3、残土処理 V=約 110 万 m3、橋梁架替 3 橋、 
樋門樋管：護岸取付 7 箇所、用地買収 A=約 20ha 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

完成までに 
要する費用 

事業費 約 970 億円 
うち、鳥 海

ちょうかい

ダムの効果量に相当する遊水地、河道掘削等 約 580 億円 
事業費 約 940 億円 
うち、鳥海ダムの効果量に相当する遊水機能を有する土地の保全、二線

堤、築堤及び河道掘削等 約 560 億円 

 

※整備内容における数量は、各治水対策で想定する事業のうち、河川整備計画にも含まれるものを下段に、治水対策案として河川整備計画に追加して実施するものを上段に追記している。 

上流遊
水地

#### ####2,300

単位：m
3
/s

河道配分流量
鮎川

1,100

●鮎瀬

●明法

石沢川

■二十六木橋●由利橋

芋川

3,000
日
本
海

#### ####

鮎川

単位：m
3
/s

河道配分流量

1,300

●鮎瀬

●明法

石沢川

3,100 2,400

■二十六木橋●由利橋

芋川 遊水機能を有する
土地の保全等
対象区域

日
本
海

HWL

平水位

掘削土の有効活用

凡例
現況河道
河川整備計画河道
河川整備計画（掘削、伐採、築堤）
治水対策案（掘削、伐採）

凡例
現況河道
河川整備計画河道
河川整備計画（掘削、伐採、築堤）
治水対策案（掘削、伐採）残土処理（将来利活用）

樹林伐採

堤防防護に
必要な幅を確保

残土処理（将来利活用）

HWL

平水位

掘削土の有効活用

凡例
現況河道
河川整備計画河道
河川整備計画（掘削、伐採、築堤）
治水対策案（掘削、伐採）

凡例
現況河道
河川整備計画河道
河川整備計画（掘削、伐採、築堤）
治水対策案（掘削、伐採）残土処理（将来利活用）

樹林伐採

堤防防護に
必要な幅を確保

残土処理（将来利活用）
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表 4-6 抽出した治水対策案の概要図① 

ケース① 鳥 海
ちょうかい

ダム案 ケース② 大内
おおうち

ダムかさ上げ＋堤防のかさ上げ及び河道掘削案 ケース③ 堤防のかさ上げ及び河道掘削案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

鳥海ダム流域面積
８３．９ km2

鳥海ダム

▲鳥海山
： 河道掘削

：築堤

★河川整備計画 
【子

こ

吉川
よしがわ

（大臣管理区間）】 
■築堤 
  4.0～ 5.4km 右岸 
■河道掘削 
  0.8～ 8.4km 

★治水対策案 
【子吉川（大臣管理区間）】 
■築堤 
  3.4～ 4.4km 左岸 
  4.0～ 5.4km 右岸 
■河道掘削 
  0.0～ 1.8km 
  2.8～ 3.2km 
  4.0～ 9.2km 
 10.0～11.8km 
 15.0～24.0km 
【子吉川（知事管理区間）】 
■河道掘削 
 24.0～29.8km 

★河川整備計画 
【子吉川（大臣管理区間）】

■築堤 
  4.0～ 5.4km 右岸 
■河道掘削 
  0.8～ 8.4km 

★治水対策案 
【子吉川（大臣管理区間）】 
■築堤 
  3.4～ 4.4km 左岸 
  4.0～ 5.4km 右岸 
■河道掘削 
  0.0～ 1.8km 
  2.8～ 3.2km 
  4.0～ 9.2km 
 10.0～11.8km 
 15.0～24.0km 
【子吉川（知事管理区間）】 
■河道掘削 
 24.0～29.8km 

★河川整備計画 
【子吉川（大臣管理区間）】

■築堤 
  4.0～ 5.4km 右岸 
■河道掘削 
  0.8～ 8.4km 

 

： 河道掘削

：築堤

 

洪水調節容量 21,000千m3

常時満水位 EL.411.5m

利水容量 18,000千m3

流水の正常な機能の維持 17,700千m3

水道用水 300千m3

最低水位 EL.401.3m

基礎地盤 EL.342.0m

堆砂容量 8,000千m3

総貯水容量
47,000千m3

サーチャージ水位 EL.419.2m

有効貯水容量
39,000千m3ダム高

Ｈ＝81.0m

洪水調節容量 21,000千m3

常時満水位 EL.411.5m

利水容量 18,000千m3

流水の正常な機能の維持 17,700千m3

水道用水 300千m3

最低水位 EL.401.3m

基礎地盤 EL.342.0m

堆砂容量 8,000千m3

総貯水容量
47,000千m3

サーチャージ水位 EL.419.2m

有効貯水容量
39,000千m3ダム高

Ｈ＝81.0m

  

： 河道掘削

：築堤

大内ダム
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表 4-7 抽出した治水対策案の概要図② 

ケース④ 遊水地＋河道掘削案 ケース⑤ 遊水機能を有する土地の保全等＋堤防のかさ上げ及び河道掘削案  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

遊水機能 
の保全 

計
画
法
線

計
画
法
線

二線堤

： 河道掘削

：築堤
：二線堤

 

： 河道掘削

：築堤

 
遊水する

整備計画堤防家屋を守る二線堤

遊水による流量低減遊水による流量低減遊水による流量低減

★治水対策案 
【子

こ

吉
よし

川
がわ

（大臣管理区間）】 
■河道掘削 
  0.0～ 1.8km 
  2.8～ 3.2km 
  4.0～ 9.2km 
 15.0～22.0km 
【子吉川（知事管理区間）】 
■河道掘削 
 24.6～29.6km 

★河川整備計画 
【子吉川（大臣管理区間）】 
■築堤 
  4.0～ 5.4km 右岸 
■河道掘削 
  0.8～ 8.4km 

★治水対策案 
【子吉川（大臣管理区間）】 
■築堤 
  3.4～ 4.4km 左岸 
  4.0～ 5.0km 右岸（二線堤） 
■河道掘削 
  0.0～ 1.8km 
  2.8～ 3.2km 
  4.0～ 9.2km 
 10.0～11.8km 
 15.0～24.0km 
【子吉川（知事管理区間）】 
■河道掘削 
 24.0～29.8km 

★河川整備計画 
【子吉川（大臣管理区間）】

■河道掘削 
  0.8～ 8.4km 

 

：想定遊水地

堤防 
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表 4-8 評価軸による評価結果（洪水調節）① 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

河川整備計画 Ⅰ.既設ダムの有効活用による治水対策 Ⅱ.河道改修による治水対策 Ⅲ.新たな施設による治水対策 Ⅳ.流域を中心とした治水対策
① ② ③ ④ ⑤

鳥海
ちょうかい

ダム案
大内
お お う ち

ダムかさ上げ＋堤防のかさ上げ及び河道

掘削案
堤防のかさ上げ及び河道掘削案 遊水地＋河道掘削案

遊水機能を有する土地の保全等
＋堤防のかさ上げ及び河道掘削案

・鳥海ダム

・大内ダム(既設）かさ上げ
・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　　　 かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
 　　　　　　　かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・遊水地(上流部)
・河道改修：全川にわたる河道掘削の追加

・遊水機能を有する土地の保全＋二線堤＋
 土地利用規制
・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　　　 かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤
・河川整備計画（大臣管理区間）において目標
としている『戦後最大洪水である昭和22年7月
洪水と同規模の洪水が発生しても、床上浸水
等の重大な家屋浸水被害を防止するとともに、
水田等農地についても浸水被害の軽減に努め
る』ことを達成することができる。なお、河川整
備計画において、この目標を達成するために定
めた各主要地点における「河道の目標流量」を
計画高水位以下で流すことができる。

・河川整備計画（大臣管理区間）の対象区間に
おいては、治水対策案①と同程度の安全を確
保できる。

・河川整備計画（大臣管理区間）の対象区間に
おいては、治水対策案①と同程度の安全を確
保できる。

・河川整備計画（大臣管理区間）の対象区間に
おいては、治水対策案①と同程度の安全を確
保できる。

・遊水機能を有する土地の保全と二線堤等によ
る治水対策をする区域において、水田等は浸
水するが、宅地等は二線堤により浸水しない。
その他の河川整備計画（大臣管理区間）の対
象区間においては、治水対策案①と同程度の
安全を確保できる。

・河川整備計画（知事管理区間）の対象区間に
おいても、河川整備計画において目標としてい
る戦後最大洪水である昭和22年7月洪水と同規
模の洪水が発生しても、床上浸水被害を発生さ
せず流下させる。

・河川整備計画（知事管理区間）の対象区間に
おいても、治水対策案①と同程度の安全を確
保できる。

・河川整備計画（知事管理区間）の対象区間に
おいても、治水対策案①と同程度の安全を確
保できる。

・河川整備計画（知事管理区間）の対象区間に
おいても、治水対策案①と同程度の安全を確
保できる。

・河川整備計画（知事管理区間）の対象区間に
おいても、治水対策案①と同程度の安全を確
保できる。

・子
こ

吉
よ し

川
が わ

の下流部市街地区間で堤防のかさ上

げをした区間において、治水対策案①及び治

水対策案④よりも水位は高くなり、仮に決壊し

た場合、被害が治水対策案①及び治水対策案

④より大きくなる恐れがある。

・子吉川の下流部市街地区間で堤防のかさ上
げをした区間において、治水対策案①及び治
水対策案④よりも水位は高くなり、仮に決壊し
た場合、被害が治水対策案①及び治水対策案
④より大きくなる恐れがある。

・子吉川の下流部市街地区間で堤防のかさ上
げをした区間において、治水対策案①及び治
水対策案④よりも水位は高くなり、仮に決壊し
た場合、被害が治水対策案①及び治水対策案
④より大きくなる恐れがある。

　 　  治水対策案
　  　　 と実施内
　　　　　 容の概
              要

 評価軸と
評価の考え方

安全度
（被害軽
減効果）

●河川
整備計
画レベ
ルの目
標に対
し安全
を確保
できる
か
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表 4-9 評価軸による評価結果（洪水調節）② 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

河川整備計画 Ⅰ.既設ダムの有効活用による治水対策 Ⅱ.河道改修による治水対策 Ⅲ.新たな施設による治水対策 Ⅳ.流域を中心とした治水対策
① ② ③ ④ ⑤

鳥海
ちょうかい

ダム案
大内
お お う ち

ダムかさ上げ＋堤防のかさ上げ及び河道

掘削案
堤防のかさ上げ及び河道掘削案 遊水地＋河道掘削案

遊水機能を有する土地の保全等
＋堤防のかさ上げ及び河道掘削案

・鳥海ダム

・大内ダム(既設）かさ上げ
・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　　　 かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
 　　　　　　　かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・遊水地(上流部)
・河道改修：全川にわたる河道掘削の追加

・遊水機能を有する土地の保全＋二線堤＋
 土地利用規制
・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　　　 かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤
【河川整備基本方針レベルの洪水】 【河川整備基本方針レベルの洪水】 【河川整備基本方針レベルの洪水】 【河川整備基本方針レベルの洪水】 【河川整備基本方針レベルの洪水】
・水位が計画高水位を超える区間がある（な
お、水位が整備を想定している堤防高を超える
区間がある。）

・水位が計画高水位（堤防かさ上げに伴い引き
上げた後の計画高水位）を超える区間がある
（なお、水位が整備を想定している堤防高を超
える区間がある。）

・水位が計画高水位（堤防かさ上げに伴い引き
上げた後の計画高水位）を超える区間がある
（なお、水位が整備を想定している堤防高を超
える区間がある。）

・水位が計画高水位を超える区間がある（な
お、水位が整備を想定している堤防高を超える
区間がある。）

・水位が計画高水位（堤防かさ上げに伴い引き
上げた後の計画高水位）を超える区間がある
（なお、水位が整備を想定している堤防高を超
える区間がある。）

・なお、鳥海ダムは降雨の地域分布、時間分布
や降雨の規模等によって下流河川への効果量
が異なる。

・なお、大内ダム(既設)かさ上げは降雨の地域
分布、時間分布や降雨の規模等によって下流
河川への効果量が異なる。

・なお、遊水地は降雨の地域分布、時間分布や
降雨の規模によって下流河川への効果量が異
なる。

【河川整備基本方針レベルより大きい規模の洪
水】

【河川整備基本方針レベルより大きい規模の洪
水】

【河川整備基本方針レベルより大きい規模の洪
水】

【河川整備基本方針レベルより大きい規模の洪
水】

【河川整備基本方針レベルより大きい規模の洪
水】

・水位が計画高水位を超える区間がある（な
お、水位が整備を想定している堤防高を超える
区間がある。）

・水位が計画高水位（堤防かさ上げに伴い引き
上げた後の計画高水位）を超える区間がある
（なお、水位が整備を想定している堤防高を超
える区間がある。）

・水位が計画高水位（堤防かさ上げに伴い引き
上げた後の計画高水位）を超える区間がある
（なお、水位が整備を想定している堤防高を超
える区間がある。）

・水位が計画高水位を超える区間がある（な
お、水位が整備を想定している堤防高を超える
区間がある。）

・水位が計画高水位（堤防かさ上げに伴い引き
上げた後の計画高水位）を超える区間がある
（なお、水位が整備を想定している堤防高を超
える区間がある。）

・なお、鳥海ダムは降雨の地域分布、時間分布
や降雨の規模等によって下流河川への効果量
が異なる。

・なお、大内ダム(既設)かさ上げは降雨の地域
分布、時間分布や降雨の規模等によって下流
河川への効果量が異なる。

・なお、遊水地は降雨の地域分布、時間分布や
降雨の規模によって下流河川への効果量が異
なる。

【局地的な大雨】 【局地的な大雨】 【局地的な大雨】 【局地的な大雨】 【局地的な大雨】
・河道の水位が計画高水位を上回るまでは河
川整備計画レベルの目標に対する安全度と同
等の安全度を確保できる。

・河道の水位が計画高水位（堤防かさ上げに伴
い引き上げた後の計画高水位）を上回るまでは
河川整備計画レベルの目標に対する安全度と
同等の安全度を確保できる。

・河道の水位が計画高水位（堤防かさ上げに伴
い引き上げた後の計画高水位）を上回るまでは
河川整備計画レベルの目標に対する安全度と
同等の安全度を確保できる。

・河道の水位が計画高水位を上回るまでは河
川整備計画レベルの目標に対する安全度と同
等の安全度を確保できる。

・河道の水位が計画高水位（堤防かさ上げに伴
い引き上げた後の計画高水位）を上回るまでは
河川整備計画レベルの目標に対する安全度と
同等の安全度を確保できる。

・局地的な大雨がダム上流域で発生した場合、
鳥海ダムの容量を上回るまでは洪水調節可能
である。

・局地的な大雨がダム上流域で発生した場合、
大内ダム（既設）かさ上げの容量を上回るまで
は洪水調節可能である。

・局地的な大雨が遊水地（上流部）上流域で発
生した場合、遊水地の容量を上回るまでは洪
水調節可能である。

・遊水機能を有する土地の保全と二線堤等によ
る治水対策として想定した区域の水位が計画
高水位（堤防かさ上げに伴い引き上げた後の
計画高水位）を上回るまでは、二線堤による宅
地等は浸水しない。

安全度
（被害軽
減効果）

●目標
を上回
る洪水
等が発
生した
場合に
どのよ
うな状
態とな
るか

　 　  治水対策案
　  　　 と実施内
　　　　　 容の概
              要

 評価軸と
評価の考え方
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表 4-10 評価軸による評価結果（洪水調節）③ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

河川整備計画 Ⅰ.既設ダムの有効活用による治水対策 Ⅱ.河道改修による治水対策 Ⅲ.新たな施設による治水対策 Ⅳ.流域を中心とした治水対策

① ② ③ ④ ⑤

鳥海
ちょうかい

ダム案
大内
お お う ち

ダムかさ上げ＋堤防のかさ上げ及び河道

掘削案
堤防のかさ上げ及び河道掘削案 遊水地＋河道掘削案

遊水機能を有する土地の保全等
＋堤防のかさ上げ及び河道掘削案

・鳥海ダム

・大内ダム(既設）かさ上げ
・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　      かさあげの追加
   　           全川にわたる河道掘削の追加

・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　　    かさげの追加
         　      全川にわたる河道掘削の追加

・遊水地(上流部)
・河道改修：全川にわたる河道掘削の追加

・遊水機能を有する土地の保全＋二線堤＋
　土地利用規制
・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　 　　 かさあげの追加
                 全川にわたる河道掘削の追加

・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤
【１０年後】 【１０年後】 【１０年後】 【１０年後】 【１０年後】
・鳥海ダムは事業実施中であり、効果の発現
は見込めないと想定される。

・大内ダム（既設）かさ上げは完成し、大内ダ
ム（既設）下流区間に洪水調節効果を発現し
ていると想定される。

・遊水地（上流部）は事業実施中であり、効果
の発現は見込めないと想定される。

・遊水機能を有する土地の保全と二線堤等に
よる治水対策では、二線堤は事業実施中であ
り、効果の発現は見込めないと想定される。

・河道掘削等の河道改修について、改修を
行った区間から順次効果を発現していると想
定される。

・河道掘削等の河道改修については、改修を
行った区間から順次効果を発現していると想
定される。

・河道掘削等の河道改修については、改修を
行った区間から順次効果を発現していると想
定される。

・河道掘削等の河道改修については、改修を
行った区間から順次効果を発現していると想
定される。

・河道掘削等の河道改修については、改修を
行った区間から順次効果を発現していると想
定される。

【２０年後】 【２０年後】 【２０年後】 【２０年後】 【２０年後】
・鳥海ダムは完成し、鳥海ダムの下流区間に
洪水調節効果を発現していると想定される。

・遊水地（上流部）は完成し、遊水地の下流区
間に効果を発現していると想定される。

・二線堤は完成し、宅地の浸水被害防止は達
成できていると想定される。

※遊水地（上流部）を整備することについて、
約80haの地役権設定などに関して、地域の合
意形成を図ることに要する期間は見込んでい
ない。

※遊水機能を有する土地の保全と二線堤等
による治水対策の実施に伴う約10haの新たな
用地取得や隣接地域の農地より安全度が低く
なること及び農業生産や営農への影響等につ
いて、地域の合意形成を図ることに要する期
間は見込んでいない。

・河道掘削等の河道改修について、改修を
行った区間から順次効果を発現していると想
定される。

・河道掘削等の河道改修については、改修を
行った区間から順次効果を発現していると想
定される。

・河道掘削等の河道改修については、改修を
行った区間から順次効果を発現していると想
定される。

・河道掘削等の河道改修については、改修を
行った区間から順次効果を発現していると想
定される。

・河道掘削等の河道改修については、改修を
行った区間から順次効果を発現していると想
定される。

※予算の状況等により変動する場合がある。 ※予算の状況等により変動する場合がある。 ※予算の状況等により変動する場合がある。 ※予算の状況等により変動する場合がある。 ※予算の状況等により変動する場合がある。

・河川整備計画（大臣管理区間）において目標
としている『戦後最大洪水である昭和22年7月
洪水と同規模の洪水が発生しても、床上浸水
等の重大な家屋浸水被害を防止するととも
に、水田等農地についても浸水被害の軽減に
努める』ことを達成することができる。なお、河
川整備計画において、この目標を達成するた
めに定めた各主要地点における「河道の目標
流量」を計画高水位以下で流すことができる。

・河川整備計画（大臣管理区間）の対象区間
においては、治水対策案①と同程度の安全を
確保できる。

・河川整備計画（大臣管理区間）の対象区間
においては、治水対策案①と同程度の安全を
確保できる。

・河川整備計画（大臣管理区間）の対象区間
においては、治水対策案①と同程度の安全を
確保できる。

・河川整備計画（大臣管理区間）の対象区間
においては、治水対策案①と同程度の安全を
確保できる。

・河川整備計画（知事管理区間）の対象区間
においても、河川整備計画において目標とし
ている戦後最大洪水である昭和22年7月洪水
と同規模の洪水が発生しても、床上浸水被害
を発生させず流下させる。

・河川整備計画（知事管理区間）の対象区間
においても、治水対策案①と同程度の安全を
確保できる。

・河川整備計画（知事管理区間）の対象区間
においても、治水対策案①と同程度の安全を
確保できる。

・河川整備計画（知事管理区間）の対象区間
においても、治水対策案①と同程度の安全を
確保できる。

・河川整備計画（知事管理区間）の対象区間
においても、治水対策案①と同程度の安全を
確保できる。

・遊水機能を有する土地の保全と二線堤等に
よる治水対策として想定した範囲の区域で
は、水田等は浸水し、他の案よりも農地の安
全度が低い。

　　   治水対策案
　　  　 と実施内
　 　　　  容の概
　　 　　　   要

評価軸と
評価の考え方

安全度
（被害軽
減効果）

●段階
的にどの
ように安
全度が
確保され
ていくの
か

●どの範
囲でどの
ような効
果が確
保されて
いくのか
（上下流
や支川
等におけ
る効果）
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表 4-11 評価軸による評価結果（洪水調節）④ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

河川整備計画 Ⅰ.既設ダムの有効活用による治水対策 Ⅱ.河道改修による治水対策 Ⅲ.新たな施設による治水対策 Ⅳ.流域を中心とした治水対策
① ② ③ ④ ⑤

鳥海
ちょうかい

ダム案
大内
お お う ち

ダムかさ上げ＋堤防のかさ上げ及び河道

掘削案
堤防のかさ上げ及び河道掘削案 遊水地＋河道掘削案

遊水機能を有する土地の保全等
＋堤防のかさ上げ及び河道掘削案

・鳥海ダム

・大内ダム(既設）かさ上げ
・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　　　 かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
 　　　　　　　かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・遊水地(上流部)
・河道改修：全川にわたる河道掘削の追加

・遊水機能を有する土地の保全＋二線堤＋
 土地利用規制
・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　　　 かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤
●完成
までに
要する
費用は
どのく
らいか

約７８０億円

うち、鳥海ダム残事業費
　　約３９０億円（洪水調節分）

約９７０億円

うち、鳥海ダムの効果量に相当する大内ダ
ム（既設）かさ上げ、築堤及び河道掘削等
　　約５８０億円

約９４０億円

うち、鳥海ダムの効果量に相当する築堤及
び河道掘削等
　　約５６０億円

約９７０億円

うち、鳥海ダムの効果量に相当する遊水
地、河道掘削等
　　約５８０億円

約９４０億円

うち、鳥海ダムの効果量に相当する遊水機
能を有する土地の保全、二線堤、築堤及び
河道掘削等
　　約５６０億円

約 ２３０百万円／年 約　３０百万円／年 約　　０百万円／年 約　　４百万円／年 約 　1百万円／年

※維持管理に要する費用は、鳥海ダムの整
備に伴う増加分を計上した。

※維持管理に要する費用は、大内ダムかさ
上げ＋築堤及び河道掘削案の実施に伴う増
加分を計上した。

※維持管理に要する費用は、築堤及び河道
掘削案の実施に伴う増加分を計上した。

※維持管理に要する費用は、遊水地＋河道
掘削案の実施に伴う増加分を計上した。

※維持管理に要する費用は、遊水機能を有
する土地の保全＋築堤及び河道掘削案の実
施に伴う増加分を計上した。

・上記の他に、遊水機能を有する土地の保
全をする区域において、洪水後に堆積土砂
等を撤去する費用が必要になる可能性があ
る。

・河道掘削を実施した区間において再び堆
積する場合、上記の他に掘削に係る費用が
必要となる可能性がある （河道掘削量　約

110万m
3
）。

・河道掘削を実施した区間において再び堆
積する場合、上記の他に掘削に係る費用が
必要となる可能性がある（なお河道掘削量

（約380万m
3
）は治水対策案①より多い）。

・河道掘削を実施した区間において再び堆
積する場合、上記の他に掘削に係る費用が
必要となる可能性がある（なお河道掘削量

（約380万m
3
）は治水対策案①よりも多

い）。

・河道掘削を実施した区間において再び堆
積する場合、上記の他に掘削に係る費用が
必要となる可能性がある（なお河道掘削量

（約230万m
3
）は治水対策案①よりも多

い）。

・河道掘削を実施した区間において再び堆
積する場合、上記の他に掘削に係る費用が
必要となる可能性がある（なお河道掘削量

（約380万m
3
）は治水対策案①よりも多

い）。
●その他
（ダム中
止に伴っ
て発生す
る費用
等）の費
用はどれ
くらいか

・発生しない。 ・発生しない。 ・発生しない。 ・発生しない。 ・発生しない。

　 　  治水対策案
　  　　 と実施内
　　　　　 容の概
              要

 評価軸と
評価の考え方

コスト

●維持
管理に
要する
費用は
どのく
らいか
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表 4-12 評価軸による評価結果（洪水調節）⑤ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

河川整備計画 Ⅰ.既設ダムの有効活用による治水対策 Ⅱ.河道改修による治水対策 Ⅲ.新たな施設による治水対策 Ⅳ.流域を中心とした治水対策
① ② ③ ④ ⑤

鳥海
ちょうかい

ダム案
大内
お お う ち

ダムかさ上げ＋堤防のかさ上げ及び河道

掘削案
堤防のかさ上げ及び河道掘削案 遊水地＋河道掘削案

遊水機能を有する土地の保全等
＋堤防のかさ上げ及び河道掘削案

・鳥海ダム

・大内ダム(既設）かさ上げ
・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　　　 かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
 　　　　　　　かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・遊水地(上流部)
・河道改修：全川にわたる河道掘削の追加

・遊水機能を有する土地の保全＋二線堤＋
 土地利用規制
・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　　　 かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤
【鳥海ダム】 【大内ダム（既設）かさ上げ】 【遊水地（上流部）】 【遊水機能を有する土地の保全＋二線堤等】

・鳥海ダム建設に必要な用地取得は未実施で
ある。

・大内ダム（既設）かさ上げに関し土地所有者
等との合意形成が必要である。

・遊水地（上流部）を整備することについては、
地域がこれまで想定していなかったものであ
り、土地所有者等の合意形成が必要である。

・従来、築堤が進められていた地域に遊水機能
を有する土地の保全と二線堤等による治水対
策を実施することは、地域がこれまで想定して
いなかったものであり、土地所有者等の合意形
成が必要である。

なお、現時点で土地所有者等に説明を行ってい
るとともに、利水参画予定者との調整が進んで
いる。

なお、現時点では本対策案について土地所有
者等に説明等を行っていない。

なお、現時点では本対策案について土地所有
者等に説明等を行っていない。

なお、現時点では本対策案について土地所有
者等に説明等を行っていない。

・48戸の家屋移転
・約350haの用地取得

・約 10haの用地取得 ・25戸の家屋移転
・約  5haの用地取得
・約 80haの地役権設定

・約 4haの用地取得
・約10haの土地利用規制

【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】
・河道改修は築堤及び河道掘削で対応すること
を基本としており、河道改修に伴い発生する用
地取得等に係る土地所有者等の協力につい
て、今後の事業進捗にあわせて調整・実施して

いく必要がある（河道掘削量約110万m
3
）。

・河道改修は築堤及び河道掘削で対応すること
を基本としており、河道改修に伴い発生する用
地取得等に係る土地所有者等の協力につい
て、今後の事業進捗にあわせて調整・実施して

いく必要がある（なお河道掘削量（約380万m
3
）

は治水対策案①よりも多く、下流部市街地区間
の築堤の追加が生じる）。

・河道改修は築堤及び河道掘削で対応すること
を基本としており、河道改修に伴い発生する用
地取得等に係る土地所有者等の協力につい
て、今後の事業進捗にあわせて調整・実施して

いく必要がある（なお河道掘削量（約380万m
3
）

は治水対策案①よりも多く、下流部市街地区間
の築堤の追加が生じる）。

・河道改修は築堤及び河道掘削で対応すること
を基本としており、河道改修に伴い発生する用
地取得等に係る土地所有者等の協力につい
て、今後の事業進捗にあわせて調整・実施して

いく必要がある（なお河道掘削量（約230万m
3
）

は治水対策案①よりも多い）。

・河道改修は築堤及び河道掘削で対応すること
を基本としており、河道改修に伴い発生する用
地取得等に係る土地所有者等の協力につい
て、今後の事業進捗にあわせて調整・実施して

いく必要がある（なお河道掘削量（約380万m
3
）

は治水対策案①よりも多く、下流部市街地区間
の築堤の追加が生じる）。

・約 20haの用地取得 ・約 60haの用地取得 ・約 60haの用地取得 ・約 40haの用地取得 ・約 50haの用地取得

　 　  治水対策案
　  　　 と実施内
　　　　　 容の概
              要

 評価軸と
評価の考え方

実現性 ●土地
所有者
等の協
力の見
通しはど
うか
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表 4-13 評価軸による評価結果（洪水調節）⑥ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

河川整備計画 Ⅰ.既設ダムの有効活用による治水対策 Ⅱ.河道改修による治水対策 Ⅲ.新たな施設による治水対策 Ⅳ.流域を中心とした治水対策
① ② ③ ④ ⑤

鳥海
ちょうかい

ダム案
大内
お お う ち

ダムかさ上げ＋堤防のかさ上げ及び河道

掘削案
堤防のかさ上げ及び河道掘削案 遊水地＋河道掘削案

遊水機能を有する土地の保全等
＋堤防のかさ上げ及び河道掘削案

・鳥海ダム

・大内ダム(既設）かさ上げ
・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　　　 かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
 　　　　　　　かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・遊水地(上流部)
・河道改修：全川にわたる河道掘削の追加

・遊水機能を有する土地の保全＋二線堤＋
 土地利用規制
・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　　　 かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤
【鳥海ダム】 【大内ダム（既設）かさ上げ】 【遊水地（上流部）】 【遊水機能を有する土地の保全＋二線堤等】

鳥海ダム建設に伴い関係河川使用者との調整
並びに付け替え市道の道路管理者等との調整
を実施していく必要がある。

・大内ダム（既設）かさ上げに伴い、管理者や関
係利水者、道路管理者や土地改良区等との調
整が必要となる。

・遊水地（上流部）の新設に伴い、遊水地の設
置が見込まれる地方公共団体や道路管理者、
土地改良区等との調整が必要となる。

・遊水機能を有する土地の保全と二線堤等によ
る治水対策の実施に伴い、地方公共団体や道
路管理者、土地改良区等との調整が必要とな
る。

【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】
・河道掘削、築堤等の河道改修に伴う関係河川
使用者との調整は、従来どおり実施していく必
要がある。

・河道掘削、築堤等の河道改修に伴う関係河川
使用者との調整は、従来どおり実施していく必
要がある。

・河道掘削、築堤等の河道改修に伴う関係河川
使用者との調整は、従来どおり実施していく必
要がある。

・河道掘削、築堤等の河道改修に伴う関係河川
使用者との調整は、従来どおり実施していく必
要がある。

・河道掘削、築堤等の河道改修に伴う関係河川
使用者との調整は、従来どおり実施していく必
要がある。

・以下に示す対応に関して、道路管理者等との
調整が必要となる。

・３橋の橋梁架け替え

・以下に示す対応に関して、道路管理者等との
調整が必要となる。

・７橋の橋梁架け替え

・以下に示す対応に関して、道路管理者等との
調整が必要となる。

・７橋の橋梁架け替え

・以下に示す対応に関して、道路管理者等との
調整が必要となる。

・７橋の橋梁架け替え

・以下に示す対応に関して、道路管理者等との
調整が必要となる。

・７橋の橋梁架け替え

※上記の対策内容については、今後、調査・設
計等の進捗により変更が生じる可能性がある。

※上記の対策内容については、今後、調査・設
計等の進捗により変更が生じる可能性がある。

※上記の対策内容については、今後、調査・設
計等の進捗により変更が生じる可能性がある。

※上記の対策内容については、今後、調査・設
計等の進捗により変更が生じる可能性がある。

※上記の対策内容については、今後、調査・設
計等の進捗により変更が生じる可能性がある。

・現行法制度のもとで治水対策案①を実施する
ことは可能である。

・現行法制度のもとで治水対策案②を実施する
ことは可能である。

・現行法制度のもとで治水対策案③を実施する
ことは可能である。

・現行法制度のもとで治水対策案④を実施する
ことは可能である。

・現行法制度のもとで治水対策案⑤を実施する
ことは可能である。

・遊水機能を有する土地の保全をする区域にお
いて土地利用規制をかける場合には、建築基
準法に基づき災害危険区域を条例で指定する
などの措置を講じることが必要になる。

・遊水機能を有する土地の保全をする区域で
あっても、洪水後の私有地における堆積土砂撤
去や塵芥処理等を河川管理者が実施できる法
的根拠はない。

●技術
上の観
点から実
現性の
見通しは
どうか

・技術上の観点から実現性の隘路となる要素は
ない。

・技術上の観点から実現性の隘路となる要素は
ない。

・技術上の観点から実現性の隘路となる要素は
ない。

・技術上の観点から実現性の隘路となる要素は
ない。

・技術上の観点から実現性の隘路となる要素は
ない。

　 　  治水対策案
　  　　 と実施内
　　　　　 容の概
              要

 評価軸と
評価の考え方

実現性 ●その
他の関
係者等と
の調整
の見通し
はどうか

●法制
度上の
観点から
実現性
の見通し
はどうか
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表 4-14 評価軸による評価結果（洪水調節）⑦ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

河川整備計画 Ⅰ.既設ダムの有効活用による治水対策 Ⅱ.河道改修による治水対策 Ⅲ.新たな施設による治水対策 Ⅳ.流域を中心とした治水対策
① ② ③ ④ ⑤

鳥海
ちょうかい

ダム案
大内
お お う ち

ダムかさ上げ＋堤防のかさ上げ及び河道

掘削案
堤防のかさ上げ及び河道掘削案 遊水地＋河道掘削案

遊水機能を有する土地の保全等
＋堤防のかさ上げ及び河道掘削案

・鳥海ダム

・大内ダム(既設）かさ上げ
・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　　　 かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
 　　　　　　　かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・遊水地(上流部)
・河道改修：全川にわたる河道掘削の追加

・遊水機能を有する土地の保全＋二線堤＋
 土地利用規制
・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　　　 かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤
【鳥海ダム】 【大内ダム（既設）かさ上げ】 【遊水地（上流部）】 【遊水機能を有する土地の保全＋二線堤等】

・継続的な監視や観測が必要となるが、適切な
維持管理により持続可能である。

・継続的な監視や観測が必要となるが、管理実
績もあり、適切な維持管理により持続可能であ
る。

・継続的な監視や観測が必要となるが、管理実
績もあり、適切な維持管理により持続可能であ
る。

・継続的な監視や観測が必要となるが、管理実
績（堤防）もあり、適切な維持管理により持続可
能である。

・私有地に対する平常時の土地利用上の制
約、浸水時の堆積土砂撤去や塵芥処理や補償
に関する課題等から、土地利用規制等を継続
させるための関係者等の調整が必要となる。

・浸水範囲の警報や避難誘導等に関する防災
のあり方等について関係者との調整が必要と
なる。

【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】
・河道の掘削に伴い土砂堆積状況等の監視が
必要となるが、管理実績もあり、適切な維持管
理により持続可能である。

・河道の掘削に伴い土砂堆積状況等の監視が
必要となるが、管理実績もあり、適切な維持管
理により持続可能である。

・河道の掘削に伴い土砂堆積状況等の監視が
必要となるが、管理実績もあり、適切な維持管
理により持続可能である。

・河道の掘削に伴い土砂堆積状況等の監視が
必要となるが、管理実績もあり、適切な維持管
理により持続可能である。

・河道の掘削に伴い土砂堆積状況等の監視が
必要となるが、管理実績もあり、適切な維持管
理により持続可能である。

【鳥海ダム】 【大内ダム（既設）かさ上げ】 【遊水地（上流部）】 【遊水機能を有する土地の保全＋二線堤等】

・ダムの放流量の変更により河川整備基本方
針レベルの洪水への対応が可能である。また、
容量配分の変更については技術的には可能で
あり、柔軟に対応することは可能であるが、利
水参画者との調整が必要と想定される。

・大内ダム（既設）かさ上げにより容量を増加さ
せることは技術的に可能であるが、かさ上げ高
には限界がある。また、管理者や関係利水者
等との調整が必要と想定される。

・遊水地は貯水容量を増やすため、遊水地（地
役権方式）ではなく堀込方式にした場合は掘削
等により対応することができるが、掘削量には
限界がある。

・二線堤のかさ上げにより対応することができる
が、かさ上げが可能な高さには限界がある。

【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】
・河道の掘削は、掘削量の調整により比較的柔
軟に対応することが可能であるが、掘削量には

限界がある（なお、河道掘削量は約110万m
3
）。

・河道の掘削は、掘削量の調整により比較的柔
軟に対応することが可能であるが、掘削量には

限界がある（なお、河道掘削量（約380万m
3
）は

治水対策案①よりも多い）。

・河道の掘削は、掘削量の調整により比較的柔
軟に対応することが可能であるが、掘削量には

限界がある（なお、河道掘削量（約380万m
3
）は

治水対策案①よりも多い）。

・河道の掘削は、掘削量の調整により比較的柔
軟に対応することが可能であるが、掘削量には

限界がある（なお、河道掘削量（約230万m
3
）は

治水対策案①よりも多い）。

・河道の掘削は、掘削量の調整により比較的柔
軟に対応することが可能であるが、掘削量には

限界がある（なお、河道掘削量（約380万m
3
）は

治水対策案①よりも多い）。

持続性 ●将来
にわたっ
て持続可
能といえ
るか

柔軟性 ●地球
温暖化
に伴う気
候変化
や社会
環境の
変化な
ど、将来
の不確
実性に
対する柔
軟性はど
うか

　 　  治水対策案
　  　　 と実施内
　　　　　 容の概
              要

 評価軸と
評価の考え方
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表 4-15 評価軸による評価結果（洪水調節）⑧ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

河川整備計画 Ⅰ.既設ダムの有効活用による治水対策 Ⅱ.河道改修による治水対策 Ⅲ.新たな施設による治水対策 Ⅳ.流域を中心とした治水対策
① ② ③ ④ ⑤

鳥海
ちょうかい

ダム案
大内
お お う ち

ダムかさ上げ＋堤防のかさ上げ及び河道

掘削案
堤防のかさ上げ及び河道掘削案 遊水地＋河道掘削案

遊水機能を有する土地の保全等
＋堤防のかさ上げ及び河道掘削案

・鳥海ダム

・大内ダム(既設）かさ上げ
・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　　　 かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
 　　　　　　　かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・遊水地(上流部)
・河道改修：全川にわたる河道掘削の追加

・遊水機能を有する土地の保全＋二線堤＋
 土地利用規制
・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　　　 かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤

・材料採取や付替道路工事により、隣接する地
区で一部土地の改変を行うこととなる。

・大内ダム建設時に用地を提供して頂いた方々
に再度の用地の提供をお願いすることとなる。

・遊水地内の水田等は、常に浸水の恐れがあ
るため営農意欲の減退など事業地の生活に影
響を及ぼすと想定される。

【鳥海ダム】 【大内ダム（既設）かさ上げ】 【遊水地（上流部）】
・48戸の家屋移転 ・約 10haの用地取得　 ・25戸の家屋移転 【遊水機能を有する土地の保全＋二線堤等】
・約350haの用地取得
・市道及び林道の付替

・約 　5haの用地取得
・約 80haの地役権設定

・約  4haの用地取得
・約 10haの土地利用規制

・湛水の影響等による地すべりの可能性の有
無について確認が必要となる。

・湛水の影響等による地すべりの可能性の有
無について確認が必要となる。

・河道改修に伴い、以下の対応が必要となる。
また、施工時の土砂運搬により、必要に応じ騒
音・振動対策が必要となる。

・河道改修に伴い、以下の対応が必要となる。
また、施工時の土砂運搬により、必要に応じ騒
音・振動対策が必要となる。

・河道改修に伴い、以下の対応が必要となる。
また、施工時の土砂運搬により、必要に応じ騒
音・振動対策が必要となる。

・河道改修に伴い、以下の対応が必要となる。
また、施工時の土砂運搬により、必要に応じ騒
音・振動対策が必要となる。

・河道改修に伴い、以下の対応が必要となる。
また、施工時の土砂運搬により、必要に応じ騒
音・振動対策が必要となる。

【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】

・約20haの用地取得

・約110万m
3
の掘削土砂運搬

・３橋の橋梁架け替え

・約60haの用地取得

・約380万m
3
の掘削土砂運搬

・７橋の橋梁架け替え

・約60haの用地取得

・約380万m
3
の掘削土砂運搬

・７橋の橋梁架け替え

・約40haの用地取得

・約230万m
3
の掘削土砂運搬

・７橋の橋梁架け替え

・約50haの用地取得

・約380万m
3
の掘削土砂運搬

・７橋の橋梁架け替え
※上記内容については、今後、設計等の進捗
により変更が生じる可能性がある。

※上記内容については、今後、設計等の進捗
により変更が生じる可能性がある。

※上記内容については、今後、設計等の進捗
により変更が生じる可能性がある。

※上記内容については、今後、設計等の進捗
により変更が生じる可能性がある。

※上記内容については、今後、設計等の進捗
により変更が生じる可能性がある。

・ダム湖を新たな観光資源とした地域振興の可
能性がある一方で、フォローアップが必要であ
る。

・遊水地間の土地については、地役権を設定し
た上で計画的に湛水させることとなるため、土
地利用の自由度が限定される。

・遊水機能を有する土地の保全をする区域につ
いては、土地利用上大きな制約となる。

・付替道路の整備により名勝「法体
ほ っ た い

の滝」（法体
ほ っ た い

園
え ん

地
ち

）へのアクセスが向上する等、観光振興へ

の活用が考えられる。

・下流地域では、河川改修とあわせた治水安全
度の向上による土地利用の変化が、地域振興
ポテンシャルの顕在化の契機にはなり得る。

・下流地域では、河川改修とあわせた治水安全
度の向上による土地利用の変化が、地域振興
ポテンシャルの顕在化の契機にはなり得る。

・河川改修による治水安全度の向上による土地
利用の変化が、地域振興ポテンシャルの顕在
化の契機にはなり得る。

・河川改修による治水安全度の向上による土地
利用の変化が、地域振興ポテンシャルの顕在
化の契機にはなり得る。

・河川改修による治水安全度の向上による土地
利用の変化が、地域振興ポテンシャルの顕在
化の契機にはなり得る。

・鳥海ダムを新たに建設するため、移転を強い
られる水源地や事業地と受益地である下流域
との間で、地域間の利害の衡平の調整が必要
となる。鳥海ダムの場合には、基本的には水源
地域の理解は得ている状況である。

・大内ダム（既設）のかさ上げを行うため、土地
等の提供を求められる水源地と受益地である
下流域との間で、地域間の利害の衡平の調整
が必要となる。

・遊水地（上流部）では、建設地付近で用地取
得等を伴い、受益地が下流域であるのが一般
的である。

・水源地では、水源地域の方々で地権者会等を
組織するとともに、関係市と受益者で建設促進
期成同盟会を組織し、情報の共有や地域間の
利害の衡平等を図ってきている。

・新たに遊水地（上流部）を整備する地域では
地役権を設定した上で計画的に湛水させるた
め、土地利用の自由度が限定的になることか
ら、下流域や周辺地域との間で利害の衡平に
係る調整が必要と想定される。

・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね一致
するため、下流から順次河川整備を進める限
り、地域の利害の不衡平は生じない。

・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね一致
するため、下流から順次河川整備を進める限
り、地域の利害の不衡平は生じない。

・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね一致
するため、下流から順次河川整備を進める限
り、地域の利害の不衡平は生じない。

・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね一致
するため、下流から順次河川整備を進める限
り、地域の利害の不衡平は生じない。

・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね一致
するため、下流から順次河川整備を進める限
り、地域の利害の不衡平は生じない。

●事業
地及びそ
の周辺
への影
響はどの
程度か

●地域
振興等
に対して
どのよう
な効果が
あるか

●地域
間の利
害の衡
平への
配慮がな
されてい
るか

　 　  治水対策案
　  　　 と実施内
　　　　　 容の概
              要

 評価軸と
評価の考え方

地域社
会への
影響

・遊水機能を有する土地の保全と二線堤等によ
る治水対策をする区域は、従来築堤が進めら
れてきた地域であり、新たな対策により周辺の
地域と比べて水田等の浸水の危険性が高まる
治水対策案であるため、下流域や周辺地域と
の利害の衡平に関する調整が必要と想定され
る。

・遊水機能を有する土地の保全をする区域の水
田等は常に浸水の恐れがあるため、営農意欲
の減退など事業地域周辺の生活に影響を及ぼ
すと想定される。
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表 4-16 評価軸による評価結果（洪水調節）⑨ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

河川整備計画 Ⅰ.既設ダムの有効活用による治水対策 Ⅱ.河道改修による治水対策 Ⅲ.新たな施設による治水対策 Ⅳ.流域を中心とした治水対策
① ② ③ ④ ⑤

鳥海
ちょうかい

ダム案
大内
お お う ち

ダムかさ上げ＋堤防のかさ上げ及び河道

掘削案
堤防のかさ上げ及び河道掘削案 遊水地＋河道掘削案

遊水機能を有する土地の保全等
＋堤防のかさ上げ及び河道掘削案

・鳥海ダム

・大内ダム(既設）かさ上げ
・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　　　 かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
 　　　　　　　かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・遊水地(上流部)
・河道改修：全川にわたる河道掘削の追加

・遊水機能を有する土地の保全＋二線堤＋
 土地利用規制
・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　　　 かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤

【鳥海ダム】
【大内ダム（既設）かさ上げ】 【遊水地（上流部）】 【遊水機能を有する土地の保全＋二線堤等】

・鳥海ダム完成後のダム下流への影響につい
て、水質予測では、水温の上昇等の可能性が
あり、選択取水設備等の環境保全措置が必要
と想定される。

・現在の大内ダムにおいて、貯水池の水環境は
維持されており、ダムかさ上げ後も水環境への
影響は小さいものと想定される。

・遊水地（上流部）への貯留は洪水時の一時的
な貯留のため、水環境への影響は小さいものと
想定される。

・洪水時には遊水機能を有する土地の保全区
域へ湛水するが、河道水位の低下とともに排出
されるため、水環境への影響は小さいものと想
定される。

・鳥海ダム建設後の貯水池の富栄養化につい
ては発生する可能性が低いと想定される。

【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】
・河道改修により、水量や水質に変化はないと
想定される。

・河道掘削に伴う河床高低下により塩水遡上の
範囲に変化が生じる可能性がある。

・河道掘削に伴う河床高低下により塩水遡上の
範囲に変化が生じる可能性がある。

・河道掘削に伴う河床高低下により塩水遡上の
範囲に変化が生じる可能性がある。

・河道掘削に伴う河床高低下により塩水遡上の
範囲に変化が生じる可能性がある。

【鳥海ダム】貯水池（湛水面積）　3.1㎞
2 【大内ダム（既設）かさ上げ】貯水池（湛水面積）

0.3㎞
2

【遊水地（上流部）】　1.0㎞
2
（湛水面積） 【遊水機能を有する土地の保全＋二線堤等】

・動植物の生息・生育環境に影響を与える可能
性があり、必要に応じ、生息・生育環境の整備
や移植等環境保全措置を講ずる必要があると
想定される。

・動植物の生息・生育環境に影響を与える可能
性があり、必要に応じ、生息・生育環境の整備
や移植等環境保全措置を講ずる必要があると
想定される。

・動植物の生息・生育環境に影響を与える可能
性があり、必要に応じ、生息・生育環境の整備
や移植等環境保全措置を講ずる必要があると
想定される。

・動植物の生息・生育環境に影響を与える可能
性があり、必要に応じ、生息・生育環境の整備
や移植等環境保全措置を講ずる必要があると
想定される。

【河道改修】河道掘削　A=0.6km
2
（V=110万m

3
） 【河道改修】河道掘削　A=1.9km

2
（V=380万m

3
） 【河道改修】河道掘削　A=1.9km

2
（V=380万m

3
） 【河道改修】河道掘削　A=1.3km

2
（V=230万m

3
） 【河道改修】河道掘削　A=1.9km

2
(V=380万m

3
)

・河道掘削等により、動植物の生息・生育環境
に影響を与える可能性があり、必要に応じて、
掘削断面の工夫等環境保全措置を検討する必
要があると想定される。

・河道掘削等により、動植物の生息・生育環境
に影響を与える可能性があり、必要に応じて、
掘削断面の工夫等環境保全措置を検討する必
要があると想定される。

・河道掘削等により、動植物の生息・生育環境
に影響を与える可能性があり、必要に応じて、
掘削断面の工夫等環境保全措置を検討する必
要があると想定される。

・河道掘削等により、動植物の生息・生育環境
に影響を与える可能性があり、必要に応じて、
掘削断面の工夫等環境保全措置を検討する必
要があると想定される。

・河道掘削等により、動植物の生息・生育環境
に影響を与える可能性があり、必要に応じて、
掘削断面の工夫等環境保全措置を検討する必
要があると想定される。

なお、治水対策案①に対し掘削規模が大きい
ため、規模に応じた環境保全措置を検討する
必要があると想定される。

なお、治水対策案①に対し掘削規模が大きい
ため、規模に応じた環境保全措置を検討する
必要があると想定される。

なお、治水対策案①に対し掘削規模が大きい
ため、規模に応じた環境保全措置を検討する
必要があると想定される。

なお、治水対策案①に対し掘削規模が大きい
ため、規模に応じた環境保全措置を検討する
必要があると想定される。

環境へ
の影響

●水環
境に対し
てどのよ
うな影響
があるか

　 　  治水対策案
　  　　 と実施内
　　　　　 容の概
              要

 評価軸と
評価の考え方

●生物
の多様
性の確
保及び
流域の
自然環
境全体
にどのよ
うな影響
があるか
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表 4-17 評価軸による評価結果（洪水調節）⑩ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

河川整備計画 Ⅰ.既設ダムの有効活用による治水対策 Ⅱ.河道改修による治水対策 Ⅲ.新たな施設による治水対策 Ⅳ.流域を中心とした治水対策
① ② ③ ④ ⑤

鳥海
ちょうかい

ダム案
大内
お お う ち

ダムかさ上げ＋堤防のかさ上げ及び河道

掘削案
堤防のかさ上げ及び河道掘削案 遊水地＋河道掘削案

遊水機能を有する土地の保全等
＋堤防のかさ上げ及び河道掘削案

・鳥海ダム

・大内ダム(既設）かさ上げ
・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　　　 かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
 　　　　　　　かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・遊水地(上流部)
・河道改修：全川にわたる河道掘削の追加

・遊水機能を有する土地の保全＋二線堤＋
 土地利用規制
・河道改修：下流部市街地区間の堤防の
　　　　　　　 かさ上げの追加
　　　　　　　 全川にわたる河道掘削の追加

・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤 ・河道改修：河道掘削＋築堤
【鳥海ダム】 【大内ダム（既設）かさ上げ】

・鳥海ダム直下の子
こ

吉川
よ し が わ

では、流況の変化によ

る河床材料の粗粒化が想定される。

・子吉川では流況の変化による河床高の変化

は小さいと想定される。

・現状の大内ダムと比較して、ダム貯水池内で
洪水が滞留する時間は長くなると考えられ、下
流への土砂供給が変化する可能性はあるが、
その影響は小さいと想定される。

【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】
・河道掘削を実施した区間において、再び土砂
が堆積する場合は、掘削が必要となる可能性

がある（なお、河道掘削量は約110万m
3
）。

・河道掘削を実施した区間において、再び土砂
が堆積する場合は、掘削が必要となる可能性

がある（なお、河道掘削量は約380万m
3
）。

・河道掘削を実施した区間において、再び土砂
が堆積する場合は、掘削が必要となる可能性

がある（なお、河道掘削量は約380万m
3
）。

・河道掘削を実施した区間において、再び土砂
が堆積する場合は、掘削が必要となる可能性

がある（なお、河道掘削量は約230万m
3
）。

・河道掘削を実施した区間において、再び土砂
が堆積する場合は、掘削が必要となる可能性

がある（なお、河道掘削量は約380万m
3
）。

【鳥海ダム】 【大内ダム（既設）かさ上げ】 【遊水地（上流部）】 【遊水機能を有する土地の保全＋二線堤等】
・ダム堤体及び付替道路等により景観が変化
すると想定されるため、法面の植生の回復等の
環境保全措置を講じる必要があると想定され
る。

・ダム堤体のかさ上げや付替道路等により景観
が変化すると想定されるため、法面の植生の回
復等の環境保全措置を講じる必要があると想
定される。

・越流堤等の整備により、景観が変化すると想
定される。

・二線堤が整備されるため、景観が変化すると
想定される。

・貯水池の一部が鳥
ちょう

海
か い

国定
こ く て い

公園
こ う え ん

区域と重複す

る。

・貯水池の一部が鳥海国定公園区域と重複す

るが、名勝「法体
ほ っ た い

の滝
た き

」（法体
ほ っ た い

園
え ん

地
ち

）への影響や

ダム及び貯水池周辺で人と自然とのふれあい

の場への影響は小さいと想定される。

・人と自然との豊かな触れ合いの活動の場へ
の影響は、小さいと想定される。

・人と自然との豊かな触れ合いの活動の場へ
の影響は、小さいと想定される。

・人と自然との豊かな触れ合いの活動の場へ
の影響は、小さいと想定される。

・人と自然との豊かな触れ合いの活動の場へ
の影響は、小さいと想定される。

【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】 【河道改修】
・河道掘削及び築堤により、河道に沿った範囲
及び高水敷において景観の変化が想定され
る。

・河道掘削及び築堤により、河道に沿った範囲
及び高水敷において景観の変化が想定され
る。

・河道掘削及び築堤により、河道に沿った範囲
及び高水敷において景観の変化が想定され
る。

・河道掘削及び築堤により、河道に沿った範囲
及び高水敷において景観の変化が想定され
る。

・河道掘削及び築堤により、河道に沿った範囲
及び高水敷において景観の変化が想定され
る。

【遊水地（上流部）】 【遊水機能を有する土地の保全＋二線堤等】
・遊水地（上流部）においては、洪水発生後、洪
水で運ばれた土砂やゴミ等の処理が必要にな
ると想定される。

・遊水機能を有する土地の保全をする区域にお
いては、洪水発生後、洪水で運ばれた土砂や
ゴミ等の処理が必要になると想定される。

環境へ
の影響

●土砂
流動はど
う変化
し、下流
河川・海
岸にどの
ように影
響するか

●景観、
人と自然
との豊か
な触れ合
いにどの
ような影
響がある
か

●その
他

　 　  治水対策案
　  　　 と実施内
　　　　　 容の概
              要

 評価軸と
評価の考え方
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5. 新規利水の観点からの検討 
① ダム事業参画予定継続の意思・必要な開発量の確認 
利水参画予定者である由利

ゆ り

本荘市
ほんじょうし

に対して、平成 22 年 11 月 17 日付けで文書を発送し、平成 22 年 12 月

17 日付けで参画予定継続の意志があり、必要な開発量は 0.340m3/s（29,390m3/日）と回答を得た。 
 

表 5-1 水道の利水参画予定継続の意思確認結果 

対象事業 水道（由利本荘市） 
参画予定継続の意向 有 

確認結果 
必要開発量 

0.340m3/s［29,390m3/日］ 
 
② 水需要の点検・確認 
②-1 利水参画予定者の水需給状況 
給水人口の推移は、行政区域内人口の減少に伴い減少傾向にあるものの、一人あたり使用水量は増加傾向

にあり、今後も公共下水道整備を実施する計画であることから使用水量の増加が見込まれている。 
また、本荘工業団地に誘致された工場が暫定操業を開始しており、将来的な操業規模では 4,000m3/日の水

需要が見込まれている。 
水源については不安定な既存水源を最小限（貯水池の依存量を抑制）とし、安全かつ安定的な給水を図る

ため、不足する分を水源転換として鳥海
ちょうかい

ダムに求める計画としている。 
 
②-2 将来水需給の確認 
鳥海ダムに参画を予定している上水道の供給区域内では、平成 19 年度時点で給水人口 69,473 人、1 日最

大給水量 34,818m3/日に対して、平成 35 年度には計画給水人口 64,149 人、計画 1 日最大給水量 41,290m3/
日と推計している。 
計画１日最大給水量は、水道施設設計指針等に沿って計画給水区域内人口、水道普及率、原単価（生活用

水、業務・営業用水、工場用水、その他用水）等の基本的事項を設定した上で算出していることを確認した。 
さらに、平成 35 年度の計画 1 日最大取水量 43,350m3/日は、計画 1 日最大給水量に利用量率（ロス率）を

考慮して算出していることを確認した。 
 
②-3 確保水源の状況 
由利本荘市において現時点で確保されている水源は 46,557m3/日である。このうち台地上のため池で、不安

定な黒森川
くろもりがわ

貯水池は縮小継続するとともに、水量不足等の課題を持つ小規模な水道施設（簡易水道等）の水

源の廃止・縮小により、平成 35 年時点の水源は水利権量の 2,160ｍ3/日とあわせて合計 13,960m3/日となって

いる。 
平成 35 年時点の計画 1 日最大取水量 43,350m3/日は、由利本荘市が所有する水源 13,960m3/日に加え、鳥

海ダムの参画予定水量 29,390m3/日で確保することとしている。 

 
②-4 必要な開発水量の確認結果 
利水参画予定者の必要量は、水道施設設計指針等に基づき、公的な実績統計データをもとに一般的な統計

学的手法によって人口や原単位等が算定されていることを確認した。 
よって、利水参画予定者に確認した必要な開発量を確保することを基本として新規利水対策案を立案する

こととした。 

表 5-2 必要な開発量の算定に用いられた推計手法等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○水道事業認可の状況：現在進められている由利本荘市水道事業は、平成 20 年 3 月に変更認可を受けている。 

 
③ 複数の新規利水対策案の立案（鳥海ダム案） 
新規利水対策案（鳥海ダム案）は、利水参画予定者に確認した必要な開発量（水道用水 0.340m3/s）を確保

することを基本として検討を行った。 
 
④ 複数の新規利水対策案の立案（鳥海ダムを含まない案） 
④-1 新規利水対策案の基本的な考え方 
検証要領細目で示されている方策を参考にして、できる限り幅広い新規利水対策案を立案することとした。 

・ 新規利水対策案は、利水参画予定者に確認した必要な開発量を確保することを基本として立案する。 
・ 立案にあたっては、検証要領細目に示されている各方策の適用性を踏まえて、組み合わせを検討する。 

 

計画目標年次 平成35年
供給区域の確認 由利本荘市水道用水：必要な開発量の供給対象区域は、由利本荘市

計画取水量＝（有収水量＋有効無収水量）÷有効率÷負荷率×割増率
○基本式各項目の推計手法：時系列回帰分析（H10～H19）

点検項目 指針等との整合 推計値

行政区域内人口 平成10～19年までの人口動態に基づき、時系列傾向分析の手法により推計した値を採用
水道施設設計指針等に沿って、公的な統
計データから推計式を作成し推計

77,402人

給水区域内人口 平成10～19年までの人口動態に基づき、時系列傾向分析の手法により推計した値を採用
水道施設設計指針等に沿って、公的な統
計データから推計式を作成し推計

64,236人

水道普及率 上水道は100％、簡易水道は99％に設定
水道施設設計指針等に沿って、公的な統
計データから推計式を作成し推計

99.9%

業務営業用使用水量 使用水量実績を基に時系列傾向分析により推計
水道施設設計指針等に沿って、公的な統
計データから推計式を作成し推計 3,972m

3
/日

工場用使用水量
使用水量の実績を基に時系列傾向分析により推計

西目地域や本荘工業団地の誘致企業等に新たな給水を見込み使用水量を推計（4,000m
3
/日）

水道施設設計指針等に沿って、公的な統
計データから推計式を作成し推計 7,209m

3
/日

その他用使用水量 直近実績値を採用し各年一定（近年の使用水量が急増しているため時系列傾向は利用しない）
水道施設設計指針等に沿って、近年の傾
向を踏まえた上で、将来水量を近年の実績
値に設定

1,326m
3
/日

③有効率 有効率は計画目標年次10年後を95.0%として、H19年（実績最終年）実績との間で比例補完
水道施設設計指針等に沿って、市の整備
目標値を反映させて推計

93.2%

④有収率
有効無収率は過去10年の実績平均値から設定
有収率＝有効率-有効無収率

近年の実績値を基に推計値を設定 92.1%

⑤負荷率
至近10ヵ年（H10～H19）の実績最低値
本荘工業団地（新たな誘致企業等の給水含む）は年間を通じて一定の使用水量が見込まれることから９
５％と設定

水道施設設計指針等に沿って、過去の実
績値から設定

73.6%

⑥利用量率（割増率） 浄水処理に伴うロス水量（浄水場作業用水等）を5％見込む
水道施設設計指針等及び実績を踏まえ設
定

5.0%

需要想定値は、下記の通り算出
・一日最大給水量＝（有収水量＋有効無収水量）÷有効率÷負荷率で算定されていることを確認
・計画取水量＝一日最大給水量×割増率で算定されていることを確認
算定された計画取水量を需要想定値として採用

⑧河川依存量 既得水利権は、既得水利使用許可水量を採用 - 2,160m
3
/日

⑨確保水源の状況 計画取水量43,350m
3
/日に対する、既存水源の統廃合・縮小などを踏まえた確保状況（既得水利、黒森

く ろ も り

川
がわ

貯

水池、芦川
あしかわ

ダム、ボツメキ水源）

- 13,960m
3
/日

⑩必要な開発量の確保

・由利本荘市上水道の主要水源である黒森川貯水池は、流入河川の無い台地上のため池で、
極めて不安定な水源となっている。このため、依存度を抑制し、安定水源への転換を必要としている。
・簡易水道等の小規模な水道施設が多く、経営基盤の強化、維持管理体制の強化、業務の効率化を図る必
要があり、今後、老朽化に伴う施設更新と合わせて上水道と統合をはかる
・需要想定値に対して、河川依存量及び確保水源の状況より、必要な開発量について確認

- 29,390m
3
/日

基礎データの確認

基本事項
基本式

①給水人口

②原単位

生活用使用水量

⑦需要想定値（計画取水量）

水道施設設計指針等に沿って、公的な統
計データから推計式を作成し推計

水道施設設計指針等に沿って、公的な統
計データから推計式を作成し推計 43,350m

3
/日

241ﾘｯﾄﾙ/人・日

（15,467m
3
/日）

使用水量実績を基に時系列傾向分析等により推計
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④-2 新規利水対策案の適用性 

17 方策の子
こ

吉川
よしがわ

流域への適用性から、3)湖沼開発、4)流況調整河川、8)水系間導水、13)ダム使用権等の振

替、14)既得水利の合理化・転用、17)雨水・中水利用の 6 方策を除く 11 方策において検討を行うこととした。 
なお、このうち 12)水源林の保全、15)渇水調整の強化、16）節水対策は全ての利水対策に共通するもので

あるため、これらを除く 8 方策を組み合わせの対象とした。 

表 5-3 17 方策の子吉川流域への適用性 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    ：組合せの対象とする方策    ：効果量に関わらず全てに共通の方策 
    ：今回の検討において組合せの対象としない方策 

 
④-3 新規利水対策案の組み合わせの考え方 
新規利水対策案の検討において、検証要領細目に示された方策のうち、子吉川流域に適用可能な 8 方策を

組み合わせて、できる限り幅広い新規利水対策案を立案した。 
新規利水対策案は、単独方策で効果を発揮できる案及び複数方策の組み合わせによって効果を発揮できる

案について検討した。 
なお、「水源林の保全」、「渇水調整の強化」、「節水対策」については、効果を定量的に見込むことはできな

いが、効果にかかわらず行うべきと考えられるため、全ての新規利水対策案に共通するものとしている。 
 

表 5-4 新規利水対策案の組み合わせ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※「水源林の保全」、「渇水調整の強化」、「節水対策」については、全ての対策案に共通である。 
※ダム再開発については、「大内ダムかさ上げ」「大内ダム貯水池掘削」「小羽広ダム貯水池掘削」のうち、最も安価である「大内ダムか

さ上げ」を対象とした。 
※他用途ダム容量買い上げについては、「大内ダム」「小羽広ダム」のうち、安価である「小羽広ダム」を対象とした。 
※ため池（取水後の貯留施設を含む）については、「子吉ため池」「八塩ため池」のうち、安価である「八塩ため池」を対象とした。 

方策 概   要   等 子吉川流域への適用性等 

1)ダム 
利水者が許可工作物として自らダムを建設し、水
源とする。 

利水専用ダムについて検討を行う。 

2)河口堰（河口部・
中流部） 

河川の最下流部に堰を設置することにより、淡水
を貯留し、水源とする。 

中流部への堰の新設について検討を行う。 

3)湖沼開発 
湖沼の流出部に堰等を設け、湖沼水位の計画的な
調節を行って貯水池としての役割を持たせ、水源
とする。 

子吉川流域に該当するような湖沼はない。 

4)流況調整河川 

流況の異なる複数の河川を連絡することで、時期
に応じて、水量に余裕のある河川から不足してい
る河川に水を移動させることにより、水の有効活
用を図り、水源とする。 

子吉川近傍には流況調整できるほど流況の豊
富な河川はない。 

5)河道外貯留施設 
（貯水池） 

河道外に貯水池を設け、河川の流水を導水し、貯
留することで水源とする。 

河道外貯留施設（貯水池・調整池）の新設に
ついて検討を行う。 

6)ダ厶再開発 
(かさ上げ・掘削) 

既存のダ厶をかさ上げあるいは掘削することで
利水容量を確保し、水源とする。 

流域内の既設ダムのかさ上げ、貯水池掘削に
ついて検討を行う。 

7)他用途ダム容量

の買い上げ 

既存のダ厶の他の用途のダ厶容量を買い上げて
新規利水のための容量とすることで、水源とす
る。 

流域内の既設ダムの洪水調節容量買い上げに
ついて検討を行う。 

8)水系間導水 
水量に余裕のある水系から導水することで水源
とする。 

子吉川近傍の水系には流況調整できるほど流
況の豊富な河川はない。 

9)地下水取水 
伏流水や河川水に影響を与えないよう配慮しつ
つ、井戸の新設等により、水源とする。 

地下水取水の検討を行う。 

10)ため池（取水後
の貯留施設を含

む） 

主に雨水や地区内流水を貯留するため池を設置
することで、水源とする。 

流域内の既設ため池のかさ上げについて検討
を行う。 

11)海水淡水化 海水を淡水化する施設を設置し、水源とする。 海水淡水化施設の新設について検討を行う。

12)水源林の保全 
主にその土壌の働きにより、雨水を地中に浸透さ
せ、ゆっくりと流出させるという水源林の持つ機
能を保全し、河川流況の安定化を期待する。 

子吉川流域の現状の森林機能持続に向けた努
力を継続する。 

13)ダム使用権等の
振替 

需要が発生しておらず、水利権が付与されていな
いダム使用権等を必要なものに振り替える。 

流域内の既設ダムにおいて振り替え可能な容
量はない。 

14)既得水利の合理
化・転用 

用水路の漏水対策、取水施設の改良等による用水
の使用量の削減、農地面積の減少、産業構造の変
革等に伴う需要減分を、他の必要とする用途に転
用する。 

子吉川流域の既得水利権で合理化・転用の可
能なものはない。 

15)渇水調整の強化 
渇水情報連絡会の機能を強化し、渇水時に被害を
最小限とするような取水制限を行う。 

渇水情報連絡会の機能を強化し、渇水時の被
害を最小となるよう取水制限を行う措置であ
り、従来より渇水時に行われた手法であり、
今後も継続して実施する。 

16)節水対策 
節水コマなど節水機器の普及、節水運動の推進、
工場における回収率向上等により、水需要の抑制
を図る。 

節水機器の普及、節水運動の推進などにより
水需要の抑制を図るものであり、効果量にか
かわらず行うべき対策である。 

17)雨水・中水利用 
雨水利用の推進、中水利用施設の整備、下水処理
水利用の推進により、河川水・地下水を水源とす
る水需要の抑制を図る。 

利用施設の整備の推進は、利用できる施設を
有する各施設管理者の判断によって取り組ま
れるものであり、子吉川での予めの効果評価
は困難である。 

 

大内
おおうち

ダム 大内ダム 小
こ

羽
は

広
びろ

ダム
かさ上げ 貯水池掘削 貯水池掘削

現計画 1 V=300千m3

利水専用
ダム

2
H=18.5m

V=300千m3

3
中流部堰
n=1箇所

V=300千m3

4
貯水池
n=1箇所

V=300千m3

5
H=＋1.5m

V=300千m3

6
洪水調節容
量買い上げ

V=300千m3

7

揚水井
　n=12本

V=300千m3

相当

8
H=＋3.0m

V=300千m3

9
n=1箇所

V=300千m3

相当

ダム再開発
他用途ダム

容量買い上げ
鳥海
ちょうかい

ダム
利水専用

ダム
海水

淡水化
地下水
取水

河口堰
(中流部堰)

ため池
河道外

貯留施設 子吉
　こ　よし

ため池

かさ上げ

ダム以外を
中心とした
組み合わせ

八塩
　や　しお

ため池

かさ上げ
大内ダム 小羽広ダム

分類 ケース
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⑤ 概略評価による新規利水対策案の抽出 
前述で立案した 8 の新規利水対策案について、検証要領細目に示されている「②概略評価による治水対策

案の抽出」を準用し概略評価を行い、現計画（ダム案）以外の新規利水対策案を抽出した。 
抽出した結果を表 5-5 に示す。 

 

表 5-5 概略評価による抽出結果 

概略評価による抽出 
分類 検討ケース 実施内容 概算事業費 

(億円) 
判定 

不適当と考えられる評価軸と

その内容 

現計画 
ケース 1 
現計画 

鳥 海
ちょうかい

ダム 20    

Ⅰ.利水専用

ダム 
ケース 2 
利水専用ダム 

利水専用ダム 20 ○   

ケース 3 
河口堰 

中流部堰 30 ○   

ケース 4 
河道外貯留施設 

河道外貯水池 30 ○   

ケース 5 
ダム再開発 

大内
おおうち

ダムかさ

上げ 
90 × コスト 

・コストがケース

3,4.7,8 よりも高い

ケース 6 
他用途ダム容量買い

上げ 

小
こ

羽
は

広
びろ

ダム洪

水調節容量買

い上げ 
80 × コスト 

・コストがケース

3,4.7,8 よりも高い

ケース 7 
地下水取水 

地下水取水 60 ○   

ケース 8 
ため池 

八
や

塩
しお

ため池か

さ上げ 
40 ○   

Ⅱ.ダム以外

を中心と

した組み

合わせ 

ケース 9 
海水淡水化 

海水淡水化 280 × コスト 
・コストがケース

3,4.7,8 よりも高い

 

 
⑥ 新規利水対策案の評価軸ごとの評価 
概略評価により抽出された新規利水対策案について、詳細な検討結果の概要を表 5-6～表 5-8 に示す。ま

た、検証要領細目に示されている 6 つの評価軸により評価を行った結果を表 5-9～表 5-13 に示す。 
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表 5-6 抽出した新規利水対策案の概要① 

項目 
（概略評価時

の名称） 
ケース① 鳥 海

ちょうかい

ダム案 
（現計画） 

ケース② 利水専用ダム案 
（利水専用ダム） 

概  要 ・鳥海ダムにより、必要な開発量を確保する。 
・必要な開発量は、新規水道容量 300 千 m3とする。 

 

・子吉川
こよしがわ

支川百宅
ももやけ

川
がわ

に利水専用ダムを建設し、必要な開発量を確保する。 
・必要な開発量は、新規水道容量 300 千 m3と堆砂容量 28 千 m3を見込む。 

整備内容  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

■鳥海ダム 
・新規利水容量 V=300 千 m3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■利水専用ダム 
・新規利水容量 V=300 千 m3 
・堆砂容量   V= 28 千 m3 

完成までに 
要する費用 事業費 約 12 億円（新規利水分） 事業費 約 12 億円 

 

利水専用ダム 

新規利水 

取水地点 

図 鳥海ダム完成予想図 

 

鳥海ダム 

新規利水 
取水地点 

 鳥海ダム 計画諸元 
河    川 子吉川 
ダム形式 台形 CSG 
堤    高 81.0 m 
堤 頂 長 365.0 m 
流域面積 83.9 km2 
湛水面積 3.1 km2 

総貯水容量 47,000 千 m3 
有効貯水容量 39,000 千 m3 

利用目的 
洪水調節 

流水の正常な機能維持 
水道用水 

事業主体 国土交通省 

 凡例 

：基準地点 

：国道 

：高速道路 

：鉄道 

：流域界 

：市町村界 

：水道用水補給区域 

：大臣管理区間 

図 利水専用ダム 位置図 

図 利水専用ダム 容量配分図 

図 標準断面図 

図 上流面図 

図 鳥海ダム容量配分図 

 

洪水調節容量 21,000千m3

常時満水位 EL.411.5m

利水容量 18,000千m3

流水の正常な機能の維持 17,700千m3

水道用水 300千m3

最低水位 EL.401.3m

基礎地盤 EL.342.0m

堆砂容量 8,000千m3

総貯水容量
47,000千m3

サーチャージ水位 EL.419.2m

有効貯水容量
39,000千m3ダム高

Ｈ＝81.0m

洪水調節容量 21,000千m3

常時満水位 EL.411.5m

利水容量 18,000千m3

流水の正常な機能の維持 17,700千m3

水道用水 300千m3

最低水位 EL.401.3m

基礎地盤 EL.342.0m

堆砂容量 8,000千m3

総貯水容量
47,000千m3

サーチャージ水位 EL.419.2m

有効貯水容量
39,000千m3ダム高

Ｈ＝81.0m

 

堆砂容量 28千m3

水道 300千m3

基礎地盤EL＝412.5m

最低水位EL＝419.5m

常時満水位EL＝426.0m

総
貯

水
容

量
32

8
千

ｍ
３

堤頂標高EL＝430.0m

ダ
ム

高
17

.5
m

 凡例 

：基準地点 

：国道 

：高速道路 

：鉄道 

：流域界 

：市町村界 

：水道用水補給区域 

：大臣管理区間 

利水専用ダム
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表 5-7 抽出した新規利水対策案の概要② 

項目 
（概略評価時

の名称） 

ケース③ 中流部堰案 
（河口堰） 

ケース④ 河道外貯水池案 
（河道外貯留施設） 

概  要 ・子吉川 11.0k 付近に可動堰を建設し、必要な開発量を確保する。 
・必要な開発量は、新規水道容量 300 千 m3を見込む。 
 

・取水地点上流の遊水地候補地（鮎
あゆ

瀬
せ

下流）に貯水池を建設し、必要な開発量を確保する。 
・必要な開発量は、新規水道容量 300 千 m3を見込む。 
 

整備内容  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■中流部堰 
・新規利水容量 V=300 千 m3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■河道外貯水池 
・新規利水容量 V=300 千 m3 

完成までに 
要する費用 事業費 約 22 億円 事業費 約 33 億円 

 

河道外貯水池

新規利水 
取水地点 

 

中流部堰

新規利水 

取水地点 

図 中流部堰 平面図 

図 中流部堰 横断図 

図 可動堰と河床縦断との関係 

新規利水 
取水地点 

子
吉
川

堰  ：１基 

堰高 ：3.1m 

堰形式：ゴム引き布製起伏ゲート 

貯水容量：300千m3 

湛水位　TP.3.23m

貯水容量

既存施設のポンプ取水口の高さ　TP.1.19m

TP.1.19m以下は無効河
積として取り扱う

可動堰

中流部堰 

 

青線は、貯水池の計画範囲を示す。

平常時に取水（ポンプ取水 

渇水時に補給（自然流下）

石沢川

子吉川

現地盤高：+7.50 

貯 水 位：+7.20 

貯水池敷高：+3.60 

面積（上面）：8.8ha 

面積（下面）：8.0ha 

周  長：1.181m 

図 掘削イメージ 

図 ポンプ取水イメージ 

図 貯水池 平面図 

 
P 堤防 本川貯水池

周
囲
堤

貯水池 ：１箇所 

湛水深 ：3.6m 

貯水容量：300千m3 

 凡例 

：基準地点 

：国道 

：高速道路 

：鉄道 

：流域界 

：市町村界 

：水道用水補給区域 

：大臣管理区間 

 凡例 

：基準地点 

：国道 

：高速道路 

：鉄道 

：流域界 

：市町村界 

：水道用水補給区域 

：大臣管理区間 

 遊水地 河道

利水容量

洪水調節容量

・ 堤

利水容量

周
囲
堤

本
堤

自然流下に

よる補給 
平水位

掘削して利水容量
を確保
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表 5-8 抽出した新規利水対策案の概要③ 

項目 
（概略評価時

の名称） 

ケース⑤ 地下水取水案 
（地下水取水） 

ケース⑥ 八
や

塩
しお

ため池かさ上げ案 
（ため池） 

概  要 ・流域内で浄水場に比較的近い平野部に地下水取水施設を設置し、必要な開発量を確保する。 
・必要な開発量は、新規水道容量 300 千 m3相当の 29,390m3/日を見込む。 

・八塩ため池かさ上げにより、必要な開発量を確保する。 
・必要な開発量は、新規水道容量 300 千 m3 を見込む。 

整備内容 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■地下水取水 

・地下水取水量 29,390m3/日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■八塩ため池かさ上げ 

・新規利水容量 V=300 千 m3 

完成までに 
要する費用 事業費 約 52 億円 事業費 約 37 億円 

 

八塩ため池

かさ上げ 

新規利水 
取水地点 

 

地下水取水 

導水延長 
0.5km 

新規利水 
取水地点 

 

揚井戸 

暗渠 
510m 

Ｐ 

Qmax＝0.34m3/s 

管径φ700mm 

既設導水管 
※玉ノ池取水口から子吉浄水場への導水管 

 

地下水取水 

導水路0.5km 

子吉浄水場 

既設導水管 

子
吉
川 

井戸深さ：100m 

井戸孔径：φ200 

井戸本数：12本 

図 導水イメージ 

図 揚水井配置図 

 

八塩ため池

 

堆砂容量 30千m3

利水容量 928千m3

サーチャージ水位EL＝217.04m

総
貯

水
容

量
9
5
8
千

ｍ
３

有
効

貯
水

容
量

9
2
8
千

ｍ
３

構
造

高
2
7
.0

m
か

さ
上

げ
高

3
.0

m

サーチャージ水位EL＝220.04m

総
貯

水
容

量
1
,2

5
8千

m
３

300千ｍ３

堆砂容量 30千m3

利水容量 928千m3

サーチャージ水位EL＝217.04m

総
貯

水
容

量
9
5
8
千

ｍ
３

有
効

貯
水

容
量

9
2
8
千

ｍ
３

構
造

高
2
7
.0

m
か

さ
上

げ
高

3
.0

m

サーチャージ水位EL＝220.04m

総
貯

水
容

量
1
,2

5
8千

m
３

300千ｍ３

図 八塩ため池 

図 八塩ため池 容量配分図 

 

図 八塩ため池 堤体標準断面 

 凡例 

：基準地点 

：国道 

：高速道路 

：鉄道 

：流域界 

：市町村界 

：水道用水補給区域 

：大臣管理区間 

 凡例 

：基準地点 

：国道 

：高速道路 

：鉄道 

：流域界 

：市町村界 

：水道用水補給区域 

：大臣管理区間 
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表 5-9 評価軸による評価結果（新規利水）① 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鳥海ダム
［現計画］

利水専用ダム 中流部堰 河道外貯水池 地下水取水 八塩ため池かさ上げ

・利水参画予定者が必要とす
る水道用水の新規開発量：

29,390ｍ
３
/日が開発可能であ

る。

・利水参画予定者が必要とする
水道用水の新規開発量：

29,390ｍ
３
/日が開発可能であ

る。

・、利水参画予定者が必要とす
る水道用水の新規開発量：

29,390ｍ
３
/日が開発可能であ

る。

・利水参画予定者が必要とする
水道用水の新規開発量：

29,390ｍ
３
/日が開発可能であ

る。

・利水参画予定者が必要とする
水道用水の新規開発量：

29,390ｍ
３
/日が開発可能であ

る。

・利水参画予定者が必要とする
水道用水の新規開発量：

29,390ｍ
３
/日が開発可能であ

る。

【１０年後】
・鳥海ダムは事業実施中であ
り、効果は見込めないと想定さ
れる。

【１０年後】
・利水専用ダムは事業実施中
であり、効果は見込めないと想
定される。

【１０年後】
・中流部堰は完成し水供給が
可能となると想定される。

【１０年後】
・河道外貯水池は完成し水供
給が可能となると想定される。

【１０年後】
・地下水取水施設は事業実施
中であるが、一部施設につい
ては水供給が可能となると想
定される。

【１０年後】
・八塩ため池かさ上げは完成し
水供給が可能となると想定され
る。

【２０年後】
・鳥海ダムは完成し水供給が
可能となると想定される。

【２０年後】
・利水専用ダムは完成し水供
給が可能となると想定される。

【２０年後】
・地下水取水施設は完成し水
供給が可能となると想定され
る。

※予算の状況により、変動す
る場合がある。

※予算の状況により、変動する
場合がある。

※予算の状況により、変動する
場合がある。

※予算の状況により、変動する
場合がある。

※予算の状況により、変動する
場合がある。

※予算の状況により、変動する
場合がある。

・取水予定地点である子吉川
の玉ノ池地区において必要な
水量を取水することが可能であ
る。

・取水予定地点である子吉川
の玉ノ池地区において必要な
水量を取水することが可能であ
る。

・取水予定地点である子吉川
の玉ノ池地区において必要な
水量を取水することが可能であ
る。

・取水予定地点である子吉川
の玉ノ池地区において必要な
水量を取水することが可能であ
る。

・現状の河川水質と同等と考え
られる。

・現状の河川水質と同等と考え
られる。

・現状の河川水質と同等と考え
られる。

・現状の河川水質と同等と考え
られる。

・地下水取水地点により得られ
る水質が異なると考えられる。

・現状の河川水質と同等と考え
られる。

約１２億円 約１２億円 約２２億円 約３３億円 約５２億円 約３７億円

(新規利水分)

約７百万円/年 約２９百万円/年 約１８百万円/年 約４５百万円/年 約１２０百万円/年 約１百万円/年

※維持管理に要する費用は鳥
海ダムの整備に伴う新規利水
分を計上した。

※維持管理に要する費用は八
塩ため池かさ上げの整備に伴
う増加分を計上した。

●その他（ダム中止に
伴って発生する費用
等）の費用はどれくら
いか

・発生しない。 ・発生しない。 ・発生しない。 ・発生しない。 ・発生しない。 ・発生しない。

・取水予定地点である子
こ

吉川
よしがわ

の玉
たま

ノ池
のいけ

地区において必要な

水量を取水することが可能で

ある。

・詳細な地下水調査が未実施
であり今後の調査により取水
可能と判断されれば、取水予
定地点において、必要な水量
を取水することが可能である。

⑤地下水取水案 ⑥八
や

塩
し お

ため池かさ上げ案①鳥海
ちょうかい

ダム案 ②利水専用ダム案 ③中流部堰案 ④河道外貯水池案

●利水参画者に対し、

開発量として何m
3
/s必

要かを確認するととも
に、その算出が妥当に
行われているかを確認
することとしており、
その量を確保できるか

●段階的にどのように
効果が確保されていく
のか

●どのような水質の用
水が得られるか

●どの範囲でどのよう
な効果が確保されてい
くのか
（取水位置別に、取水
可能量がどのように確
保されるか）

●維持管理に要する費
用はどのくらいか

２．コスト

●完成までに要する費
用はどのくらいか

１．目標

　　　　　　　　　新規利水対策案と
　　　　　　　　　　　　　　実施内容の概要

　評価軸と評価の考え方



 
 

 - 34 -

 

表 5-10 評価軸による評価結果（新規利水）② 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鳥海ダム
［現計画］

利水専用ダム 中流部堰 河道外貯水池 地下水取水 八塩ため池かさ上げ

・鳥海ダム建設に必要な用地
取得は未実施である。

なお、現時点で土地所有者等
に説明を行っているとともに、
利水参画予定者との調整が進
んでいる。

・４８戸の家屋移転
・約３５０haの用地取得 ・約１０haの用地取得 ・約１０haの用地取得 ・約１haの用地取得 ・約１haの用地取得

･市道及び林道の付替に関す
る調整が必要である。

･市道の付替に関する調整が
必要である。

・その他特に調整すべき関係
者は現時点では想定されな
い。

・その他特に調整すべき関係
者は現時点では想定されな
い。

・浄水施設へ導水するための
導水管を道路敷地内などに地
下埋設するため、管理者との
調整が必要となる。

･市道の付替に関する調整が
必要である。

・秋田県より、施設完成後の維
持管理費について、水道事業
者の負担増の懸念が表明され
ている。

・秋田県より、施設完成後の維
持管理費について、水道事業
者の負担増の懸念が表明され
ている。

●事業期間はどの程度
必要か ・本省による対応方針の決定

を受けてから、約16年間を要
する。

・利水専用ダム完成までに約
11年間を要する。

・中流部堰完成までに約9年間
を要する。

・河道外貯水池完成までに約１
0年間を要する。

・必要量全量の取水が可能と
なる施設の完成までに約１１年
間を要する。

・八塩ため池かさ上げ完了まで
に約8年間を要する。

●技術上の観点から実
現性の見通しはどうか ・技術上の観点で実現性の隘

路となる要素はない。
・技術上の観点で実現性の隘
路となる要素はない。

・技術上の観点で実現性の隘
路となる要素はない。

・技術上の観点で実現性の隘
路となる要素はない。

・必要な揚水量を確保するた
め、地下水賦存量調査や地盤
沈下量調査など現地における
十分な調査が必要である。

・技術上の観点で実現性の隘
路となる要素はない。

・現行法制度のもとで利水専用
ダム案を実施することは可能
である。

・必要な用地取得は未実施で
ある。なお、現時点では、本対
策案について土地所有者等へ
の説明は行っていない。

・地下水取水施設の用地取得
が必要となるため、土地所有
者等との合意が必要である。な
お、現時点で土地所有者等へ
の説明は行っていない。

・中流部堰は国有地であり、土
地所有者等との調整は必要な
い。

　　　　　　　　　新規利水対策案と
　　　　　　　　　　　　　　実施内容の概要

　評価軸と評価の考え方

●土地所有者等の協力
の見通しはどうか ・八塩ため池かさ上げに関し、

土地所有者等との合意が必要
である。なお、現時点で土地所
有者等への説明は行っていな
い。

・河道外貯水池の用地取得が
必要となるため、土地所有者
等との合意が必要である。な
お、現時点で土地所有者等へ
の説明は行っていない。

3.実現性

●関係する河川使用者
の同意の見通しはどう
か

●発電を目的として事
業に参画している者へ
の影響の程度はどうか

●法制度上の観点から
実現性の見通しはどう
か

●その他の関係者との
調整の見通しはどうか

・鳥海ダム下流の関係河川使
用者の同意が必要である。な
お、現時点では一部の河川使
用者に対して、可能な範囲で
説明を行っている。

・利水専用ダム下流の関係河
川使用者の同意が必要であ
る。なお、現時点では関係する
河川使用者に説明等を行って
いない。

・中流部堰下流の関係河川使
用者の同意が必要である。な
お、現時点では関係する河川
使用者に説明等を行っていな
い。

・現行法制度のもとで鳥海ダム
案を実施することは可能であ
る。

・地下水利用に伴い、同意を必
要とする関係する河川使用者
は、現時点では想定されない。

・八塩ため池下流の関係河川
使用者の同意が必要である。
なお、現時点では関係する河
川使用者に説明等を行ってい
ない。

・河道外貯水池下流の関係河
川使用者の同意が必要であ
る。なお、現時点では関係する
河川使用者に説明等を行って
いない。

・由
ゆ

利
り

本荘
ほんじょう

市
し

より、地盤沈下な

どの周辺への影響や水質の状

況が不明であり、将来に渡って

の安定取水の確保ができるか

などの不確定な要素に関する

懸念が表明されている。

・現行法制度のもとで河道外貯
水池案を実施することは可能
である。

・現行法制度のもとで地下水取
水案を実施することは可能で
ある。

・現行法制度のもとで中流部堰
案を実施することは可能であ
る。

①鳥海
ちょうかい

ダム案 ②利水専用ダム案 ③中流部堰案 ④河道外貯水池案 ⑤地下水取水案 ⑥八
や

塩
し お

ため池かさ上げ案

・現行法制度のもとで八塩ため
池かさ上げ案を実施することは
可能である。
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表 5-11 評価軸による評価結果（新規利水）③ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鳥海ダム
［現計画］

利水専用ダム 中流部堰 河道外貯水池 地下水取水 八塩ため池かさ上げ

４．持続性

●将来にわたって持続
可能といえるか ・継続的な監視や観測が必要

となるが、適切な維持管理によ
り持続可能である。

・継続的な監視や観測が必要
となるが、適切な維持管理によ
り持続可能である。

・継続的な監視や観測が必要
となるが、管理実績もあり、適
切な維持管理により持続可能
である。

・継続的な監視や観測が必要
となるが、管理実績もあり、適
切な維持管理により持続可能
である。

・地下水取水は周辺の地下水
利用や周辺地盤への影響が懸
念されることから、継続的な監
視や観測が必要である。

・継続的な監視や観測が必要
となるが、管理実績もあり、適
切な維持管理により持続可能
である。

・材料採取や付替道路工事に
より、隣接する地区で一部土
地の改変を行うこととなる。

･付替道路工事により、隣接す
る地区で一部土地の改変を行
うこととなる。

･付替道路工事により、隣接す
る地区で一部土地の改変を行
うこととなる。

・４８戸の家屋移転

・約３５０haの用地取得 ・約１０haの用地取得 ・約１０haの用地取得 ・約１haの用地取得 ・約１haの用地取得

・市道及び林道の付替 ・市道の付替 ・市道の付替

・湛水の影響等による地すべり
の可能性の有無について確認
が必要となる。

・湛水の影響等による地すべり
の可能性の有無について確認
が必要となる。

・湛水の影響等による地すべり
の可能性の有無について確認
が必要となる。

・ダム湖を新たな観光資源とし
た地域振興の可能性がある一
方でフォローアップが必要であ
る。

・新たな水面がレクリェーション
の場となり、地域振興につなが
る可能性がある。

・新たな水面がレクリェーション
の場となり、地域振興につなが
る可能性がある。

・新たな水面がレクリェーション
の場となり、地域振興につなが
る可能性がある。

・効果は想定されない。 ・効果は想定されない。

・付替道路の整備により名勝

「法体
ほ っ た い

の滝
た き

」（法
ほ っ

体
た い

園
え ん

地
ち

）へのア

クセス向上等、観光振興への

活用が考えられる。

●地域間の利害の衡平
への配慮がなされてい
るか

・鳥海ダムを新たに建設するた
め、移転を強いられる水源地
や事業地と受益地である下流
域との間で、地域間の利害の
衡平の調整が必要になる。鳥
海ダムの場合には、基本的に
は水源地域の理解は得ている
状況である。

・利水専用ダムを新たに建設
するため、用地買収が伴う水
源地や事業地と受益地である
下流域との間で、地域間の利
害の衡平の調整が必要にな
る。

・対策実施箇所と受益地が同
一であり、地域間の利害の衝
平の調整は必要ないと考えら
れる。

・対策実施箇所と受益地が同
一であり、地域間の利害の衝
平の調整は必要ないと考えら
れる。

・対策実施箇所と受益地が同
一であり、地域間の利害の衝
平の調整は必要ないと考えら
れる。

・既存施設のかさ上げである
が、用地の提供等を強いられ
る水源地や事業地と受益地で
ある下流域との間で、地域間
の利害の衝平の調整が必要に
なる。

・水源地では、水源地域の
方々で地権者会等を組織する
とともに、関係市と受益者で建
設促進期成同盟会を組織し、
情報の共有や地域間の利害
の衡平等を図ってきている。

・国有地であり新たな用地取得
等は必要ないことから、影響は
小さいと想定される。

●事業地及びその周辺
への影響はどの程度か

　　　　　　　　　新規利水対策案と
　　　　　　　　　　　　　　実施内容の概要

　評価軸と評価の考え方

５．地域社
会への影

響

●地域振興等に対して
どのような効果がある
か

・地盤沈下による周辺構造物
等への影響や周辺の地下水利
用への影響が懸念される。

③中流部堰案 ④河道外貯水池案 ⑤地下水取水案 ⑥八
や

塩
し お

ため池かさ上げ案①鳥海
ちょうかい

ダム案 ②利水専用ダム案
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表 5-12 評価軸による評価結果（新規利水）④ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鳥海ダム
［現計画］

利水専用ダム 中流部堰 河道外貯水池 地下水取水 八塩ため池かさ上げ

・流域内の類似施設の状況か
ら、水環境への影響は小さいと
想定される。

・流域内の類似施設の状況か
ら、水環境への影響は小さいと
想定される。

・河道外の施設であるため水
環境への影響は小さいと想定
される。

・河川への導水はないことから
水環境への影響は想定されな
い。

・現在の八塩ため池において
貯水池の水環境は維持されて
おり、かさ上げ後も水環境への
影響は小さいと想定される。

・鳥海ダム建設後の貯水池の
富栄養化については発生する
可能性が低いと想定される。

・地盤沈下等に対する影響は
ないと想定される。

・地盤沈下等に対する影響は
ないと想定される。

・地盤沈下等に対する影響は
ないと想定される。

・由
ゆ

利
り

本荘
ほんじょう

市
し

より、地盤沈下な

どの周辺への影響が不明であ

るなどの不確定な要素に関す

る懸念が表明されている。

・湛水面積　3.1km
2

・湛水面積　0.1km
2

・子吉川では流況の変化によ
る河床高の変化は小さいと想
定される。

●水環境に対してどの
ような影響があるか ・鳥海ダム完成後のダム下流

への影響について、水質予測
では水温の上昇等の可能性が
あり、選択取水設備等の環境
保全措置が必要と想定され
る。

・新たな地下水取水により、地
下水位の低下や地盤沈下を起
こす可能性があると想定され
る。

①鳥海
ちょうかい

ダム案 ②利水専用ダム案 ③中流部堰案 ④河道外貯水池案 ⑤地下水取水案 ⑥八
や

塩
し お

ため池かさ上げ案

・貯水池の掘削に伴い周辺の
地下水位が低下する可能性が
あり、必要に応じて遮水シート
等の対策が必要になると想定
される。

●地下水位、地盤沈下
や地下水の塩水化にど
のような影響があるか

●生物の多様性の確保
及び流域の自然環境全
体にどのような影響が
あるか

●土砂流動はどう変化
し、下流河川・海岸に
どのように影響するか

・堰上下流において河床高の
変動が想定されるが、その変
化は小さいと想定される。

・河道外への貯留のため土砂
流動への影響は小さいと想定
される。

・水位の上昇により周辺の地下
水位が上昇する可能性があ
り、必要に応じて止水板等の対
策が必要になると想定される。

・既存の八塩ため池を活用する
対策案であり、現状と比較して
土砂流動への影響は小さいと
想定される。

・利水専用ダムの直下の子吉
川では、河床材料の粗粒化等
が生じる可能性がある。

・鳥海ダム直下の子
こ

吉
よし

川
がわ

では、

流況の変化による河床材料の

粗粒化が想定される。

　　　　　　　　　新規利水対策案と
　　　　　　　　　　　　　　実施内容の概要

　評価軸と評価の考え方

６. 環境
への影響

・動植物の生息・生育環境に影
響を与える可能性があり、必要
に応じて生息環境の整備や移
植等の環境保全措置を講ずる
必要があると想定される。

・動植物の生息・生育環境に影
響を与える可能性があり、必要
に応じて生息環境の整備や移
植等の環境保全措置を講ずる
必要があると想定される。

・河道外に施設を設置するもの
であり、河川への導水がないこ
とから、土砂流動への影響は
想定されない。

・動植物の生息・生育環境に影
響を与える可能性があり、必要
に応じて生息環境の整備や移
植等の環境保全措置を講ずる
必要があると想定される。

・動植物の生育・生息環境に影
響を与える可能性があり、必要
に応じて生息環境の整備や移
植等の環境保全措置を講ずる
必要があると想定される。

・動植物の生育・生息環境に影
響を与える可能性は小さいと想
定される。

・動植物の生息・生育環境に影
響を与える可能性があり、必要
に応じて生息環境の整備や移
植等の環境保全措置を講ずる
必要があると想定される。
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表 5-13 評価軸による評価結果（新規利水）⑤ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鳥海ダム
［現計画］

利水専用ダム 中流部堰 河道外貯水池 地下水取水 八塩ため池かさ上げ

・貯水池の一部が鳥海
ちょうかい

国定
こ く て い

公
こ う

園
え ん

区域と重複するが、名勝「法
ほ っ

体
た い

の滝
た き

」（法体
ほ っ た い

園地
え ん ち

）への影響

はなく、ダム及び貯水池周辺で

人と自然とのふれあいの場へ

の影響は小さいと想定される。

・現状からの変化は小さいと想
定される。

・現状からの変化は小さいと想
定される。

・現状からの変化は小さいと想
定される。

・現状からの変化は小さいと想
定される。

６. 環境
への影響

・地下水取水時のポンプ使用
により電力使用量が増加する
ことから、これに対応する分量
のCO2排出量増加が想定され
る。

・ダム堤体及び付替道路等に
より景観が変化すると想定さ
れるため、法面の植生の回復
等の環境保全措置を講じる必
要があると想定される。

●CO2排出負荷はどう
変わるか ・河川水取水時のポンプ使用

により電力使用量が増加する
ことから、これに対応する分量
のCO2排出量増加が想定され
る。

・景観や人と自然との豊かな触
れ合いの場への影響は小さい
と想定される。

・景観や人と自然との豊かな触
れ合いの場への影響は小さい
と想定される。

・ダム堤体及び貯水池の出現
により景観が変化すると想定さ
れるため、法面の植生の回復
等の環境保全措置を講じる必
要があると想定される。

　　　　　　　　　新規利水対策案と
　　　　　　　　　　　　　　実施内容の概要

　評価軸と評価の考え方

・景観や人と自然との豊かな触
れ合いの場への影響は小さい
と想定される。

・景観や人と自然との豊かな触
れ合いの場への影響は小さい
と想定される。

●景観、人と自然との
豊かな触れ合いにどの
ような影響があるか

⑤地下水取水案 ⑥八
や

塩
し お

ため池かさ上げ案①鳥海
ちょうかい

ダム案 ②利水専用ダム案 ③中流部堰案 ④河道外貯水池案
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6. 流水の正常な機能の維持の観点からの検討 
① 複数の流水の正常な機能の維持対策案の立案（鳥海ダム案） 
流水の正常な機能の維持対策案（鳥海

ちょうかい

ダム案）は、流水の正常な機能のために必要な容量を確保すること

を基本として検討を行った。 
 
② 複数の流水の正常な機能の維持対策案の立案（鳥海ダムを含まない案） 
②-1 流水の正常な機能の維持対策案の基本的な考え方 
検証要領細目で示されている方策を参考にして、できる限り幅広い流水の正常な機能の維持対策案を立案

することとした。 
・ 対策案は、流水の正常な機能を維持するため必要となる容量を確保することを基本として立案する。 
・ 立案にあたっては、検証要領細目に示されている各方策の適用性を踏まえて、組み合わせを検討する。 

 
②-2 流水の正常な機能の維持対策案の適用性 

17 方策の子
こ

吉川
よしがわ

流域への適用性から、3)湖沼開発、4)流況調整河川、8)水系間導水、9)地下水取水、11)海
水淡水化、13)ダム使用権等の振替、14)既得水利の合理化・転用、17)雨水・中水利用の 8 方策を除く 9 方策

において検討を行うこととした。 
なお、このうち 12)水源林の保全、15)渇水調整の強化、16）節水対策は全ての利水対策に共通するもので

あるため、これらを除く 6 方策を組み合わせの対象とした。 
 
 

 

表 6-1 17 方策の子吉川流域への適用性 

方策 概   要   等 子吉川流域への適用性等 

1)ダム 
流水の正常な機能の維持にかかる専用ダムを建
設し、水源とする。 

専用ダムについて検討を行う。 

2)河口堰（河口部・

中流部） 
河川の最下流部に堰を設置することにより、淡
水を貯留し、水源とする。 

中流部への堰の新設について検討を行う。 

3)湖沼開発 
湖沼の流出部に堰等を設け、湖沼水位の計画的
な調節を行って貯水池としての役割を持たせ、
水源とする。 

子吉川流域に該当するような湖沼はない。 

4)流況調整河川 

流況の異なる複数の河川を連絡することで、時
期に応じて、水量に余裕のある河川から不足し
ている河川に水を移動させることにより、水の
有効活用を図り、水源とする。 

子吉川近傍には流況調整できるほど流況の豊
富な河川はない。 

5)河道外貯留施設 

（貯水池） 
河道外に貯水池を設け、河川の流水を導水し、
貯留することで水源とする。 

河道外貯留施設（貯水池・調整池）の新設につ
いて検討を行う。 

6)ダ厶再開発 

(かさ上げ・掘削) 
既存のダ厶をかさ上げあるいは掘削することで
容量を確保し、水源とする。 

流域内の既設ダムのかさ上げ、貯水池掘削につ
いて検討を行う。 

7)他用途ダム容量
の買い上げ 

既存のダ厶の他の用途のダ厶容量を買い上げて
流水の正常な機能の維持のための容量とするこ
とで、水源とする。 

流域内の既設ダムの洪水調節容量買い上げに
ついて検討を行う。 

8)水系間導水 
水量に余裕のある水系から導水することで水源
とする。 

子吉川近傍の水系には流況調整できるほど流
況の豊富な河川はない。 

9)地下水取水 
伏流水や河川水に影響を与えないよう配慮しつ
つ、井戸の新設等により、水源とする。 

開発可能量が必要量に比較して非常に小さい
ため実現性に乏しい。 

10)ため池(取水後の

貯留施設を含む)
主に雨水や地区内流水を貯留するため池を設置
することで、水源とする。 

流域内の既設ため池のかさ上げについて検討
を行う。 

11)海水淡水化 海水を淡水化する施設を設置し、水源とする。 
子吉川の河口から補給対象地点までの距離が
長く、コストも膨大であり実現性に乏しい。

12)水源林の保全 
主にその土壌の働きにより、雨水を地中に浸透
させ、ゆっくりと流出させるという水源林の持
つ機能を保全し、河川流況の安定化を期待する。 

子吉川流域の現状の森林機能持続に向けた努
力を継続する。 

13)ダム使用権等の

振替 
需要が発生しておらず、水利権が付与されてい
ないダム使用権等を必要なものに振り替える。 

流域内の既設ダムにおいて振り替え可能な容
量はない。 

14)既得水利の合理
化・転用 

用水路の漏水対策、取水施設の改良等による用
水の使用量の削減、農地面積の減少、産業構造
の変革等に伴う需要減分を、他の必要とする用
途に転用する。 

子吉川流域の既得水利権で合理化・転用の可能
なものはない。 

15)渇水調整の強化
渇水情報連絡会の機能を強化し、渇水時に被害
を最小限とするような取水制限を行う。 

渇水情報連絡会の機能を強化し、渇水時の被害
を最小となるよう取水制限を行う措置であり、
従来より渇水時に行われた手法であり、今後も
継続して実施する。 

16)節水対策 
節水コマなど節水機器の普及、節水運動の推進、
工場における回収率向上等により、水需要の抑
制を図る。 

節水機器の普及、節水運動の推進などにより水
需要の抑制を図るものであり、効果量にかかわ
らず行うべき対策である。 

17)雨水・中水利用
雨水利用の推進、中水利用施設の整備、下水処
理水利用の推進により、河川水・地下水を水源
とする水需要の抑制を図る。 

利用施設の整備の推進は、利用できる施設を有
する各施設管理者の判断によって取り組まれ
るものであり、子吉川での予めの効果評価は困
難である。 

    ：組合せの対象とする方策    ：効果量に関わらず全てに共通の方策 
    ：今回の検討において組合せの対象としない方策 

 
 



 
 

 - 39 -

 
②-3 流水の正常な機能の維持対策案の組み合わせの考え方 

流水の正常な機能の維持対策案の検討において、検証要領細目に示された方策のうち、子
こ

吉川
よしがわ

流域に適用可能な 6 方策を組み合わせて、できる限り幅広い対策案を立案した。 
対策案は、単独方策で効果を発揮できる案及び複数方策の組み合わせによって効果を発揮できる案について検討した。 
なお、「水源林の保全」、「渇水調整の強化」、「節水対策」については、効果を定量的に見込むことはできないが、効果にかかわらず行うべきと考えられるため、全ての流水の正常な機能の維持対策案に共通するものとして

いる。 
 

表 6-2 流水の正常な機能の維持対策案の組み合わせ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ダム以外を中心とした組合せにおいては、補給が必要となる取水施設上流に導水することとしている。 

大内
おおうち

ダム 大内ダム 小
こ

羽
は

広
びろ

ダム

かさ上げ 貯水池掘削 貯水池掘削

現計画 1 V=17,700千m3

専用ダム 2
H=73.5m

V=17,700千m3

3
n=22箇所

V=17,700千m3

4
中流部堰
n=17箇所

V=2,845千m3

H=＋19.0m

V=8,789千m3 V=614千m3 V=1,500千m3
洪水調節容量

買い上げ

V=443千m3

洪水調節容量
買い上げ

V=1,551千m3

H=＋0.70m

V=160千m3
H=＋3.00m

V=302千m3

5
中流部堰
n=17箇所

V=2,845千m3

n=3箇所

V=4,053千m3
H=＋19.0m

V=8,789千m3

洪水調節容量
買い上げ

V=1,551千m3

H=＋0.70m

V=160千m3
H=＋3.00m

V=302千m3

6
中流部堰
n=17箇所

V=2,845千m3

n=7箇所

V=4,053千m3
H=＋19.0m

V=8,789千m3

洪水調節容量
買い上げ

V=1,551千m3

H=＋0.70m

V=160千m3
H=＋3.00m

V=302千m3

7
n=6箇所

V=6,898千m3
H=＋19.0m

V=8,789千m3

洪水調節容量
買い上げ

V=1,551千m3

H=＋0.70m

V=160千m3
H=＋3.00m

V=302千m3

8
n=10箇所

V=6,898千m3
H=＋19.0m

V=8,789千m3

洪水調節容量
買い上げ

V=1,551千m3

H=＋0.70m

V=160千m3
H=＋3.00m

V=302千m3

9
中流部堰
n=17箇所

V=2,845千m3

n=4箇所

V=4,515千m3
H=＋19.0m

V=8,789千m3

洪水調節容量
買い上げ

V=1,551千m3

10
中流部堰
n=17箇所

V=2,845千m3

n=8箇所

V=4,515千m3
H=＋19.0m

V=8,789千m3

洪水調節容量
買い上げ

V=1,551千m3

11
n=6箇所

V=6,904千m3
n=2箇所

V=456千m3
H=＋19.0m

V=8,789千m3

洪水調節容量
買い上げ

V=1,551千m3

12
n=11箇所

V=7,360千m3
H=＋19.0m

V=8,789千m3

洪水調節容量
買い上げ

V=1,551千m3

子吉
　こ　よし

ため池

かさ上げ
調整池

河道外貯留施設

貯水池

河口堰
(中流部堰)

大内ダム 小羽広ダム

ケース

ダム以外を中
心とした組合
せ

ダム再開発
他用途ダム

容量買い上げ
鳥海
ちょうかい

ダム 専用ダム
八塩
　や　しお

ため池

かさ上げ

ため池

分類
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③ 概略評価による流水の正常な機能の維持対策案の抽出 
前述で立案した 11 の流水の正常な機能の維持対策案について、検証要領細目に示されている「②概略評価

による治水対策案の抽出」を準用し概略評価を行い、現計画以外の流水の正常な機能の維持対策案を抽出し

た。 
抽出した結果を表 6-3 に示す。 

表 6-3 概略評価による抽出結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
④ 流水の正常な機能の維持対策案の評価軸ごとの評価 
概略評価により抽出された流水の正常な機能の維持対策案について、詳細な検討結果の概要を表 6-4～表 

6-6 に示す。また、検証要領細目に示されている 6 つの評価軸により評価を行った結果を表 6-7～表 6-13 に

示す。 
 
 

概略評価による抽出

概算事業費
(億円) 判定

現計画
ケース１
現計画 鳥海

ちょうかい

ダム 430

Ⅰ．専用ダム
ケース２
専用ダム

専用ダム 790 ○

Ⅱ．ダム以外を中心
とした組み合わせ

ケース３
河道外貯留施設（調整池）

河道外調整池 2,400 × コスト ・コストがケース11、12よりも高い

× コスト ・コストがケース11、12よりも高い

× 実現性 必要容量を確保できない

ケース５
河口堰＋河道外貯留施設＋ダ
ム再開発＋他用途ダム容量買
い上げ＋ため池

中流部堰＋河道外貯水池＋大内ダムかさ上げ＋
小羽広ダム洪水調節容量買い上げ＋子吉ため池
かさ上げ＋八塩ため池かさ上げ

2,500 × コスト ・コストがケース11、12よりも高い

ケース６
河口堰＋河道外貯留施設＋ダ
ム再開発＋他用途ダム容量買
い上げ＋ため池

中流部堰＋河道外調整池＋大内ダムかさ上げ＋
小羽広ダム洪水調節容量買い上げ＋子吉ため池
かさ上げ＋八塩ため池かさ上げ

2,500 × コスト ・コストがケース11、12よりも高い

ケース７
河道外貯留施設＋ダム再開発
＋他用途ダム容量買い上げ＋
ため池

河道外貯水池＋大内ダムかさ上げ＋小羽広ダム
洪水調節容量買い上げ＋子吉ため池かさ上げ＋
八塩ため池かさ上げ

2,200 × コスト ・コストがケース11、12よりも高い

ケース８
河道外貯留施設＋ダム再開発
＋他用途ダム容量買い上げ＋
ため池

河道外調整池＋大内ダムかさ上げ＋小羽広ダム
洪水調節容量買い上げ＋子吉ため池かさ上げ＋
八塩ため池かさ上げ

2,200 × コスト ・コストがケース11、12よりも高い

ケース９
河口堰＋河道外貯留施設＋ダ
ム再開発＋他用途ダム容量買
い上げ

中流部堰＋河道外貯水池＋大内ダムかさ上げ＋
小羽広ダム洪水調節容量買い上げ

2,300 × コスト ・コストがケース11、12よりも高い

ケース１０
河口堰＋河道外貯留施設＋ダ
ム再開発＋他用途ダム容量買
い上げ

中流部堰＋河道外調整池＋大内ダムかさ上げ＋
小羽広ダム洪水調節容量買い上げ

2,300 × コスト ・コストがケース11、12よりも高い

ケース１１
河道外貯留施設＋ダム再開発
＋他用途ダム容量買い上げ

河道外貯留施設（貯水池＋調整池）＋大内ダム
かさ上げ＋小羽広ダム洪水調節容量買い上げ

1,900 ○

ケース１２
河道外貯留施設＋ダム再開発
＋他用途ダム容量買い上げ

河道外調整池＋大内ダムかさ上げ＋小羽広ダム
洪水調節容量買い上げ

2,000 ○

不適当と考えられる評価軸とその内容
分類

中流部堰＋大内
おおうち

ダムかさ上げ＋大内ダム貯水池

掘削＋小
こ

羽
は

広
びろ

ダム貯水池掘削＋大内ダム洪水調

節容量買い上げ＋小羽広ダム洪水調節容量買い

上げ＋子吉
こ よ し

ため池かさ上げ＋八塩
や し お

ため池かさ上

げ

2,900
ケース４
河口堰＋ダム再開発＋他用途
ダム容量買い上げ＋ため池

実施内容検討ケース
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表 6-4 抽出した流水の正常な機能の維持対策案の概要① 

項目 
（概略評価時

の名称） 
ケース① 鳥 海

ちょうかい

ダム案 
（現計画） 

ケース② 専用ダム案 
（専用ダム） 

概  要 ・鳥海ダムにより、既得用水と宮内
みやうち

地点の正常流量概ね 11m3/s を確保する。 
・必要な開発量は、流水の正常な機能の維持に必要となる容量 17,700 千 m3とする。 

・鳥海ダムサイトに専用ダムを建設し、既得用水と宮内地点の正常流量概ね 11m3/s を確保する。 
・必要な開発量は、流水の正常な機能の維持に必要となる容量 17,700 千 m3とする。 

整備内容  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■鳥海ダム 
・流水の正常な機能の維持に必要となる容量 

V=17,700 千 m3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■専用ダム 
・流水の正常な機能の維持に必要となる容量 

V=17,700 千 m3 
・堆砂容量 V=8,000 千 m3 

完成までに 
要する費用 事業費 約 410 億円（流水の正常な機能の維持分） 事業費 約 750 億円 

鳥海ダム 計画諸元 
河    川 子吉川 
ダム形式 台形 CSG 
堤    高 81.0 m 
堤 頂 長 365.0 m 
流域面積 83.9 km2 
湛水面積 3.1 km2 
総貯水容量 47,000 千 m3 
有効貯水容量 39,000 千 m3 

利用目的 
洪水調節 

流水の正常な機能維持
水道用水 

事業主体 国土交通省 

 

鳥海ダム 

 

専用ダム 

 凡例 

：基準地点 

：国道 

：高速道路 

：鉄道 

：流域界 

：市町村界 

：大臣管理区間 

図 鳥海ダム完成予想図 

図 鳥海ダム容量配分図

洪水調節容量 21,000千m3

常時満水位 EL.411.5m

利水容量 18,000千m3

流水の正常な機能の維持 17,700千m3

水道用水 300千m3

最低水位 EL.401.3m

基礎地盤 EL.342.0m

堆砂容量 8,000千m3

総貯水容量
47,000千m3

サーチャージ水位 EL.419.2m

有効貯水容量
39,000千m3ダム高

Ｈ＝81.0m

洪水調節容量 21,000千m3

常時満水位 EL.411.5m

利水容量 18,000千m3

流水の正常な機能の維持 17,700千m3

水道用水 300千m3

最低水位 EL.401.3m

基礎地盤 EL.342.0m

堆砂容量 8,000千m3

総貯水容量
47,000千m3

サーチャージ水位 EL.419.2m

有効貯水容量
39,000千m3ダム高

Ｈ＝81.0m

図 専用ダム 容量配分図

 

堆砂容量 8,000 千 m3

流水の正常な機能の維持

基礎地盤EL＝342.0m

最低水位EL＝401.3m

常時満水位EL＝411.4m

総
貯

水
容

量
2
5,

7
0
0
千

ｍ
３

堤頂標高EL＝415.5m

ダ
ム

高
7
3
.5

m

17,700千m3

堆砂容量 8,000 千 m3

流水の正常な機能の維持

基礎地盤EL＝342.0m

最低水位EL＝401.3m

常時満水位EL＝411.4m

総
貯

水
容

量
2
5,

7
0
0
千

ｍ
３

堤頂標高EL＝415.5m

ダ
ム

高
7
3
.5

m

17,700千m3

図 標準断面図 

 凡例 

：基準地点 

：国道 

：高速道路 

：鉄道 

：流域界 

：市町村界 

：大臣管理区間 
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表 6-5 抽出した流水の正常な機能の維持対策案の概要② 

項目 
（概略評価時

の名称） 
ケース③ 大内

おおうち

ダムかさ上げと小羽
こ は

広
びろ

ダム有効活用＋河道外貯留施設（貯水池＋調整池）案 
（河道外貯留施設＋ダム再開発＋他用途ダム容量買い上げ） 

概  要 ・大内ダムかさ上げ、小羽広ダム洪水調節容量買い上げ、河道外貯水池及び河道外調整池を建設し、既得用水と宮内地点の正常流量概ね 11m3/s を確保する。 
・必要な開発量は、流水の正常な機能の維持に必要となる容量 17,700 千 m3 とする。 
・各施設で確保した容量は、導水路を新設して子

こ

吉川
よしがわ

上流まで導水する。 
整備内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■大内ダムかさ上げと小羽広ダム有効活用＋河道外貯留施設（貯水池＋調整池） 

・流水の正常な機能の維持に必要となる容量 

V=17,700 千 m3 

（大内ダムかさ上げ       V=8,789 千 m3 

 小羽広ダム          V=1,551 千 m3 

 河道外貯留施設（貯水池+調整池）V=7,360 千 m3 ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

完成までに 
要する費用 

 
事業費 約 1,650 億円 

 

大内ダム

かさ上げ

小羽広ダム洪水調

節容量買い上げ

河道外貯水池

河道外調整池

図 小羽広ダム洪水調節容量買い上げ 

 

堆砂容量 240千m3

洪水調節容量 1,551千m3

最低水位EL＝89.1m

サーチャージ水位EL＝97.5m

総
貯

水
容

量
1
,7

9
1
千

ｍ
３

有
効

貯
水

容
量

1
, 
5
5
1
千

ｍ
３

堆砂容量 240千m3

洪水調節容量 1,551千m3

最低水位EL＝89.1m

サーチャージ水位EL＝97.5m

総
貯

水
容

量
1
,7

9
1
千

ｍ
３

有
効

貯
水

容
量

1
, 
5
5
1
千

ｍ
３ 

 
洪水調節容量 
全量買い上げ 

貯水容量1,551千m3 

 貯水容量8,789千m3 

堆砂容量 98千m3

洪水調節容量 443千m3

最低水位EL＝63.0m

サーチャージ水位EL＝71.0m

総
貯

水
容

量
72

4
千

ｍ
３

有
効

貯
水

容
量

62
6千

ｍ
３

利水容量 183千m3

・流量の正常な機能の維持 84千ｍ３

・水道 99千ｍ３

常時満水位EL＝67.0m

8,789千ｍ３

構
造

高
27

.5
m

か
さ

上
げ

高
19

.0
m

サーチャージ水位EL＝90.0m

総
貯

水
容

量
9
,5

13
千

m
３

図 小羽広ダム下流河川の改修イメージ

【芋川5.0K】

1

2

3

4

5

6

7

8

9

120 140 160 180 200 220 240 260 280

掘削後

現況河道

水位（掘削前）

水位（掘削後）

全川にわたり河道掘削

【大内ダム及び芋川からの導水】

大内ダム
直下 芋川

（小羽広ダムからの放流分）

延長L=24.5km

Ｐ
ＰＰ

取水ポンプ
中継ポンプ（2基） 排水ポンプ

Ｑmax＝5.9m3/s

管径φ2.0m

【河道外貯水池からの導水】

延長L=15.1km

ＰＰ河道外
貯水池

中継ポンプ（3箇所） 排水ポンプ

Ｑmax＝3.9m3/s

管径φ1.8m

図 導水イメージ

図 河道外貯留施設（貯水池および調整池）位置図

 

遊水地 河道

利水容量

洪水調節容量

・ 堤

貯水容量

周
囲
堤

本
堤

平水位

B6 

E1

E2

宮 内 

B10

B11

C8

C4-1 

C4-2 

子吉川 

面 積 容 量

(m
2
) （千m

3
）

C8 453,000 1,707

C4-1 258,000 872

C4-2 172,000 579

B11 542,000 1,647

B10 266,000 930

B6 390,000 1,169

小計 2,081,000 6,904

E1 53,600 256

E2 43,900 200

小計 97,500 456

2,178,500 7,360合計

調
整
池

貯
水
池

【凡 例】
：貯水池
：調整池

【凡 例】
：貯水池
：調整池

貯水容量7,360千m3

滝沢頭首工
貯水池掘削イメージ 

河道

利水容量

・ 堤

貯水容量

本
堤

平水位

調整池掘削イメージ 

堤内地盤高 

 凡例 

：基準地点 

：国道 

：高速道路 

：鉄道 

：流域界 

：市町村界 

：大臣管理区間 

図 大内ダムのかさ上げ 
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表 6-6 抽出した流水の正常な機能の維持対策案の概要③ 

項目 
（概略評価時

の名称） 

ケース④ 大内ダムかさ上げと小羽広ダム有効活用＋河道外調整池案 
（河道外貯留施設＋ダム再開発＋他用途ダム容量買い上げ） 

概  要 ・大内ダムかさ上げ、小羽広ダム洪水調節容量買い上げ及び河道外調整池を建設し、既得用水と宮内地点の正常流量概ね 11m3/s を確保する。 
・必要な開発量は、流水の正常な機能の維持に必要となる容量 17,700 千 m3 とする。 
・各施設で確保した容量は、導水路を新設して子吉川上流まで導水する。 

整備内容 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■大内ダムかさ上げと小羽広ダム有効活用＋河道外調整池 

・流水の正常な機能の維持に必要となる容量 

V=17,700 千 m3 

（大内ダムかさ上げ     V=8,789 千 m3 

 小羽広ダム        V=1,551 千 m3 

 河道外貯留施設（調整池） V=7,360 千 m3 ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

完成までに 
要する費用 

 
事業費 約 1,650 億円 

 

大内ダム

かさ上げ

小羽広ダム洪水調

節容量買い上げ

 

河道外調整池

図 大内ダムのかさ上げ 

図 小羽広ダム洪水調節容量買い上げ 

 

堆砂容量 240千m3

洪水調節容量 1,551千m3

最低水位EL＝89.1m

サーチャージ水位EL＝97.5m

総
貯

水
容

量
1
,7

9
1
千

ｍ
３

有
効

貯
水

容
量

1
, 
5
5
1
千

ｍ
３

堆砂容量 240千m3

洪水調節容量 1,551千m3

最低水位EL＝89.1m

サーチャージ水位EL＝97.5m

総
貯

水
容

量
1
,7

9
1
千

ｍ
３

有
効

貯
水

容
量

1
, 
5
5
1
千

ｍ
３ 

 
洪水調節容量 
全量買い上げ 

貯水容量1,551千m3 

 貯水容量8,789千m3 

堆砂容量 98千m3

洪水調節容量 443千m3

最低水位EL＝63.0m

サーチャージ水位EL＝71.0m

総
貯

水
容

量
72

4千
ｍ

３

有
効

貯
水

容
量

62
6千

ｍ
３

利水容量 183千m3

・流量の正常な機能の維持 84千ｍ３

・水道 99千ｍ３

常時満水位EL＝67.0m

8,789千ｍ３

構
造

高
2
7.

5
m

か
さ

上
げ

高
19

.0
m

サーチャージ水位EL＝90.0m

総
貯

水
容

量
9,

5
13

千
m

３

図 河道外貯留施設（調整池）位置図

 貯水容量7,360千m3

B6 

B5 

B9

B3

B2
B7-1

A2

E1

E2

E3

B4

面 積 容 量

(m
2
) （千m

3
）

B6 390,000 1,168

B5 149,000 555

B4 190,000 582

B9 306,000 1,014

B3 229,000 826

B2 380,000 1,112

B7-1 240,000 768

A2 122,000 509

E1 53,600 256

E2 71,200 398

E3 43,900 172

合計 2,174,700 7,360

子吉川 

宮 内 

滝沢頭首工

【凡　例】

：調整池 

河道

利水容量

・ 堤

貯水容量

本
堤

平水位

調整池掘削イメージ 

堤内地盤高 

 凡例 

：基準地点 

：国道 

：高速道路 

：鉄道 

：流域界 

：市町村界 

：大臣管理区間 

【芋川5.0K】

1

2

3

4

5

6

7

8

9

120 140 160 180 200 220 240 260 280

掘削後

現況河道

水位（掘削前）

水位（掘削後）

全川にわたり河道掘削

【大内ダム及び芋川からの導水】

大内ダム
直下 芋川

（小羽広ダムからの放流分）

延長L=24.5km

Ｐ
ＰＰ

取水ポンプ
中継ポンプ（2基） 排水ポンプ

Ｑmax＝5.9m3/s

管径φ2.0m

【河道外貯水池からの導水】

延長L=15.1km

ＰＰ河道外
貯水池

中継ポンプ（3箇所） 排水ポンプ

Ｑmax＝3.9m3/s

管径φ1.8m

図 導水イメージ

図 小羽広ダム下流河川の改修イメージ
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表 6-7 評価軸による評価結果（流水の正常な機能の維持）① 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鳥海ダム
［現計画］

専用ダム
大内ダムかさ上げ＋小羽広ダム洪水調節容量買い
上げ＋河道外貯水池＋河道外調整池

大内ダムかさ上げ＋小羽広ダム洪水調節容量買い
上げ＋河道外調整池

●流水の正常な機能
の維持に必要な流量
が確保できるか ・宮内

み や う ち

地点において正常流量概ね11m3/sが確保可

能である。

・宮内地点において正常流量概ね11m3/sが確保可
能である。

・宮内地点において正常流量概ね11m3/sが確保可
能である。

・宮内地点において正常流量概ね11m3/sが確保可
能である。

【１０年後】
・鳥海ダムは事業実施中であり、効果は見込めない
と想定される。

【１０年後】
・専用ダムは事業実施中であり、効果は見込めない
と想定される。

【１０年後】
・大内ダムかさ上げ、小羽広ダム洪水調節容量買い
上げ、河道外貯水池及び河道外調整池は事業実施
中であり、効果は見込めないと想定される。

【１０年後】
・大内ダムかさ上げ、小羽広ダム洪水調節容量買い
上げ及び河道外調整池は事業実施中であり、効果
は見込めないと想定される。

【２０年後】
・鳥海ダムは完成し水供給が可能となると想定され
る。

【２０年後】
・専用ダムは完成し水供給が可能となると想定され
る。

【２０年後】
・大内ダムかさ上げ、小羽広ダム洪水調節容量買い
上げ、河道外貯水池及び河道外調整池は完成し水
供給が可能となると想定される。

【２０年後】
・大内ダムかさ上げ、小羽広ダム洪水調節容量買い
上げ、河道外調整池は完成し水供給が可能となると
想定される。

※予算の状況により、変動する場合がある。 ※予算の状況により、変動する場合がある。 ※予算の状況により、変動する場合がある。 ※予算の状況により、変動する場合がある。

●どの範囲でどのよ
うな効果が確保され
ていくのか
（取水位置別に、取
水可能量がどのよう
に確保されるか）

・鳥海ダム下流域(子
こ

吉
よ し

川
が わ

)において、既得用水及び

維持流量が確保できる。

・専用ダム下流域（子吉川）において、既得用水及び
維持流量が確保できる。

・導水地点から下流域（子吉川）において既得用水
及び維持流量が確保できる。なお、大内ダム、小羽
広ダム及び河道外貯留施設からの導水施設を整備
することで確保できる。

・導水地点から下流域（子吉川）において既得用水
及び維持流量が確保できる。なお、大内ダム、小羽
広ダム及び河道外調整池からの導水施設を整備す
ることで確保できる。

●どのような水質の
用水が得られるか ・現状の河川水質と同等と考えられる。 ・現状の河川水質と同等と考えられる。 ・現状の河川水質と同等と考えられる。 ・現状の河川水質と同等と考えられる。

約４１０億円 約７５０億円 約１，６５０億円 約１，６５０億円

(流水の正常な機能の維持分)

約２４０百万円/年 約４７０百万円/年 約１,４９０百万円/年 約１,５６０百万円/年

※維持管理に要する費用は鳥海ダムの整備に伴う
流水の正常な機能の維持分を計上した。

※維持管理に要する費用は、河道外貯留施設（貯
水池＋調整池）のほか、大内ダムかさ上げ及び小羽
広ダム洪水調節容量買い上げに伴う増加分を計上
した。

※維持管理に要する費用は、河道外貯調整池のほ
か、大内ダムかさ上げ及び小羽広ダム洪水調節容
量買い上げに伴う増加分を計上した。

●その他（ダム中止
に伴って発生する費
用等）の費用はどれ
くらいか

・発生しない。 ・発生しない。 ・発生しない。 ・発生しない。

　　　　　　 　流水の正常な機能の維持
　　　　　　　　対策案と実施内容の概要

　評価軸と評価の考え方

1.目標

●段階的にどのよう
に効果が確保されて
いくのか

●維持管理に要する
費用はどのくらいか

２．コスト

●完成までに要する
費用はどのくらいか

①鳥海
ちょうかい

ダム案 ②専用ダム案
③大内

お お う ち

ダムかさ上げと小
こ

羽
は

広
び ろ

ダム有効活用

＋河道外貯留施設（貯水池＋調整池）案

④大内ダムかさ上げと小羽広ダム有効活用
＋河道外調整池案
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表 6-8 評価軸による評価結果（流水の正常な機能の維持）② 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鳥海ダム
［現計画］

専用ダム
大内ダムかさ上げ＋小羽広ダム洪水調節容量買い
上げ＋河道外貯水池＋河道外調整池

大内ダムかさ上げ＋小羽広ダム洪水調節容量買い
上げ＋河道外調整池

・鳥海ダム建設に必要な用地取得は未実施である。 【大内ダムかさ上げ】 【大内ダムかさ上げ】

なお、現時点で土地所有者等に説明を行っていると
ともに、利水参画予定者との調整が進んでいる。

・大内ダムかさ上げに関し土地所有者等との合意が
必要である。なお、現時点で土地所有者等への説明
は行っていない。

・大内ダムかさ上げに関し土地所有者等との合意が
必要である。なお、現時点で土地所有者等への説明
は行っていない。

・４８戸の家屋移転 ・３６戸の家屋移転 ・約９０haの用地取得 ・約９０haの用地取得

【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】 【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】

・下流河道の治水代替(河道掘削)により改築が必要
となる構造物の管理者及び関係者との調整が必要
である。

・下流河道の治水代替(河道掘削)により改築が必要
となる構造物の管理者及び関係者との調整が必要
である。

【河道外貯水池】 【河道外調整池】

・河道外貯水池の用地取得が必要となるため土地所
有者等との合意が必要である。なお、現時点で土地
所有者等への説明は行っていない。

・河道外貯水池の用地取得が必要となるため土地所
有者等との合意が必要である。なお、現時点で土地
所有者等への説明は行っていない。

・約２０８haの用地取得 ・約２１７haの用地取得

【河道外調整池】

・河道外調整池の用地取得が必要となるため土地所
有者等との合意が必要である。なお、現時点で土地
所有者等への説明は行っていない。

・約１０haの用地取得

【大内ダムかさ上げ】 【大内ダムかさ上げ】

【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】 【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】

・小羽広ダム下流の関係河川使用者の同意が必要
である。なお、現時点では関係する河川使用者に説
明等を行っていない。

・小羽広ダム下流の関係河川使用者の同意が必要
である。なお、現時点では関係する河川使用者に説
明等を行っていない。

【河道外貯水池】 【河道外調整池】
・河道外貯水池下流の関係河川使用者の同意が必
要である。なお、現時点では関係する河川使用者に
説明等を行っていない。

【河道外調整池】
・河道外調整池下流の関係河川使用者の同意が必
要である。なお、現時点では関係する河川使用者に
説明等を行っていない。

①鳥海
ちょうかい

ダム案 ②専用ダム案
③大内

お お う ち

ダムかさ上げと小
こ

羽
は

広
び ろ

ダム有効活用

＋河道外貯留施設（貯水池＋調整池）案

④大内ダムかさ上げと小羽広ダム有効活用
＋河道外調整池案

・約３５０haの用地取得

・鳥海ダム下流の関係河川使用者の同意が必要で
ある。なお、現時点では一部の河川使用者に対し
て、可能な範囲で説明を行っている。

・専用ダム下流の関係河川使用者の同意が必要で
ある。なお、現時点では関係する河川使用者に説明
等を行っていない。

・約２４０haの用地取得

・洪水調節容量買い上げに関し関係機関等との合意
が必要になる。なお、現時点で関係機関等への説明
は行っていない。

・大内ダム下流の関係河川使用者の同意が必要で
ある。なお、現時点では関係する河川使用者に説明
等を行っていない。

●土地所有者等の協
力の見通しはどうか

●関係する河川使用
者の同意の見通しは
どうか

●発電を目的として
事業に参画している
者への影響の程度は
どうか

・河道外調整池下流の関係河川使用者の同意が必
要である。なお、現時点では関係する河川使用者に
説明等を行っていない。

3.実現性

・大内ダム下流の関係河川使用者の同意が必要で
ある。なお、現時点では関係する河川使用者に説明
等を行っていない。

・必要な用地取得は未実施である。なお、現時点で
は本対策案について土地所有者等への説明は行っ
ていない。

・洪水調節容量買い上げに関し関係機関等との合意
が必要になる。なお、現時点で関係機関等への説明
は行っていない。

　　　　　　 　流水の正常な機能の維持
　　　　　　　　対策案と実施内容の概要

　評価軸と評価の考え方
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表 6-9 評価軸による評価結果（流水の正常な機能の維持）③ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鳥海ダム
［現計画］

専用ダム
大内ダムかさ上げ＋小羽広ダム洪水調節容量買い
上げ＋河道外貯水池＋河道外調整池

大内ダムかさ上げ＋小羽広ダム洪水調節容量買い
上げ＋河道外調整池

【大内ダムかさ上げ】 【大内ダムかさ上げ】

･市道及び林道の付替に関する調整が必要である。 ･市道及び林道の付替に関する調整が必要である。
・管理者や関係利水者、道路関係者や土地改良区
等との調整が必要となる。

・管理者や関係利水者、道路関係者や土地改良区
等との調整が必要となる。

・補給地点へ導水するための導水管を地下埋設する
ため、関係者との調整が必要となる。

・補給地点へ導水するための導水管を地下埋設する
ため、関係者との調整が必要となる。

【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】 【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】
・補給地点へ導水するための導水管を地下埋設する
ため、関係者との調整が必要となる。

・補給地点へ導水するための導水管を地下埋設する
ため、関係者との調整が必要となる。

【河道外貯水池】 【河道外貯水池】
・補給地点へ導水するための導水管を地下埋設する
ため、関係者との調整が必要となる。

・補給地点へ導水するための導水管を地下埋設する
ため、関係者との調整が必要となる。

【河道外調整池】
・その他特に調整すべき関係者は現時点では想定さ
れない。

・由
ゆ

利
り

本荘
ほんじょう

市
し

より、「大内ダム」、「小羽広ダム」から

の子
こ

吉
よ し

川
が わ

上流への導水については、導水距離やそ

のルートを考えると現実的なものとは考えられない。

また、「河道外貯留施設」については、用地確保の際

に地権者との調整に大変な困難が予測され、代替

案として難しい面があるとの懸念が表明されている。

・由利本荘市より、「大内ダム」、「小羽広ダム」から
の子吉川上流への導水については、導水距離やそ
のルートを考えると現実的なものとは考えられない。
また、「河道外貯留施設」については、用地確保の際
に地権者との調整に大変な困難が予測され、代替
案として難しい面があるとの懸念が表明されている。

・本省による対応方針の決定を受けてから、約１6年
間を要する。

・専用ダム完成までに約１6年間を要する。 ・必要量全量の確保が可能となる施設の完成までに
約19年間を要する。

・必要量全量の確保が可能となる施設の完成までに
約18年間を要する。

・技術上の観点で実現性の隘路となる要素はない。 ・技術上の観点で実現性の隘路となる要素はない。 ・技術上の観点で実現性の隘路となる要素はない。 ・技術上の観点で実現性の隘路となる要素はない。

４．持続性

●将来にわたって持
続可能といえるか ・継続的な監視や観測が必要となるが、適切な維持

管理により持続可能である。
・継続的な監視や観測が必要となるが、適切な維持
管理により持続可能である。

・継続的な監視や観測が必要となるが、管理実績も
あり、適切な維持管理により持続可能である。

・継続的な監視や観測が必要となるが、管理実績も
あり、適切な維持管理により持続可能である。

・現行法制度のもとで鳥海ダム案を実施することは
可能である。

①鳥海
ちょうかい

ダム案

・現行法制度のもとで大内ダムかさ上げと小羽広ダ
ム有効活用及び河道外貯留施設（貯水池＋調整池）
案を実施することは可能である。

②専用ダム案
③大内

お お う ち

ダムかさ上げと小
こ

羽
は

広
び ろ

ダム有効活用

＋河道外貯留施設（貯水池＋調整池）案

④大内ダムかさ上げと小羽広ダム有効活用
＋河道外調整池案

●その他の関係者と
の調整の見通しはど

うか

　　　　　　 　流水の正常な機能の維持
　　　　　　　　対策案と実施内容の概要

　評価軸と評価の考え方

●技術上の観点から
実現性の見通しはど
うか

●法制度上の観点か
ら実現性の見通しは
どうか

●事業期間はどの程
度必要か

・現行法制度のもとで専用ダム案を実施することは
可能である。

3.実現性

・現行法制度のもとで大内ダムかさ上げと小羽広ダ
ム有効活用及び河道外調整池案を実施することは
可能である。
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表 6-10 評価軸による評価結果（流水の正常な機能の維持）④ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鳥海ダム
［現計画］

専用ダム
大内ダムかさ上げ＋小羽広ダム洪水調節容量買い
上げ＋河道外貯水池＋河道外調整池

大内ダムかさ上げ＋小羽広ダム洪水調節容量買い
上げ＋河道外調整池

【大内ダムかさ上げ】 【大内ダムかさ上げ】

・材料採取や付替道路工事により、隣接する地区で
一部土地の改変を行うこととなる。

・材料採取や付替道路工事により、隣接する地区で
一部土地の改変を行うこととなる。

・付替道路工事により、隣接する地区で一部土地の
改変を行うこととなる。

・付替道路工事により、隣接する地区で一部土地の
改変を行うこととなる。

・４８戸の家屋移転 ・３６戸の家屋移転

・約３５０haの用地取得 ・約２４０haの用地取得 ・約９０haの用地取得 ・約９０haの用地取得

・市道及び林道の付替 ・市道及び林道の付替 ・林道の付替 ・林道の付替

【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】 【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】

【河道外貯水池】 【河道外調整池】

・約２０８haの用地取得 ・約２１７haの用地取得

【河道外調整池】

・約１０haの用地取得

【大内ダムかさ上げ】 【大内ダムかさ上げ】
・効果は想定されない。 ・効果は想定されない。

【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】 【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】
・効果は想定されない。 ・効果は想定されない。

【河道外貯水池】 【河道外調整池】

・新たな水面がレクリェーションの場となり、地域振興
につながる可能性がある。

・新たな水面がレクリェーションの場となり、地域振興
につながる可能性がある。

【河道外調整池】
・新たな水面がレクリェーションの場となり、地域振興
につながる可能性がある。

５．地域社
会への影

響

・下流河道の治水代替（河道掘削）により一部河川
環境の改変を行うこととなる。

・ダム湖を新たな観光資源とした地域振興の可能性
がある一方でフォローアップが必要である。

●事業地及びその周
辺への影響はどの程
度か

●地域振興等に対し
てどのような効果が
あるか

・ダム湖を新たな観光資源とした地域振興の可能性
がある一方でフォローアップが必要である。

・付替道路の整備により名勝「法体
ほ っ た い

の滝
た き

」（法体
ほ っ た い

園
え ん

地
ち

）へのアクセス向上等、観光振興への活用が考え

られる。

①鳥海
ちょうかい

ダム案

・下流河道の治水代替（河道掘削）により一部河川
環境の改変を行うこととなる。

・湛水の影響等による地すべりの可能性の有無につ
いて確認が必要となる。

・湛水の影響等による地すべりの可能性の有無につ
いて確認が必要となる。

・大内ダム建設時に用地を提供して頂いた方々に対
し、再度の用地の提供をお願いすることとなる。

・湛水の影響等による地すべりの可能性の有無につ
いて確認が必要となる。

③大内
お お う ち

ダムかさ上げと小
こ

羽
は

広
び ろ

ダム有効活用

＋河道外貯留施設（貯水池＋調整池）案

④大内ダムかさ上げと小羽広ダム有効活用
＋河道外調整池案

　　　　　　 　流水の正常な機能の維持
　　　　　　　　対策案と実施内容の概要

　評価軸と評価の考え方

②専用ダム案

・大内ダム建設時に用地を提供して頂いた方々に対
し、再度の用地の提供をお願いすることとなる。

・付替道路の整備により名勝「法体の滝」（法体園
地）へのアクセス向上等、観光振興への活用が考え
られる。

・湛水の影響等による地すべりの可能性の有無につ
いて確認が必要となる。
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表 6-11 評価軸による評価結果（流水の正常な機能の維持）⑤ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鳥海ダム
［現計画］

専用ダム
大内ダムかさ上げ＋小羽広ダム洪水調節容量買い
上げ＋河道外貯水池＋河道外調整池

大内ダムかさ上げ＋小羽広ダム洪水調節容量買い
上げ＋河道外調整池

【大内ダムかさ上げ】 【大内ダムかさ上げ】

【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】 【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】

・既存施設の活用であり、地域間の利害の衝平の調
整は必要ないと考えられる。

・既存施設の活用であり、地域間の利害の衝平の調
整は必要ないと考えられる。

【河道外貯水池】 【河道外調整池】
・対策実施箇所と受益地が同一であり、地域間の利
害の衝平の調整は必要ないと考えられる。

・対策実施箇所と受益地が同一であり、地域間の利
害の衝平の調整は必要ないと考えられる。

【河道外調整池】

・対策実施箇所と受益地が同一であり、地域間の利
害の衝平の調整は必要ないと考えられる。

【大内ダムかさ上げ】 【大内ダムかさ上げ】

・現在の大内ダムにおいて、貯水池の水環境は維持
されており、ダムかさ上げ後も水環境への影響は小
さいと想定される。

・現在の大内ダムにおいて、貯水池の水環境は維持
されており、ダムかさ上げ後も水環境への影響は小
さいと想定される。

・鳥海ダム建設後の貯水池の富栄養化については
発生する可能性が低いと想定される。

・専用ダム建設後の貯水池の富栄養化については
発生する可能性が低いと想定される。

【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】 【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】

・現在の小羽広ダムにおいて、貯水池の水環境は維
持されており、容量買い上げ後も水環境への影響は
小さいと想定される。

・現在の小羽広ダムにおいて、貯水池の水環境は維
持されており、容量買い上げ後も水環境への影響は
小さいと想定される。

【河道外貯水池】 【河道外調整池】
・河道外の施設であるため水環境への影響は小さい
と想定される。

・河道外の施設であるため水環境への影響は小さい
と想定される。

【河道外調整池】
・河道外の施設であるため水環境への影響は小さい
と想定される。

５．地域社
会への影

響

6. 環境へ
の影響

●地域間の利害の衡
平への配慮がなされ
ているか

　　　　　　 　流水の正常な機能の維持
　　　　　　　　対策案と実施内容の概要

　評価軸と評価の考え方

①鳥海
ちょうかい

ダム案

●水環境に対してど
のような影響がある
か

・既存施設のかさ上げであるが、用地の提供等を強
いられる水源地や事業地と受益地である下流域との
間で、地域間の利害の衝平の調整が必要となる。

・専用ダムを新たに建設するため、移転を強いられ
る水源地や事業地と受益地である下流域との間で、
地域間の利害の衡平の調整が必要になる。

・既存施設のかさ上げであるが、用地の提供等を強
いられる水源地や事業地と受益地である下流域との
間で、地域間の利害の衝平の調整が必要となる。

②専用ダム案
③大内

お お う ち

ダムかさ上げと小
こ

羽
は

広
び ろ

ダム有効活用

＋河道外貯留施設（貯水池＋調整池）案

④大内ダムかさ上げと小羽広ダム有効活用
＋河道外調整池案

・水源地では、水源地域の方々で地権者会等を組織
するとともに、関係市と受益者で建設促進期成同盟
会を組織し、情報の共有や地域間の利害の衡平等
を図ってきている。

・鳥海ダムを新たに建設するため、移転を強いられ
る水源地や事業地と受益地である下流域との間で、
地域間の利害の衡平の調整が必要になる。鳥海ダ
ムの場合には、基本的には水源地域の理解は得て
いる状況である。

・鳥海ダム完成後のダム下流への影響について、水
質予測では水温の上昇等の可能性があり、選択取
水設備等の環境保全措置が必要と想定される。

・専用ダム完成後のダム下流への影響について、水
質予測では水温の上昇等の可能性があり、選択取
水設備等の環境保全措置が必要と想定される。
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表 6-12 評価軸による評価結果（流水の正常な機能の維持）⑥ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鳥海ダム
［現計画］

専用ダム
大内ダムかさ上げ＋小羽広ダム洪水調節容量買い
上げ＋河道外貯水池＋河道外調整池

大内ダムかさ上げ＋小羽広ダム洪水調節容量買い
上げ＋河道外調整池

【大内ダムかさ上げ】 【大内ダムかさ上げ】

・地盤沈下等に対する影響はないと想定される。 ・地盤沈下等に対する影響はないと想定される。

【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】 【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】
・地盤沈下等に対する影響はないと想定される。 ・地盤沈下等に対する影響はないと想定される。

【河道外貯水池】 【河道外調整池】

・貯水池の掘削に伴い周辺の地下水位が低下する
可能性があり、必要に応じて遮水シート等の対策が
必要になると想定される。

・貯水池の掘削に伴い周辺の地下水位が低下する
可能性があり、必要に応じて遮水シート等の対策が
必要になると想定される。

【河道外調整池】

・湛水面積　3.1km
2

・湛水面積　2.4km
2 【大内ダムかさ上げ】 【大内ダムかさ上げ】

・動植物の生息・生育環境に影響を与える可能性が
あり、必要に応じて生息環境の整備や移植等の環
境保全措置を講ずる必要があると想定される。

・動植物の生息・生育環境に影響を与える可能性が
あり、必要に応じて生息環境の整備や移植等の環
境保全措置を講ずる必要があると想定される。

・動植物の生息・生育環境に影響を与える可能性が
あり、必要に応じて生息環境の整備や移植等の環
境保全措置を講ずる必要があると想定される。

・動植物の生息・生育環境に影響を与える可能性が
あり、必要に応じて生息環境の整備や移植等の環
境保全措置を講ずる必要があると想定される。

【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】 【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】

・平常時の水位が上昇し、動植物の生息・生育環境
に影響を与える可能性があり、必要に応じて生息環
境の整備や移植等の環境保全措置を講ずる必要が
あると想定される。

・平常時の水位が上昇し、動植物の生息・生育環境
に影響を与える可能性があり、必要に応じて生息環
境の整備や移植等の環境保全措置を講ずる必要が
あると想定される。

【河道外貯水池】 【河道外調整池】
・動植物の生息・生育環境に影響を与える可能性が
あり、必要に応じて生息環境の整備や移植等の環
境保全措置を講ずる必要があると想定される。

・動植物の生息・生育環境に影響を与える可能性が
あり、必要に応じて生息環境の整備や移植等の環
境保全措置を講ずる必要があると想定される。

【河道外調整池】
・動植物の生息・生育環境に影響を与える可能性が
あり、必要に応じて生息環境の整備や移植等の環
境保全措置を講ずる必要があると想定される。

・地盤沈下等に対する影響はないと想定される。

②専用ダム案
③大内

お お う ち

ダムかさ上げと小
こ

羽
は

広
び ろ

ダム有効活用

＋河道外貯留施設（貯水池＋調整池）案

6. 環境へ
の影響

　　　　　　 　流水の正常な機能の維持
　　　　　　　　対策案と実施内容の概要

　評価軸と評価の考え方

●生物の多様性の確
保及び流域の自然環
境全体にどのような
影響があるか

●地下水位、地盤沈
下や地下水の塩水化
にどのような影響が
あるか

①鳥海
ちょうかい

ダム案

・貯水池の掘削に伴い周辺の地下水位が低下する
可能性があり、必要に応じて遮水シート等の対策が
必要になると想定される。

・地盤沈下等に対する影響はないと想定される。

④大内ダムかさ上げと小羽広ダム有効活用
＋河道外調整池案
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表 6-13 評価軸による評価結果（流水の正常な機能の維持）⑦ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鳥海ダム
［現計画］

専用ダム
大内ダムかさ上げ＋小羽広ダム洪水調節容量買い
上げ＋河道外貯水池＋河道外調整池

大内ダムかさ上げ＋小羽広ダム洪水調節容量買い
上げ＋河道外調整池

【大内ダムかさ上げ】 【大内ダムかさ上げ】

・既存の大内ダムを活用する案であり、現状と比較
して土砂流動への影響は小さいと想定される。

・既存の大内ダムを活用する案であり、現状と比較
して土砂流動への影響は小さいと想定される。

・子吉川では流況の変化による河床高の変化は小さ
いと想定される。

【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】
・既存の小羽広ダムを活用する案であり、現状と比
較して土砂流動への影響は小さいと想定される。

【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】
・既存の小羽広ダムを活用する案であり、現状と比
較して土砂流動への影響は小さいと想定される。

【河道外貯水池】 【河道外調整池】
・河道外への貯留のため土砂流動への影響は小さ
いと想定される。

・河道外への貯留のため土砂流動への影響は小さ
いと想定される。

【河道外調整池】
・河道外への貯留のため土砂流動への影響は小さ
いと想定される。

【大内ダムかさ上げ】 【大内ダムかさ上げ】

・ダム堤体のかさ上げや付替道路等により景観が変
化すると想定されるため、法面の植生の回復等の環
境保全措置を講じる必要があると想定される。

・ダム堤体のかさ上げや付替道路等により景観が変
化すると想定されるため、法面の植生の回復等の環
境保全措置を講じる必要があると想定される。

【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】 【小羽広ダム洪水調節容量買い上げ】
・景観や人と自然との豊かな触れ合いの場への影
響は小さいと想定される。

・景観や人と自然との豊かな触れ合いの場への影
響は小さいと想定される。

【河道外貯水池】 【河道外調整池】

【河道外調整池】
・景観や人と自然との豊かな触れ合いの場への影
響は小さいと想定される。

④大内ダムかさ上げと小羽広ダム有効活用
＋河道外調整池案

・河川水取水や導水時のポンプ使用により電力使用
量が増加することから、これに対応する分量のCO2

排出量増加が想定される。

●CO2排出負荷はどう
変わるか

●土砂流動はどう変
化し、下流河川・海
岸にどのように影響
するか

　　　　　　 　流水の正常な機能の維持
　　　　　　　　対策案と実施内容の概要

　評価軸と評価の考え方

・景観や人と自然との豊かな触れ合いの場への影
響は小さいと想定される。

・景観や人と自然との豊かな触れ合いの場への影
響は小さいと想定される。

6. 環境へ
の影響

●景観、人と自然と
の豊かな触れ合いに
どのような影響があ
るか

・ダム堤体及び付替道路等により景観が変化すると
想定されるため、法面の植生の回復等の環境保全
措置を講じる必要があると想定される。

①鳥海
ちょうかい

ダム案

・現状からの変化は小さいと想定される。 ・河川水取水や導水時のポンプ使用により電力使用
量が増加することから、これに対応する分量のCO2

排出量増加が想定される。

・ダム堤体及び付替道路等により景観が変化すると
想定されるため、法面の植生の回復等の環境保全
措置を講じる必要があると想定される。

・貯水池の一部が鳥海国定公園区域と重複するが、
名勝「法体の滝」（法体園地）への影響やダム及び
貯水池周辺で人と自然とのふれあいの場への影響
は小さいと想定される。

・貯水池の一部が鳥海国定公園
ち ょ う か い こ く て い こ う え ん

区域と重複するが、

名勝「法体
ほ っ た い

の滝
た き

」（法体
ほ っ た い

園地
え ん ち

）への影響やダム及び

貯水池周辺で人と自然とのふれあいの場への影響

は小さいと想定される。

・現状からの変化は小さいと想定される。

②専用ダム案
③大内

お お う ち

ダムかさ上げと小
こ

羽
は

広
び ろ

ダム有効活用

＋河道外貯留施設（貯水池＋調整池）案

・鳥海ダム直下の子
こ

吉
よ し

川
が わ

では、流況の変化による河

床材料の粗粒化が想定される。

・専用ダム直下の子吉川では、流況の変化による河
床材料の粗粒化等が想定される。
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7. 目的別の総合評価 
① 目的別の総合評価（洪水調節） 
「鳥海

ちょうかい

ダム案」、「大内
おおうち

ダムかさ上げ＋堤防のかさ上げ及び河道掘削案」、「堤防のかさ上げ及び河道掘削案」、

「遊水地＋河道掘削案」、「遊水機能を有する土地の保全等＋堤防のかさ上げ及び河道掘削案」の 5 案につい

て、検証要領細目に示されている 7 つの評価軸（安全度、コスト、実現性、持続性、柔軟性、地域社会への

影響、環境への影響）ごとの評価結果の概要は以下のとおりである。 
 

１）一定の「安全度」（河川整備計画で目標とする戦後最大の洪水である昭和 22 年 7 月洪水と同規模の洪

水が発生しても、床上浸水等の重大な家屋浸水被害を防止するとともに、水田農地についても浸水被

害の軽減に努める）を確保することを基本とすれば、「コスト」について最も有利な案は「鳥海ダム案」

である。 

２）「時間的な観点からみた実現性」として、10 年後に完全に効果を発現している案はないが、20 年後に

最も効果を発現していると想定される案は「鳥海ダム案」である。 

３）「持続性」、「柔軟性」、「地域社会への影響」、「環境への影響」については、１）、２）の評価を覆すほ

どの要素はないと考えられ、洪水調節において最も有利な案は「鳥海ダム案」である。 

 
② 目的別の総合評価（新規利水） 
「鳥海ダム案」、「利水専用ダム案」、「中流部堰案」、「河道外貯水池案」、「地下水取水案」、「八

や

塩
しお

ため池か

さ上げ案」の 6 案について、検証要領細目に示されている 6 つの評価軸（目標、コスト、実現性、持続性、

地域社会への影響、環境への影響）ごとの評価結果の概要は以下のとおりである。 
 

１）一定の「目標」（利水参画予定者の必要な開発水量 29,390m3/日）を確保することを基本とすれば、「コ

スト」について最も有利な案は「鳥海ダム案」である。 

２）「時間的な観点からみた実現性」として、10 年後に「目標」を達成することが可能となると想定され

る案は「中流部堰案」、「河道外貯水池案」、「八塩ため池かさ上げ案」であるほか、「地下水取水案」は

一部施設については水供給が可能となっている可能性があり、20 年後には全ての案において「目標」

を達成することが可能となると想定される。 

３）「持続性」、「地域社会への影響」、「環境への影響」については、１）の評価を覆すほどの要素はない

と考えられ、「コスト」を最も重視することとし、新規利水において最も有利な案は「鳥海ダム案」で

ある。 

 

 

 
③ 目的別の総合評価（流水の正常な機能の維持） 
「鳥海ダム案」、「専用ダム案」、「大内ダムかさ上げと小羽

こ は

広
びろ

ダム有効活用＋河道外貯留施設（貯水池＋調

整池）案」、「大内ダムかさ上げと小羽広ダム有効活用＋河道外調整池案」の 4 案について、検証要領細目に

示されている 6 つの評価軸（目標、コスト、実現性、持続性、地域社会への影響、環境への影響）ごとの評

価結果の概要は以下に示すとおりである。 
 

１）一定の「目標」（宮内
みやうち

地点 11m3/s）を確保することを基本とすれば、「コスト」について最も有利な案

は「鳥海ダム案」である。 

２）「時間的な観点からみた実現性」として、10 年後に「目標」を達成することが可能となると想定され

る案はないが、20 年後には全ての案において「目標」を達成することが可能となると想定される。 

３）「持続性」、「地域社会への影響」、「環境への影響」については、１）の評価を覆すほどの要素はない

と考えられ、「コスト」を最も重視することとし、流水の正常な機能の維持において最も有利な案は「鳥

海ダム案」である。 

 

 

8. 検証対象ダムの総合的な評価 
検証要領細目に示されている「⑤総合的な評価の考え方 ⅱ）検証対象ダムの総合的な評価」に基づき、検

証対象ダムの総合的な評価を行った。目的別の総合評価を行った結果を整理すると、以下のとおりである。 
 
治水（洪水調節）、新規利水並びに流水の正常な機能の維持について、目的別の総合評価を行った結果、最

も有利な案はいずれも「鳥海ダム案」となり、全ての目的別の総合評価の結果が一致した。よって、総合的な

評価において、最も有利な案は「鳥海ダム案」である。 
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9. 関係者の意見等 
① 関係地方公共団体からなる検討の場 

鳥海
ちょうかい

ダム検証を進めるにあたり、検討主体と関係地方公共団体において相互の立場を理解しつつ、検討内

容の認識を深めることを目的として、検討の場を設置し、平成 25 年 6 月 7 日までに検討の場を 4 回開催した。 

なお、構成員は、秋田県
あ き た け ん

知事のほか、子
こ

吉川
よしがわ

流域の 4 市 1 町のうち、鳥海ダム建設事業の治水・利水計画

に関わる由利
ゆ り

本
ほん

荘
じょう

市長とした。 
 
 
 

区分 所属等 

秋田県知事 
構成員 

由利本荘市長 

検討主体 東北地方整備局長 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 9-1 子吉川流域図 

 

 

表 9-2 検討の場の実施経緯 

年月日 検証内容 
平成 22 年 9 月 28 日 ダム事業の検証に係る

検討指示 
・国土交通大臣から東北地方整備局長に指示 
 

平成 22 年 11 月 17 日 検討の場（第 1 回） ■検討の場の設置 
■規約について 
■公開方法について 
■検討手順の概要（案）について 

平成 23 年 2 月 23 日 検討の場（第 2 回） ■流域及び河川の概要 
■検証対象ダムの概要 
■検証対象ダム事業等の点検 
■複数の治水・利水対策案等の立案 
・治水 26 方策の適用性判定 
・利水 17 方策の適用性判定 
・流水の正常な機能の維持 17 方策の適用性判定 

平成 23 年 9 月 20 日 検討の場（第 3 回） ■検証対象ダム事業等の点検 
・総事業費、工期、堆砂計画の点検結果 
■複数の治水・利水対策案の立案 
・複数の治水対策案の立案と概略検討 
・複数の利水対策案の立案と概略検討 
■パブリックコメント等について 
・「今回立案した各目的別の対策案以外の具体的対策案の提

案」及び「各目的別の対策案に係る概略評価及び抽出に対

する意見」 
平成 25 年 6 月 7 日 検討の場（第 4 回） ■事業等の点検 

・計画前提となっているデータ等の詳細点検 
■パブリックコメントで頂いた意見について 
・「各目的別の対策案の立案」「概略評価による各目的別の対

策案の抽出」についての意見 
・各目的別の対策案に関するパブリックコメントに対する検

討主体の考え方 
■利水参画予定者等の意見について 
■治水対策案等の評価軸ごとの評価及び総合評価 
・各目的別の評価軸ごとの評価 
・目的別の総合評価 
■総合的な評価 
・鳥海ダム建設事業の総合的な評価 
■意見聴取等の進め方について 

 
 

表 9-1 検討の場の構成 
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検討主体が示した内容に対する構成員の見解 
 
○平成 22 年 11 月 17 日に開催した検討の場（第１回）において、検討主体が示した内容に対する構成員の

見解は以下のとおりである。 

【秋田県
あ き た け ん

】佐
さ

竹
たけ

知事（堀井
ほ り い

副知事が代理出席） 
・検討の場におきまして、特に地元を中心といたしました公共団体あるいは住民の声をぜひひとつ丁寧に

お聞き取り願いたい。 
・丁寧なさまざまな手続を踏みながら慎重に、あるいは緻密な検討をなされるというわけでありますけれ

ども、また一方で迅速な検討ということもぜひお願いしたい。 
・水害から住民の生活とか暮らしを守るということは、私ども特に行政に携わる者にとりましては最も基

本となる役割であり、改めてこうした治水対策の重要性を訴えたいと思っている。 
・河川のダムの建設によらずして、河川改修という形をとった場合に、例えば河川の幅員を広げるという

場合に、果たして現実的にその河川の両岸に数多くの住民が生活をしているということを考えますと、

果たして現実的に可能なのかということになりますと、私どもは、なかなか現実的にはとり得ない方法

ではないかということで、治水対策に、この子
こ

吉川
よしがわ

水系におきましてはダムの建設ということが最も適

切であるというふうに考えている。 
・秋田県の第２次産業、製造業、中でも中核となりますのは当由利

ゆ り

本荘
ほんじょう

地域におけます電子デバイス産業

ということであります。これは秋田県におきましても長い歴史を持っておりますし、これから環日本海

ということで対岸諸国をにらみながらの貿易も含めた産業振興を図るという点からしても当地域にお

ける立地は、これからの秋田県の産業振興、雇用の場の確保ということからも最も中心となる戦略と思

っている。 
・本荘

ほんじょう

工業団地にＴＤＫの工場が立地をしてくださったわけだが、工業用水がないということであります。

これは、これからの当地域におきますものづくり産業の立地ということからすると最も大切なインフラ

ということになるわけであります。この工業団地の用水の確保ということは、現実的にはダムによる方

法しかなかなか見出すことはできないのではないかという思いが私どもいたしております。その点から

も私どもはダムの建設が必要であると思っている。 
・この地域、特に渇水の被害、これがたび重なっているということであります。それにより、上水道ある

いは農業用水等がなかなか水量確保できないということが毎年のように発生しているわけであり、こう

した安定した水の確保というためにはダムの建設が一番妥当な手法なのではないかと思っている。 
【由利本荘市】長谷部

は せ べ

市長 
・由利本荘市は、鳥海山

ちょうかいさん

、子吉川、日本海という恵まれた自然環境にありますが、標高 2,236m の鳥海山

の山頂から日本海までは直線距離でわずか 16km しかありません。また、子吉川は河川延長が 61km と

短いため、降った雨は山から一気に海へ流れ込むことになります。このため、融雪や集中豪雨による災

害が毎年のように発生しておりますが、近年では平成 19 年の８月から９月にかけて３度、平成 21 年に

は９月に集中豪雨に見舞われて田畑の浸水や冠水等により大きな被害を受けております。また、夏場に

は渇水の影響により、塩水が日本海より遡上し、水道水の安定供給や農業用水等の確保に市民は大きな

不安を抱えており、本市の基幹産業である農業にとっても水不足は深刻な影響を及ぼしております。こ

のため、こうした被害を未然に防ぐためにもダム建設は必要不可欠であると考えている。 
・少子高齢化の進む本市にとって、人口減少への対策は市の将来の存続を左右する最重要課題となってお

ります。そのためには、地域の若者の雇用の受け皿となる企業誘致が重要であります。市では、秋田県

と連携して電子部品製造の大手企業に本荘工業団地への進出を依頼いたしまして、平成 20年６月には、

同社としては国内最大級の規模となる本荘工場が操業を開始しております。同工場は積層
せきそう

セラミックコ

ンデンサーの生産工場であることから、製品の製造過程で大量の水を要するため、現在の水量では今後

当工場の稼働率向上や拡張への対応ができなくなります。また、同工場以外にも本市には電子部品製造

等の企業が集積をしており、これら必要水量の確保には、ダム以外の対応では困難であると考えている。 
・現在国内では、円高の影響もあり、大手企業の海外シフトがさらに進んでおりますが、同工場の存在は、

本市はもとより秋田県にとりましても産業の振興や雇用確保など多くの面で地域に果たす役割は大き

く、今後将来にわたり地元へ存続していただくためにも鳥海ダムを早期に建設していただき、安定操業

への水量供給に努めたいと考えている。 
・鳥海ダムは、平成 18 年３月に策定された子吉川水系河川整備計画にダム建設が明記され、同年５月に

は河川愛護団体や流域の町内会組織など 27 団体により「鳥海ダムを建設促進する市民の会」が設立さ

れております。主な活動内容としては、毎年行っている国及び関係機関への要望活動や早期ダム建設に

向けたＰＲのほか署名活動も行っております。ダム建設を望む署名は、現在 51,163 名に達するなど市

民一丸となった運動の輪が広がっていることから、こうした由利本荘市民の意思もお酌み取りをいただ

いて鳥海ダムの建設の促進をお願いいたす次第である。 
・水没予定地域では、百宅

ももやけ

水没生活対策会と鳥海ダム地権者会が組織され、全員一致してダム建設には協

力する意思を示していただいております。しかしながら、平成５年４月に鳥海ダム調査事務所が発足し

てことしで 17 年目になることから、水没地域では地権者の高齢化や過疎化、建物の老朽化が進んでお

り、今後に向けた生活再建のめども立てられないことから、地域住民からはダム建設をいたずらに延ば

さず、スピード感を持って早期に建設推進をするよう強く求められている。 
 
○平成 23 年 2 月 23 日に開催した検討の場（第２回）において、検討主体が示した内容に対する構成員の

見解は以下のとおりである。 
【由利本荘市】長谷部市長 
・鳥海ダムの調査事務所が設置されてからもう既に１７年が経過をしているわけであります。今回の検討

の場の内容には、これまで費やした時間や成果がどのように生かされて行くのか伺いたい。 
・複数の治水対策案の立案についてですが、子吉川河川整備計画は今後 30 年の計画であり、過去の水害

や渇水を踏まえて、鳥海ダムが必要であると位置づけられております。今さらこれだけ多くの対策案を

論ずること自体、時間と経費の無駄ではないかと思っている。 
・複数の対策案の中で、部分的に低い堤防の存在など本当に地域住民から理解が得られるのか、得られる

方策なのか、疑問を感じているところである。 
・特に近年は異常気象による災害が地球規模で大きな議論の的にもなっております。子吉川のように、鳥

海山から河口まで距離の短い河川ではダム以外の治水対策案が現実的に本当に意味をなすのか疑問で

ある。 
・大規模な水害は、いつ来ないとも限りません。特に今年のように記録的な豪雪の年は、春先の雪解けの

水害も心配されるところであります。それだけ早期にダム建設が必要ではないかと思っている。 
・由利本荘市の水がめである黒森川

くろもりがわ

水源は集水面積が約 6km2 と狭く、この流域に降る雨だけが頼りの非

常に不安定な水源であり、降水量の少ない年には何度となく見舞われております。また、県内一広大な

面積の本市は、水道水源が河川支流最上部に点在し、小規模で不安定な水源が多く、渇水に伴う上水道

への揚水不安や塩水遡上による稲作への影響が非常に心配されて、市民はおびえておる状況である。 
・子吉川は、海岸線から直線距離でわずか 16km の地点に標高 2,236m の山頂をいただく鳥海山に源を発

し、幹線流路延長が 61km で、日本海に注ぐ河床勾配が急な河川。しかも、貯水施設を有しないことか

ら、安定利水のための流況確保にはダム建設が必要不可欠である。 
・本市には、電子部品製造大手会社の国内最大級の本荘工場があります。そして、関連企業も多く集積し

ておるわけでありますが、これが地域経済と雇用を大きく支えております。今後の状況により、同社の

稼働率向上が見込まれておりますが、安定した水道供給ができなければ、地域経済の発展はおろか、本

市の将来にも大きく影響をしてくるわけであります。本当にダム以外の方法で水道の安定供給ができる

のか、非常に疑問を感じるところである。 
 
○平成 23 年 9 月 20 日に開催した検討の場（第３回）において、検討主体が示した内容に対する構成員の

見解は以下のとおりである。 
【秋田県】佐竹知事 
・全体として総貯水容量あるいは中身が若干変わっていますけれども、全体としてはダム湖がやや低くな

っていますね。これは上流部に移って、そして貯水面積が広くなったわけですので、その分全体として

は若干堤体が低くなったという解釈でよろしいか。 
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・流水の正常な機能の維持というところが非常に増えておるのですけれど、この考え方を説明していただ

きたい。 
・時間軸はどうなっているのか。 
・一般的にダムのような形である箇所を中心にやるときは割と、しかもほとんど人の住んでいないところ、

ただ流域の河道の関係にさわるとなると、当然その流域の地権者の問題、あるいは農地の問題、あるい

はさまざまな他の道路の取りつけ等、かなり時間が、費用が同じでも時間がかかるということは、逆に

費用が増すということになる。いずれ詳細にやろうとすると、そういうところも含めて費用対効果とい

うもの、全体的に常識的に見るとダムの１カ所でやったほうが費用対効果は上がると思う。 
・最終的に評価する段階で、我々のほうの市も含めて、我々の意見というのはどういう形で反映されるの

か。 
・治水、利水の中でも今度は流水の正常な機能の維持と水道があるのですけれども、それぞれリンクする

のですね。一つ一つやっても結局は最終的に全体をリンクさせて、もう一回トータルとして評価すると

いう形ですね。 
・大変長い時間かかって地元の住民の皆さんもどうなるのかという、そういうことではやや生活のこれま

での実態もあります。そういうことで、我々としてはできるだけ早く結論づけをしたいということで、

我々もいろんな面で対応する。 
・全国のダムの関係でたくさん現在同時進行だと思うのですけれども、最終的に結論出たときに、あとは

全体のこれかなりの数がある意味では、中では別の方法のところもあるでしょうし、既定どおりという

ところは出てくるのでしょうけれども、この答えは出てこないと思うのですけれども、大体同じ時期に

出るわけですけれども、そういう場合、今度はどういう順番に採択になるのですか。ここだけではない

わけですね、全国たくさんあるわけですけれども。我々としては、特に鳥海
ちょうかい

ダムはかなり古くから俎上
そじょう

に上っております。調査を進めておるわけですから。結論が出たら、これは全体の予算の状況はありま

すけれども、結論が出たらできるだけまず早く、出るという前提で話しているのですけれども、結論が

でたらできるだけ早くスタートしていただきたいということで、そういう点もひとつ、これまでの経緯

も加味しながら本省のほうにもいろいろこれからいろんな面でまた働きかけをしていただきたいとい

うことです。 
 

【由利
ゆ り

本
ほん

荘
じょう

市
し

】長谷部
は せ べ

市長 
・子

こ

吉川
よしがわ

は河川延長が短いことと急流であることから、降った雨が一気に川に流れ込むことになります。

由利本荘市では、最近だけでも３回集中豪雨災害が発生しております。平成 19 年８月から９月にかけ

て３度、平成 21 年９月、そして去る６月 24 日の集中豪雨災害であります。行政といたしましては、こ

うした水害から住民の安全を守ることが最も基本であります。そのために過去の水害や渇水を踏まえ、

ベストの対策として子吉川河川整備計画が策定されたものである。 
・今回の概略評価では４ケースについて「○」判定となっていますが、はんらん区域を想定しての対策や

遊水地の想定などは関係住民との合意形成に疑問を感じますし、大内
おおうち

ダムのかさ上げは芋川
いもかわ

合流地点か

ら下流にしかその効果が及ばないものであります。また、これらはすべて利水対策には結びつかないも

のであります。こうしたことから、私は鳥海ダムの建設が最も適切であり、必要不可欠と考えるところ

である。 
・由利本荘市の水道水の主要水源であります「黒森川

くろもりがわ

水源」については、降雨だけが頼りの非常に不安定

な水源であり、これまで何度となく渇水に見舞われている。 
・水道事業は市民の生活用水のみならず、あらゆる社会活動、産業活動の基盤であり、24 時間、365 日供

給し続ける責務を負っている。 
・子吉川は河川延長が短く急流であることから、降った雨はすぐ海に流れ込み、日照りが続くと流水の正

常な機能を維持できなくなり、日本海から塩水が遡上する被害も出ている。 
・こうした状況や過去の渇水事例を踏まえ、ベストの対策として子吉川河川整備計画が策定されたもので

ありますから、安定した水道供給のためには鳥海ダム以外の方法はないと考えている。 
・流水の正常な機能の維持では、大内ダムと小羽

こ は

広
びろ

ダムから子吉川上流まで導水する内容のようですが、

とても現実的なものとは思えない。 

・水道水でありますが、利水容量 30 万 m3 について検討されております。鳥海ダムの場合は、貯水容量

4,700 万 m3という担保がある中での利水容量 30 万 m3でありますから、流水の正常な機能の維持分や

治水容量からの補完が可能であり、余裕がある中での 30 万 m3であります。水道水は、あくまでも安全、

安定供給が確保できなければならないのでありますから、それが可能な鳥海ダム貯水容量 4,700 万 m3

の中での 30 万 m3と切り出した単体の 30 万 m3と比較するのは無理があると考えている。 
・代替案に示されました利水専用ダム、ため池かさ上げ、河口堰等は周辺の環境からすると検討基礎容量

の 30 万 m3を安定的には確保できないと思っております。また、これらはすべて治水対策には結びつか

ないものである。 
・東日本大震災の状況や国のエネルギー政策を考えますと、この検討の場をスタートさせたときとは状況

が一変しております。つまり、ダムを活用した水力発電の推進に取り組むべきであり、自然エネルギー

政策への貢献という評価項目があるべきだと考えております。鳥海ダムについてもぜひこの観点も入れ

込んだ事業推進を期待するものである。 
・こうしたことから、私は利水対策案におきましても鳥海ダムの建設が必要不可欠であり、これにかわる

利水対策案はないものと考えている。 
 
○平成 25 年 6 月 7 日に開催した検討の場（第 4 回）において、検討主体が示した内容に対する構成員の見

解は以下のとおりである。 
【秋田県】佐竹知事（石黒建設部次長が代理出席） 
・これまで長年要望してきた鳥海ダム案が、最も有利であるとの方向性が示されたということで、非常に

安堵している。 
・これまで説明いただいた資料の中でも利水参画予定者あるいはその関係団体の意見にもあるように、い

ずれもダムを切望しているということがはっきりわかった。２年前の洪水、さらには異常な渇水、異常

な天然現象が続いている中で、住民の安全・安心のためにもできるだけ早く方向性を決定してもらいた

いというのが希望である。 
・河川の安定とダムの水資源、これは県勢の発展の一つの大きな戦略になり得ると、知事も明言している。

方向性が決まり、できるだけ早期の完成を望むということが大きな願いであり、ご理解していただくよ

うお願いする。 
 
【由利本荘市】長谷部市長 
・これまで検討の場において、治水対策・利水対策・流水の正常な機能の維持の各対策案について複数検

討されてきた。過去の豪雨災害から住民の安全を守り、子吉川の流れを健全に保つためには、鳥海ダム

建設に優るものはないとの意見を述べさせていただいた。また、市民生活と産業活動を支える水道の水

源はこの周辺に降った雨だけが頼りの非常に不安定な水源であり、二、三年ごとに渇水の際には貯水量

が枯渇するほど激減し、市民生活や産業活動が脅かされる事態となっている。 
・本日この検討の場で、総合的な評価として鳥海ダム案が最有力であるとの結論が示されたことは大変喜

ばしいこと。悲願である鳥海ダム建設に早期に事業着手されることを祈念する。 
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② パブリックコメント 
鳥海ダム建設事業の検証においては、関係地方公共団体からなる検討の場における検討を踏まえ、検証要

領細目に従い主要な段階として、複数の治水対策案、利水対策案、流水の正常な機能の維持対策案の立案を

行った段階でパブリックコメントを行い、広く意見の募集を行った。意見募集の概要及び意見募集結果は以

下のとおりである。 
 

1) 意見募集対象 ：「第 3回検討の場で立案した複数の対策案以外の具体的対策案のご提案」及び「第

3回検討の場で示した複数の対策案に係る概略検討及び抽出に対するご意見」 

2) 募集期間   ：平成 23 年 9 月 22 日（木）～平成 23 年 10 月 21 日（金） 

3) 意見の提出方法：郵送、ＦＡＸ、電子メール、閲覧場所の回収箱への投函 

4) 資料の閲覧方法：東北地方整備局のホームページの他、以下の場所にて閲覧 

 閲覧場所   ：国土交通省 東北地方整備局 

          ・秋
あき

田
た

河川国道事務所、子
こ

吉川
よしがわ

出張所 
          ・鳥海ダム調査事務所 

         由利
ゆ り

本荘
ほんじょう

市役所 
          ・企画調整部総合政策課、矢

や

島
しま

総合支所振興課、岩
いわ

城
き

総合支所振興課、由利
ゆ り

総

合支所振興課、大
おお

内
うち

総合支所振興課、東
ひがし

由利
ゆ り

総合支所振興課、西
にし

目
め

総合支所

振興課、鳥海総合支所振興課 
5) 意見提出者  ：全体 12 件（個人 11、企業・団体 1）のご意見を頂いた。 

         頂いた主な意見について以下に示す。 
 
 
Ⅰ．検証について 
・鳥海ダムの新設、利水専用ダムの新設のほかは現実性がなく検討するだけ無駄ではないか。 
・平成 5 年調査開始からの長かった 18 年百宅

ももやけ

住民の夢と希望を失い、みんな年老いてしまった。百宅住

民の願いを叶えて早くダムにしてほしい。 
・子吉川周辺住民が安全で安心して生活出来るために協力して来ました。しかし、未だにどうなるのか決

定しておらず将来の生活計画も出来ないでおります。1 日も早く建設されますようお願いする。 
 

Ⅱ．ダムに対する賛否について 
・子吉川は、急流のため鳥海ダム建設が最も適切である。 
・鳥海ダム新設でよい。 
・河川整備計画の鳥海ダム＋河道掘削、築堤でよい。 
・「ダムを主体とした案」に比べ、他の比較案は事業執行上関わる関係者が多数有るように思われます。「河

川整備計画（ダム主体）」での計画がコスト面でも有利で有ることから、当初の計画が望ましい。 
・鳥海ダム以外はコストが高い。 
・鳥海ダム建設が、周辺地域・生態系・コスト・工期から見ると治水、利水を両方兼ね備えることができ

有効な方法と考える。 
・洪水、渇水被害の軽減のため洪水調節を目的とした「鳥海ダム建設」と河道断面積を拡大する「河道掘

削及び築堤」を組合せたケース１（鳥海ダム＋河道掘削及び築堤）に賛同する。 

・限界を超えた国や自治体の赤字情勢の中では、ダムを造りこれ以上の税金の無駄遣いをするようなこと

は思いとどまり、そのお金を市民生活の福祉・医療・教育等の向上に役立てて欲しいと願っている。 
・ダムがダメになった場合には現在の調査費の数億円が本当に無駄遣いのお金だと思うほかない。 
・子吉川流域の自然をこよなく愛し、その自然の生態系をより望ましい形で保全していくことに関心を寄

せている。従って、その自然に大きな負荷をもたらす鳥海ダム建設事業の実施は是非控えて欲しいと考

えている。 
・活火山である鳥

ちょう

海
かい

山
さん

の山腹にダムを建設することは危険極まりなく、噴火した場合にダム本体が破壊さ

れ、その水が一気に下流域に流れ込めば甚大な被害は誰でも想像できる。そのため、活火山の山腹に造

るダムは危険な建設物となり、治水対策に反する。 
・利水目的で鳥海ダムを建設する予定となっているが、やはり、活火山の山腹にダムを建設することは将

来にリスクを残すことになる。それは、子どもや孫を危険な目に遭わせることになり、今に生きる我々

が無責任なことはできない。 
・鳥海ダム建設に伴う河川水量の取得で本来河川に流れ出る水量が失われることは、他のダム下流域の河

川の状態を見れば明らかなように、どのダムの下流域とも年間を通じて水量が激減し河川内に草が生え

てしまうのが実態である。 
 

Ⅲ．対策案の目標・立案等について 
【治水対策案に関するご意見】 
・判断は妥当と思いますが、土地の保全や利用規制の確実性はどうか。 
・主な支川中流部の河道外に遊水地を設置する（芋

いも

川
かわ

と赤
あか

田
だ

川
がわ

合流点付近等）。 
・本荘第一病院裏の河川公園における『水辺とのふれあいゾーン』は、せり出しが大きく川幅が狭くなっ

ているため流れを悪くしている。河川の流れを本来の状態に戻すため、『水辺とのふれあいゾーン』を

撤去し川幅を確保し、洪水時の河川の流れを良くし治水対策とする。 
 

【利水対策案に関するご意見】 
・鳥海ダム以外は、目的を達成出来ない。 
・主な支川中流部の河道外に遊水地を設置する（芋川と赤田川合流点付近等）。また、遊水地の一部を一

定程度掘削し、遊水地にすれば、貯留した水は多目的に利用もできる。 
・河川法５３条の「渇水時における水利用の調整」を活かし、渇水時の取水権利の調整のルールを作る。

「いざという時の水の分かち合いのルール」の確立が、自然の生態系に多大なダメージを与えるダムよ

りも渇水対策として優先されるべきである。 
・旧由

ゆ

利
り

町
まち

の水道本管を旧本
ほん

荘
じょう

市
し

の水道本管につなげる。 
・石

いし

沢
ざわ

川
がわ

と子吉川の合流地点付近に利水目的の井戸を掘り、水道水として、工業団地（ＴＤＫ）や市内に

供給する。 
・費用の少ない河口堰（中流部）新設、河道外貯留施設（貯水池）新設などに絞ってもよいのではないか。 
・地下水取水施設等、鳥海ダムに比較すると 3 倍以上のコストがかかる。 
・本荘工業団地への用水は計画されているのか。 
・東日本大震災を受けて、国の政策としても「水力発電」も計画に盛り込むべきと思われる。 
 

【流水の正常な機能の維持に関するご意見】 
・ケース１１（大内ダムかさ上げ＋小

こ

羽
は

広
びろ

ダム治水容量買い上げ＋河道外貯留施設（貯水池）新設＋河道

外貯留施設（調整池）新設）,ケース１２（大内ダムかさ上げ＋小羽広ダム治水容量買い上げ＋河道外貯

留施設（調整池）新設）は、利水だけで見れば有効かもしれないが、治水・コストの観点から現実的で

ない。また、ケース２（利水専用ダムを新設）は、再度周辺地域への説明必要及び改めて周辺調査・設

計見直し必要となるため現実的ではない。 
・利水専用ダムの新設、遊水地等、新たな建設は地主等の賛成を得ることは出来ない。 
・大内ダムのかさ上げ等の案は、河口のため効果はない。 
・河川流域における広葉樹林比率の拡大をすることにより、安定した流水量を確保する。 
・魚たちには大水や川凅れのある環境こそが望ましい環境である。例えば大水は川底の石を転がし古い苔

を剥がし、魚の餌となる新しい新鮮な藻を生じさせてくれる。又、子吉川にいる外来種のオオクチバス
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などは大水・川凅れの不安定な環境を嫌うので外来種対策にもなる。従って、河川の一定水量を常に維

持する必要はない。 
 
③ 検討主体による意見聴取（学識経験を有する者からの意見聴取） 

鳥海
ちょうかい

ダム検証においては、検証要領細目に定められている「学識経験を有する者の意見」として、表 9-3
に示す方々から意見聴取を実施した。 

1) 意見聴取対象 ：「鳥海ダム建設事業の検証に係る検討報告書（素案）」 
2) 意見聴取日  ：平成 25 年 6 月 21 日（金） 

※なお、欠席の井上正鉄氏、永吉武志氏は別途意見を頂いた。 
3) 意見聴取を実施した学識経験を有する者： 

 

表 9-3 学識経験を有する者 

氏名 役職等 

石
いし

井
い

 千万太郎
ち ま た ろ う

 元秋田大学 准教授 

井上
いのうえ

 正鉄
まさかね

 秋田大学 教育文化学部 教授 

小笠原
お が さ わ ら

 暠
こう

 秋田大学 名誉教授 

金
きむ

 主鉉
じゅひょん

 秋田工業高等専門学校 環境都市工学科 准教授 

嶋崎
しまざき

 善
よし

章
あき

 秋田県立大学 システム科学技術学部 准教授 

杉山
すぎやま

 秀樹
ひ で き

 秋田淡水魚研究会 代表 

永吉
ながよし

 武志
た け し

 秋田県立大学 生物資源科学部 准教授 

長谷部
は せ べ

 誠
まこと

 由利
ゆ り

本
ほん

荘
じょう

市
し

長 
松
まつ

冨
とみ

 英夫
ひ で お

 秋田大学大学院 工学資源学研究科 教授 
 

4) 学識経験を有する者からのご意見 
学識経験を有する者から頂いた主なご意見について以下に示す。 

 
【石井千万太郎氏（元秋田大学准教授）】 
・鳥海ダム建設事業の検証を行うにあたっての経緯は何であったのか。ダム建設は環境を大きく変えるか

ら、鳥海ダム建設事業の検証を行い、ダム以外の方法を検証したということなのか。私どもはダムが一

番いいと思っているが、なぜダムによらない方法を検討したのかがわからない。 
 

【井上正鉄氏（秋田大学 教育文化学部 教授）】 
・事業評価監視委員の時から現場もよく見ている。 
・報告書（素案）については、総合評価も適切に行われていることから、異論はない。 

 
【小笠原暠氏（秋田大学 名誉教授）】 
・この報告書（素案）でよいと思う。 
・ダム事業の実施にあたっては、ダム上流にある牧場や酸性水が流入する支川、プランクトン等も含めた

水質の影響について、総合的な検討をする必要がある。 
 

【金主鉉氏（秋田工業高等専門学校 環境都市工学科 准教授）】 
・基本的にはこの報告書（素案）に賛成。ダム湖表層の水温上昇をシミュレーションで確認しているが、

水温上昇で増殖しやすい藍藻類の特性上、夏季での出現可能性を評価する必要がある。 
・ダム建設で消失する森林については、CO2固定のような森林の多面的機能の消失をデメリットとして他

の案と比較し、評価する必要がある。 
 

【嶋崎善章氏（秋田県立大学 システム科学技術学部 准教授）】 
・利水の目的において、今後再生可能エネルギーが重要視されている事を踏まえ、発電を積極的に考えて

いく必要がある。発電計画によっては、ダムの規模にも影響してくる。 
 

【杉山秀樹氏（秋田淡水魚研究会 代表）】 
・瀬切れの発生原因が発電取水と関係があるのかないのか解るようにした方が良い。 

 
【永吉武志氏（秋田県立大学 生物資源科学部 准教授）】 
・治水・利水の視点でのコストや実現性等においては、現計画の鳥海ダム建設案が他案よりも優れている

点が多いことは認められますし、評価結果に異論はございません。 
・環境面においては、現計画案の場合、ダム特有の影響も心配されるので、類似する流域の既存ダムの事

例等をできるだけ多く調査・分析するなど、さらなる検討を進めていただきたいと思います。 
 

【長谷部誠氏（由利
ゆ り

本荘
ほんじょう

市
し

長）】 
・豪雨災害から住民の安全を守り、子吉川の流れを健全に保つためには、鳥海ダム建設に優るものはない。 
・また、市民生活と産業活動を支える水道の水源はこの周辺に降った雨だけが頼りの非常に不安定な水源

であり、二、三年ごとに渇水の際には貯水量が枯渇するほど激減し、市民生活や産業活動が脅かされる

状態である。 
・この検討の場の結論を尊重し、かかる手続きを速やかに終了され、悲願である鳥海ダム建設に早期に事

業着手されることを願う。 
 

【松冨英夫氏（秋田大学大学院 工学資源学研究科 教授）】 
・環境への影響評価は難しい事を前提にして、治水、利水、流水の正常な機能維持に対する検討は信頼性

があり、報告書（素案）は妥当である。 
・今回の計画は、整備計画を満たすものであり、将来的には、基本計画を考えると、またどこかに手をつ

ける必要があるため、環境面に配慮しつつ、鳥海ダムにおいてダムの嵩上げ等の可能性も考慮し、ダム

の規模と河道掘削の規模について検討することも必要。 
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④ 検討主体による意見聴取（関係住民からの意見聴取） 
④-1 関係住民からの意見聴取 

鳥海
ちょうかい

ダム検証においては、検証要領細目に定められている「関係住民からの意見聴取」を下記により実施

した。 
1) 意見聴取対象 ：「鳥海ダム建設事業の検証に係る検討報告書（素案）」 
2) 意見聴取期間 ：平成 25 年 6 月 21 日（金），22 日（土） 
3) 意見聴取会場 ：以下の 2 会場で実施 

          ・鳥海会場 紫水館
し す い か ん

（鳥海公民館） 
          ・本荘

ほんじょう

会場 由利本荘市
ゆ り ほ ん じ ょ う し

ボートプラザ アクアパル 
4) 意見発表者  ：1 名からのご意見を頂いた。 

意見発表者の地域別、世代別、性別を以下に示す。 
 

地域 人数  年代 人数  性別 人数 
由利本荘市 1  60 歳代以上 1  女性 1 

 
5) 意見発表者のご意見： 

関係住民（１名）から頂いた主なご意見について以下に示す。 
 

最初の960億円より減額されましたが他の国内のほとんどのダムの総事業費は最終的に大幅に増えて

います。この面からのコスト精査も行われましたか。それでも代替案よりコストが安いのですか。 
2004 年の台風や集中豪雨の多大な被害の後で河川工学者や研究者たちがダムでの治水に限界がある

こと、ダムに頼らずに堤防強化を優先すべきと言っています。どのように考えますか。 
ダムによって逆に水害が増えている例が全国に多く見られます。鳥海ダムにその危険性はありません

か。根拠を示してください。 
鳥海ダムの堆砂は 100 年で計算していますが、二

に

風
ぶ

谷
たに

などは 5 年で洪水を起こしました。100 年の例

はあるのですか。大丈夫ですか。 
東日本大震災で火山噴火に地震が活発化している可能性があるとのことです。それでも建設しますか。 
ダムができると豊かな子吉

こ よ し

川
がわ

の生態系が消えて腐った水が流れる貧弱な生態系の川になるのではな

いか、イワナや、ヤマメの釣りやカヌーやなんかの喜びも失せるのではないかと思います。 
決定でもないのに成瀬

な る せ

ダムではもう工事が進んでいる。ダムは山奥の自然豊かなところに建設される

のが常です。そして自然のみならず人々につながる歴史なんかも湖の底に沈めてしまいます。 
検討の場においてダムが早い段階から有利になるような事態に進められてないかというのが次の観

点です。 
1996 年のダムの調査が決まった段階で、百宅

ももやけ

の住民達がもう転居を加速させています。それから、

国や県に色々な陳情やら何やらの参加もしています。それから、2011 年 6 月 24 日の洪水の後では、

洪水の航空写真を見せながら、代替案の鳥海ダムが低コストで一番良いんだよというのを、第３回の

検討の場やパブリックコメントの募集よりもずっと早い段階で行われています。2009 年の百宅で水

害があった時の事、地元の人たちは公共工事が行われていないからだと言われています。「町役場に

工事をして下さい」と言ったら、我慢してくれ」と言われたとの事です。 
堤防の未施工や暫定が 34.7%現在あります。堤防の安全性不備も 11.36 ㎞、37.1%あります。住民の   
生命と財産に係わる治水対策が何故今まで行われていないのでしょうか。洪水との関連は無いのでし

ょうか。 

将来の水需要として、人口減があるけれども増えると言ってますけれども、減反加速化、農業従事者

の減少、それから工業団地においても今のような経済状況ではあそこに進出してくる企業は少なくなっ

て水の需要が増えるというのはちょっと考えられないような気がします。 
将来的に黒森

くろもり

貯水池は 100%利用するようになっていないです。どうしてでしょうか。 
ダムができることで将来、水余りがおきるのではないでしょうか。 
ダム建設費用の受益者負担はいくらで、水道料金はいくらでしょうか。それを私たちに説明してほし 

い。 
ダムは環境へ取り返しが付かない長期に及ぶ等の甚大な影響を代替案より与えると思います。しかし、

報告書の評価は過小評価してると思います。 
鳥海ダム案はコストだけが考慮されているが、ダムが環境に及ぼす影響は甚大であるが、比較が十分

ではないと思います。 
国定公園を破壊してまで建設するとはどういうことでしょうか。秋田県の景勝及び天然記念物指定の

法体
ほったい

の滝
たき

は人工物のダムと共に楽しめということでしょうか。アクセス道路ができて便利になったから

良かろうとのことでしょうか。 
私たちはいままで、あまりも自然を破壊してきました。せめて子供達には豊かな自然を残してあげた

いと「婆の思い」で今日は参加させていただきました。 
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④-2 電子メール等を活用した意見聴取 

「鳥海
ちょうかい

ダム建設事業の検証に係る検討報告書（素案）」について、今後の検討の参考とするため、広く意見

の聴取を行った。意見聴取の概要及び意見聴取結果は以下のとおりである。 
1) 意見聴取対象  ：「鳥海ダム建設事業の検証に係る検討報告書（素案）」 
2) 意見聴取期間  ：平成 25 年 6 月 7 日（金）～平成 25 年 7 月 4 日（木） 
3) 意見の提出方法 ：郵送、FAX、電子メール、回収箱への投函 
4) 資料の閲覧方法 ：東北地方整備局のホームページの他、以下の場所にて閲覧 

閲覧場所    ：国土交通省 東北地方整備局 

           ・秋
あき

田
た

河川国道事務所、子
こ

吉川
よしがわ

出張所 
           ・鳥海ダム調査事務所 

           由利
ゆ り

本荘
ほんじょう

市
し

役所 
           ・企画調整部総合政策課、矢

や

島
しま

総合支所振興課、岩
いわ

城
き

総合支所振興課、由利
ゆ り

総

合支所振興課、大
おお

内
うち

総合支所振興課、東
ひがし

由利
ゆ り

総合支所振興課、西
にし

目
め

総合支所

振興課、鳥海総合支所振興課 
5) 意見提出者   ：２名からのご意見を頂いた。 

意見提出者の地域別、世代別、性別を以下に示す。 
 

地域 人数  年代 人数  性別 人数 
秋田市 1 30 歳代 1 男性 2 

由利本荘市 1 60 歳代以上 1 
合計 2 

 

合計 2 

 
 

 
6) 意見提出者のご意見 

関係住民（２名）から頂いた主なご意見について以下に示す。 
 

○｢水害防止はダムではなく堤防強化・補強を優先してすべきであった。｣という結論を、近年の水害を反

省して日本の河川工学者や研究者の多くが述べ始めている。又､ダムは水害を防ぐどころか、逆に被害

増大の原因となっている例が全国に多く見られることから､｢ダムでの治水は一種の幻想に近く、危険な

緒である｣という趣旨の発言も耳にする昨今である。 
従って､鳥海ダム建設は取りやめ､ダムによらない治水に転換すべきである。 
１．ダム建設による自然・.生態系破壊の問題について。 
全国でダムの造られた河川では、清流が消え生態系が激変し、釣り文化を継承できないところが圧倒

的に多い。子吉川は上流.中流.下流とも多様な魚種に恵まれている貴重な河川の一つであり、これまで

住民は鮎釣り等でその恩恵を大いに享受してきている。この豊かな川の文化と自然を子孫に残すことの

重大性を大人は気づくべきである。 
すでに､狭い日本に２８００基以上ものダムを造り、日本の河川と自然は満身創痍の状態である。鳥海

ダムを始め、これ以上ダムを造る愚は避けるべきである。同じ公共事業ならダム建設ではなく、熊本県

の荒瀬
あ ら せ

ダムのように「ダム撤去」事業が歓迎される。ダムを撤去し自然との共生を回復する方向に転換

して欲しい。 
 
 

２．ダム無しで利水に対応するために、水利権の転用を計るべき。 
 慣行水利権である農業用水の水利権を見直すことが、「利水」問題を解決に導くと思う。水田の面積は

かつて（昭和３０年代）の半分になっており、従って農業用水の半分は使用されずに無駄に流されてい

る。この余っている水の水利権を返還し、上水道向けに転用したり、渇水時に他に回したりできるよう

に制度を改正すべきである。これが実現すれば利水目的のダムは造らずに済み、税金の無駄遣いと自然

破壊が避けられるのである。 
 国は「ダム建設」ではなく、この水利権制度の改正にこそ早急に取り組むべきである。 
 
○反対です。 

今後、電子産業の明らかな衰退により、工業用水の必要性の減少、過疎化、高齢化による農業用水の必

要性の減少。 

下流域の洪水には芋川
いもかわ

、石沢
いしざわ

川
がわ

が大きく寄与していると思うのでそちらの整備が優先。 

東北でも有数の集客率を持つ観光地として、今後ダムの存在は足枷になる。世界遺産登録なども知床で

はダムの存在が反対理由として大きく取り上げられた。 

以上が理由です。ダムが完成するころには、恐らく過疎が進み無用のものとなると思います。 
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⑤ 検討主体による意見聴取（関係地方公共団体の長からの意見聴取） 

「鳥海
ちょうかい

ダム建設事業の検証に係る検討報告書（原案）案」に対する関係地方公共団体の長からの意見聴取  

を実施した。頂いた意見を以下に示す。 

【秋田県知事】 

「鳥海ダム建設事業は「継続」することが妥当である」とした対応方針（原案）案については異存ありま 

せん。 

今後は、一日も早く対応方針を決定して、鳥海ダムの早期着工と早期完成を望みます。 
 

⑥ 検討主体による意見聴取（関係利水者からの意見聴取） 
「鳥海ダム建設事業の検証に係る検討報告書（原案）案」に対する関係利水者からの意見聴取を実施した。 

頂いた意見を以下に示す。 

【由利
ゆ り

本荘市
ほんじょうし

（水道）】 

「鳥海ダム建設事業は「継続」することが妥当である」とした対応方針（原案）案については、異存あり 

ません。 

由利本荘市では、市民生活や産業活動に欠かせない水道用水の安心安全で確実な水量確保が急務であり、 

一日も早く対応方針を決定し、鳥海ダムの早期着工と早期完成を強く望みます。 

 

【東北電力(株)（利水関係者）】 

「鳥海ダム建設事業の検証に係る検討報告書（原案）案」については、異存ありません。 

今後、鳥海ダム建設事業において当社発電設備の運用等に影響が生じる場合には、補償等につきましてご 
協議させていただきますようお願いいたします。 
 

⑦ 検討主体による意見聴取（事業評価監視委員会からの意見聴取） 
「鳥海ダム建設事業の検証に係る検討報告書（原案）」に対する東北地方整備局事業評価監視委員会の意

見聴取を下記のとおり実施した。 

1) 意見聴取対象 ：「鳥海ダム建設事業の検証に係る検討報告書（原案）」 
2) 意見聴取日  ：平成 25 年７月 10 日（水） 
3) 東北地方整備局事業評価監視委員会 委員名簿 
 

表 9-4 東北地方整備局事業評価監視委員会委員名簿 

 氏名 役職等 
 遠藤

えんどう

 孝夫
た か お

 東北学院大学 工学部 環境建設工学科 教授 
○ 大久保

お お く ぼ

 博
ひろし

 山形大学 農学部 食料生命環境学科 教授 
 奥村

おくむら

 誠
まこと

 東北大学 災害科学国際研究所 教授 
 北林

きたばやし

 真知子
ま ち こ

 株式会社テイケイマネージメント 取締役 
 九戸

く の へ

 眞樹
ま き

 公益社団法人青森県観光連盟 専務理事 

 黒沢
くろさわ

 高秀
たかひで

 福島大学 共生システム理工学類 教授 
 河野

こ う の

 達仁
たつひと

 東北大学大学院 情報科学研究科 教授 
 成田

な り た

 由加里
ゆ か り

 成田由加里公認会計士事務所 代表 公認会計士 
 浜岡

はまおか

 秀勝
ひでかつ

 秋田大学 工学資源学部 准教授 
◎ 平山

ひらやま

 健一
けんいち

 元岩手大学学長 
 間庭

ま に わ

 洋
ひろし

 仙台商工会議所 専務理事 
（敬称略 五十音順）  ※◎印：委員長、○印：委員長代理 

 

4) 事業評価監視委員会の審議結果を以下に示す。 
［再評価対象事業］ 
・鳥海ダム建設事業 
鳥海ダム建設事業の「継続」については妥当である。 
 
なお、以下の意見があった。 
 
・否定的な意見がある場合には、事業の説明をしっかりと行っていくこと 
・用語の使い方について検討すること 

・子
こ

吉川
よしがわ

の事業が早く進捗するように配慮してほしい 
・特に多目的ダムのような事業では、国土交通省事業だけでなくトータルでの評価を検討すること 
 

10. 対応方針（案） 
○検証対象ダムの総合的な評価 

検証対象ダムの総合的な評価を以下に示す。 

治水（洪水調節）、新規利水並びに流水の正常な機能の維持について目的別の総合評価を行った結果、最

も有利な案はいずれも「鳥海ダム案」となり、全ての目的別の総合評価の結果が一致した。よって、総合

的な評価において、最も有利な案は「鳥海ダム案」であると評価した。 

 

○パブリックコメント、関係住民及び学識経験を有する者からのご意見 

パブリックコメント、関係住民及び学識経験を有する者からの意見聴取を行い、さまざまな観点から幅

広いご意見を頂いた。これらのご意見を踏まえ、本報告書（素案）の修正を行った。 

 

○関係地方公共団体の長からのご意見 

関係地方公共団体の長に対して意見聴取を行い、「継続」することが妥当であり、今後は、一日も早く

対応方針を決定して、鳥海ダムの早期着工と早期完成を望みますとの意見を頂いた。 

 

○関係利水者からのご意見 

関係利水者に対して意見聴取を行い、「継続」することが妥当であり、一日も早く対応方針を決定し、鳥

海ダムの早期着工と早期完成を強く望みますなどの意見を頂いた。 
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○事業の投資効果（費用対効果分析） 

洪水調節については、「治水経済調査マニュアル（案）（平成 17 年 4 月 国土交通省河川局）」に基づき、

また、流水の正常な機能の維持については、代替法にて算定を行い、鳥海
ちょうかい

ダムの費用対効果分析を行った

結果、全体事業における B/C は 1.8 で、残事業の B/C は 1.9 であることから、事業の投資効果を確認した。 

 

○事業評価監視委員会からのご意見 

東北地方整備局事業評価監視委員会に対して意見聴取を行い、『鳥海ダム建設事業の「継続」については

妥当である。』との意見を頂いた。 

 

○対応方針（案） 

「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に基づき、検証に係る検討を行った結果、

鳥海ダム建設事業については「継続」することが妥当であると考えられる。 

 


